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■調査概要 

１．調査の目的 

 我が国の個人金融資産が預貯金に偏在している状況を是正し、個人投資家による証券投資の促進を

図るため、個人投資家の証券保有実態や証券投資に対する意識等を把握する。 

  

２．調査対象 

全国(※1)の個人投資家(20～89歳) 5,000人 

全国のＮＯＳデータベース(※2)登録者から、株式、投資信託、公社債のいずれか、若しくは

複数保有している層を無作為抽出した。 

※1.熊本地震の影響を鑑み、熊本県と大分県を除外した。 

※2.ＮＯＳデータベース：日本リサーチセンターが毎月行っている訪問調査(1,200人)であるＮＯＳ(日本リサー

チセンター･オムニバス･サーベイ)の協力者から希望者を郵送調査パネルとしてデータベース化したもの。Ｎ

ＯＳは、地域ブロックごとの都市規模の人口の割合に応じて、無作為に 200地点を選び、各地点での訪問世帯

は住宅地図を用いて無作為に抽出し、男女個人を性年代別の人口構成比に合わせて回収している訪問調査であ

り、毎月実施している。標本調査の代表性を保つ方法を用いていることから、日本全国の意見を代表する調査

として世論調査等で使用されている。 

    

３．調査方法 

郵送調査（証券保有者の中心層となる、インターネットの非利用者や未活用者、高齢者層などへ 

アプローチする手法として、郵送調査法を採用） 

 

４．調査日程 

平成 28年 6月 10日発送 

 →同年 6月 21 日回収締切  

 

５．有効回答数 

2,024人(有効回答率 40.5％)  

 

６．調査項目 

・金融商品の保有実態と投資について 

・損失の繰越控除について 

・特定口座制度について 

・ＮＩＳＡ(少額投資非課税制度)について 

・ジュニアＮＩＳＡについて 

・金融所得の一体課税について 

・社会保障・税番号制度（マイナンバー）について 

・相続税制について 

・確定拠出年金制度について 

・その他 
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７．調査実施機関 

株式会社日本リサーチセンター 

 

８．分析軸・グラフについて 

本調査では、主に以下の分析軸を用いて、集計・分析を行っている。 

 

分析軸 分析軸の説明(括弧内は調査票の設問番号) 

性別 
回答者の性別(Ｆ１) 

 ｢男性｣｢女性｣ 

年代別 
回答者の年代(Ｆ２) 

 ｢20～30代｣｢40代｣｢50代｣｢60～64歳｣｢65～69歳｣｢70歳以上｣ 

個人年収別 

回答者個人の年収(Ｆ５) 

 ｢300 万円未満｣｢～500万円未満｣｢～700万円未満｣｢～1,000万円未満｣ 

｢1,000 万円以上｣ 

(証券)時価 

総額別 

回答者の証券保有時価総額(問３) 

 ｢100 万円未満｣｢～300万円未満｣｢～500万円未満｣｢～1,000万円未満｣ 

｢～3,000万円未満｣｢3,000万円以上｣ 
※証券の保有額無回答者は除外して集計 

ネット取引 

状況別 

回答者の証券類のインターネット取引状況で軸作成(問 11・問 17) 
※ただし、公社債を除く 

 

① 回答者のインターネットによる株式売買の状況(問 11) 

 ｢株式ネット取引あり｣｢株式ネット取引なし・不明｣ 

② 回答者のインターネットによる投資信託購入状況(問 17) 

 ｢投信ネット取引あり｣｢投信ネット取引なし・不明｣ 

③ 回答者のインターネットによる株式売買又は投資信託購入状況(問 11・問 17) 

 ｢株式・投信ネット取引あり｣(株式売買又は投資信託購入でネット取引あり) 

｢株式・投信ネット取引なし・不明｣ 

        (株式売買・投資信託購入いずれでもネット取引なし・不明) 

 

９．この報告書を読む際の注意 

(1) 図表中の nとは、比率算出の基数（ベース）を表すもので、原則として回答者総数（個人投資家

2,024人）又は分類別の回答者数のことである。 

(2) 百分比は、小数点第２位で四捨五入して、小数点第１位までを表示した。四捨五入したため、合

計値が 100％を前後することがある。 

(3)（複数回答）と表示のある質問は、2つ以上の回答を認めているため、回答計は 100％を超える。 

(4) 誤差を考慮し、分類別の回答者数が 30 人より少ない場合は傾向をみるにとどめ、分類別の分析

の対象からは外している。 

(5) 調査結果の分析において、原則として、選択肢は「 」で囲み、選択肢をまとめて表記する場合

は“ ”を用いている。また、図表中で選択肢を簡略化している場合は、質問紙と同一の表現と

なるように、原則として( )で補足をしている。 

(6) 一部の図表では、対比を明確にするために選択肢の順序を入れ替えている。 

(7) 時系列での調査結果の比較に当たっては、有効回答数等が各年で異なる点に留意する必要がある。 



 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
エ グ ゼ ク テ ィ ブ ・ サ マ リ ー  
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■エグゼクティブ・サマリー 
本調査では、我が国の個人金融資産が預貯金に偏在している状況を是正し、個人投資家による証券

投資の促進を図るため、全国の個人投資家 5,000人(有効回収は 2,024人)を対象とした郵送調査を行

った。ここでは、以下の９項目の要約を記した。 

1. 金融商品の保有実態と投資について 

2. 損失の繰越控除について 

3. 特定口座制度について 

4. ＮＩＳＡ(少額投資非課税制度)について 

5. ジュニアＮＩＳＡについて 

6. 金融所得の一体課税について 

7. 社会保障・税番号制度(マイナンバー)について 

8. 相続税制について 

9. 確定拠出年金制度について 

１．金融商品の保有実態と投資について 

(1) 収入と収入源について 

① 個人投資家自身の年収は、｢300万円未満｣(48.5％)が最も高く、続いて｢300～500万円未満｣

(24.1％)となっており、72.6％が“500万円未満”である。 

② また、個人投資家の収入源は、｢給与所得｣(41.5％)が最も高く、続いて｢恩給・年金｣(38.0％)

となっている。 

(2) 金融商品の保有額 

現在の個人投資家の金融商品(預貯金を含む)の保有額は、｢1,000～3,000 万円未満｣

(32.5％)が最も高く、“3,000 万円未満”が 83.8％となっている。証券商品に限ると、｢100

～300万円未満｣(24.8％)が最も高く、“300万円未満”が 46.7％を占める。 

(3) 証券の購入目的 

証券の購入目的としては、｢配当金、分配金、利子を得るため｣が 53.5％と最も高い。次い

で｢使い道は決めていないが、長期の資産運用のため｣(42.0％)、｢老後の生活資金のため｣

(37.3％)であった。｢使い道は決めていないが、長期の資産運用のため｣は、平成 24年(47.3％)

と比べると 5.3ポイント低下し、｢子供や孫の将来のため｣が 5.3ポイント上昇した。 

※上記(3)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(4) 証券商品の保有種類 

証券商品の保有種類は、｢株式｣が 75.4％と最も高く、｢投資信託｣は 52.8％、｢公社債｣は 

21.8％であった。時系列でみると、平成 24年以降、｢公社債｣は減少傾向が続いている。 

※上記(4)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(5) 保有する株式の種類と時価総額 

① 株式保有者の現在保有する株式の種類は、｢国内の証券取引所に上場されている国内株｣が

92.3％を占め、｢従業員持株制度で管理されている株式｣が 8.2％で続く。 

② 保有額(時価総額)は、｢100～300 万円未満｣が 26.7％と最も高く、｢10～50 万円未満｣

(15.9％)、｢500～1,000万円未満｣(13.2％)、｢50～100万円未満｣(13.1％)の順で続く。全体で

は“500 万円未満”を合計すると 72.4％である。時系列でみると、平成 24 年以降、“100 万

円未満”が減少傾向にあったが、平成 28 年は増加に転じた。一方、平成 27 年から｢100～300

万円未満｣が減少している。 

※上記(5)のうち、①については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(6) 株式の平均的な保有期間 

株式の平均的な保有期間は、｢10年超｣(32.8％)が最も高く、続いて｢１年超～３年｣(19.9％)、

｢３年超～５年｣(17.3％)となっており、全体としては“１年超”を平均的な保有期間とする

ものが 86.0％となっている。また、保有期間“１か月以下”は、全体で 1.6％、インターネ

ット取引を利用している個人投資家でみても 3.9％とごくわずかである。時系列でみると、

平成 26年以降｢１年超～３年｣が増加している。 
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(7) 株式の投資方針 

株式の投資方針は、｢概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する｣(48.5％)

が、｢配当を重視している(配当の状況によっては売却する)｣(13.0％)、｢株主優待を重視して

いる｣(11.5％)、｢値上がり益重視であり、短期間に売却する｣(8.1％)を大きく上回っている。

インターネット取引を利用している個人投資家でみても、｢概ね長期保有だが、ある程度値上

がり益があれば売却する｣(54.8％)が最も高い。 

(8) 株式の主な売買注文方法 

株式の主な売買注文方法は、｢証券会社や銀行等の店頭｣(42.2％)が最も高く、続いて｢証券

会社のインターネット取引｣(37.5％)となっている。 

(9) 投資信託について 

① 投資信託保有者の現在保有する投資信託の種類は、｢株式投資信託｣(57.2％)が最も高く、

続いて｢外国で作られた投資信託｣(37.9％)、｢公社債投資信託｣(31.6％)となっている。時系列

でみると、平成 24 年以降、｢ＲＥＩＴ｣｢ＥＴＦ｣が増加傾向、｢公社債投資信託｣が減少傾向に

ある。平成27年に｢外国で作られた投資信託｣が大幅に増加したが、平成28年は減少している。 

② 投資信託の購入場所は、｢銀行の店頭｣(42.4％)が最も高く、続いて｢証券会社の店頭｣

(39.1％)となっている。インターネットでの注文は、｢証券会社のインターネット取引｣が

17.3％、｢銀行のインターネット取引｣が 8.1％であった。 

※上記(9)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(10) デリバティブ取引について 

① 現在デリバティブ取引を行っている者は 1.7％で、以前行っていた者を含めた、デリバティ

ブ取引経験者は 3.9％であった。 

② デリバティブ取引経験者における、取引している(していた)デリバティブ取引の種類は、        

｢国内の外為証拠金取引(ＦＸ)｣(38.0％)が最も高く、続いて｢国内の有価証券関連先物(先渡)

取引｣(29.1％)となっている。 

※上記(10)のうち、②については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

２．損失の繰越控除について 

(1) 損益通算制度、３年間の損失の繰越控除の認知状況 

損益通算制度、３年間の損失の繰越控除の認知状況は、｢損益通算制度、３年間の損失の繰

越控除両方とも知っている｣は 25.5％、｢損益通算制度は知っているが、３年間の損失の繰越

控除は知らない｣が 12.4％、｢３年間の損失繰越控除は知っているが、損益通算制度は知らな

い｣が 3.8％、｢両方とも知らない｣は 57.4％であった。 

(2) 損失の繰越控除の利用経験 

損失の繰越控除については｢利用したことがある｣が 14.7％、｢利用したことがない｣が

83.7％を占めた。 

(3) 損失の３年間での繰越控除の可否 

損失の繰越控除の利用経験者に損失の３年間での繰越控除の可否を聞いたところ、｢３年間

で控除できた｣が 53.4％、｢３年間で控除できなかった｣が 41.9％であった。 

(4) 繰越控除を利用したことがない理由 

繰越控除の非利用者に、繰越控除を利用したことがない理由を聞いたところ、｢譲渡損失が

発生したことがないため｣(26.1％)が最も高く、｢確定申告が必要となるため｣が 9.2％であっ

た。一方で、｢やり方がわからないため｣が 25.0％を占めた。 

３．特定口座制度について 

(1) 特定口座の開設状況 

特定口座を｢複数の金融機関で開設している｣は 18.8％、｢一社の金融機関で開設している｣

は 34.7％で、開設率は 53.5％であった。｢開設していない｣は 45.8％であった。インターネ

ット取引を利用している個人投資家でみると、利用していない層に比べ開設率は高い(前者

73.6％、後者 45.6％)。 
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(2) 特定口座を開設していない理由 

特定口座を開設していない理由については、｢特定口座制度がよくわからない｣(64.2％)が

｢毎年確定申告を行っているため特定口座制度を利用する必要がない｣(14.9％)を大きく上回

る。時系列でみると、｢特定口座制度がよくわからない｣が 60％台で推移している。 

(3) 特定口座での損失の繰越控除利用経験 

特定口座での損失の繰越控除については、｢利用したことがある｣は 20.8％、｢利用したこ

とがない｣は 77.6％であった。平成 27年と比べると、｢利用したことがある｣が大きく減少し

ている。 

(4) 特定口座での損失の３年間での繰越控除の可否 

特定口座で繰越控除を利用したことがある人に、翌年以降３年間で上場株式等の譲渡所得

から控除できたかを聞いたところ、｢３年間で控除できた｣は 59.3％、｢３年間で控除できな

かった｣は 39.8％であった。平成 27年と比べると、｢３年間で控除できた｣が大きく増加して

いる。 

(5) 特定口座での繰越控除の非利用理由 

特定口座での繰越控除を利用したことがない理由については、｢譲渡損失が発生したことが

ないため｣が 43.4％を占めている。平 成 27 年と比べると、｢譲渡損失が発生したことがない

ため｣が減少している。 

４．ＮＩＳＡ(少額投資非課税制度)について 

(1) ＮＩＳＡ口座の開設状況 

ＮＩＳＡ(少額投資非課税制度)の口座開設状況は、｢証券会社に開設している｣(37.2％)、

｢銀行・信用金庫・信用組合などに開設している｣(15.1％)、｢郵便局に開設している｣(0.7％)

を合わせたＮＩＳＡ口座の開設率は 53.0％であった。一方、｢申込むつもりはない｣は 37.3％

であった。 

(2) ＮＩＳＡの利用目的 

① ＮＩＳＡの利用目的は、｢老後の資金づくり｣(49.4％)、｢生活費の足し｣(22.9％)の順に高

い。時系列でみると、平成 26年以降、｢老後の資金づくり｣が増加している。 

② 最も重視する利用目的も｢老後の資金づくり｣(55.0％)が大きな割合を占めている。 

※上記(2)のうち、①については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(3) ＮＩＳＡ口座での金融商品の購入資金 

ＮＩＳＡ口座での金融商品の購入資金は、｢現在保有する株式を売却して購入資金を確保｣

(23.6％)、｢現在保有する投資信託を売却して購入資金を確保｣(17.1％)、｢現在保有する公社

債を売却して購入資金を確保｣(2.3％)のいずれかに回答した“株式・投信・公社債売却 計”

は、36.6％、｢預貯金｣が 57.9％と過半数以上であった。ＮＩＳＡ口座開設者でみると“株式・

投信・公社債売却 計”は、37.5％で、ＮＩＳＡ口座非開設者では、31.3％であった。時系列

でみると、“株式・投信・公社債売却 計”は平成 26年の 26.5％から平成 28年には 10.1ポ

イント増加した。 

※上記(3)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 
(4) ＮＩＳＡ口座での金融商品の購入経験 

ＮＩＳＡ口座開設者におけるＮＩＳＡ口座での金融商品の購入経験については、｢購入した

ことがある｣が 66.9％、｢購入したことがない｣は 29.6％であった。時系列でみると、平成 26

年以降、購入経験者は大幅な増加傾向にある。 

(5) ＮＩＳＡ口座での金融商品の非購入理由 

ＮＩＳＡ口座での金融商品非購入者における非購入理由については、｢特に急いで投資をす

る必要はないため｣が60.9％と最も高く、｢投資する資金が確保できなかったため｣が20.2％、

｢投資の時期を見極めているため｣が 18.9％で続いている。平成 27年と比べると、｢投資の時

期を見極めているため｣が減少している。 

※上記(5)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 
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(6) ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由 

① ＮＩＳＡを申し込むつもりはない理由として当てはまるものは、｢制度が複雑でわかりづら

いこと｣(42.2％)、｢口座開設手続きが面倒そうなため｣(33.4％)、｢投資する資金が確保できな

かったため｣(21.4％)の順に高い。平成 27 年と比べると、｢制度が複雑でわかりづらいこと｣、

｢年間投資可能額(120万円)が小さいため｣が増加している。 

② ＮＩＳＡを申し込むつもりはない理由として最も当てはまるものは、｢制度が複雑でわかり

づらいこと｣(27.2％)、｢投資する資金が確保できなかったため｣(16.1％)、｢口座開設手続きが

面倒そうなため｣(14.7％)の順で高い。平成 27 年と比べると、｢年間投資可能額(120 万円)が

小さいため｣が増加し、｢投資する資金が確保できなかったため｣が減少している。 

※上記(6)のうち、①については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(7) ＮＩＳＡの改善点 

① ＮＩＳＡの改善してほしい点については、｢非課税期間(５年間)の拡充(延長又は恒久化)｣

(51.3％)が最も高く、｢年間投資可能額(120 万円)の拡大｣が 36.6％、｢ＮＩＳＡ口座で非課税

枠の未使用分の翌年繰越し・売却分の再利用をできるようにすること｣(21.6％)、｢口座開設可

能期間(平成 26年～35年の 10年間)の恒久化｣(20.1％)と続く。 

② ＮＩＳＡ口座開設者でみると、非開設者に比べ、｢ＮＩＳＡ口座で非課税枠の未使用分の翌

年繰り越し・売却分の再利用をできるようにすること｣(23.2％)、｢一般口座や特定口座との間

で損益通算をできるようにすること｣(20.4％)が高い。 

※上記(7)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(8) ＮＩＳＡ口座の非課税期間についての考え 

｢現行の非課税期間では短い｣が 64.4％を占める。次いで、｢非課税期間内に損失が発生し

ても他の利益と通算ができないのが不満である｣が 35.9％であった。 

※上記(8)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(9) ロールオーバーの認知状況 

ロールオーバーの認知状況については、｢翌年の非課税枠にロールオーバーできること｣

(16.9％)、｢ロールオーバーは 120万円までとなること｣が 16.4％で、｢知らなかった｣が 66.0％

を占める。 

※上記(9)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(10) ＮＩＳＡ口座での積立投資の利用状況 

① ｢既に利用している｣が 11.6％、｢利用したいと思う｣が 21.0％であった。一方で、｢利用し  

たいと思わない｣が 56.3％を占めている。 

② 積立投資を利用している(利用したいと思う)人に、毎月の積立額(積立予定額)を聞いたと 

ころ、｢１～３万円未満｣が 47.4％を占めている。次いで｢１万円未満｣が 20.7％であった。平 

成 27年と比べると、“５万円未満”が増加している。 

(11) 株式数比例配分方式の認知状況 

株式数比例配分方式の認知状況については、｢｢株式数比例配分方式｣を知っており、既に証

券会社で手続きを行っている｣が 18.8％、｢｢株式数比例配分方式｣を知っており、今後証券会

社で手続きを行う予定である｣は 2.3％。一方で、｢初めて知った｣が 69.1％を占めている。Ｎ

ＩＳＡ口座有無別では、ＮＩＳＡ口座開設者でみると、｢｢株式数比例配分方式｣を知っており、

既に証券会社で手続きを行っている｣が 33.6％、｢｢株式数比例配分方式｣を知っており、今後

証券会社で手続きを行う予定である｣は 2.5％、｢初めて知った｣が 55.0％であった。非開設者

でみると、｢初めて知った｣が 85.4％を占めている。 

 

５．ジュニアＮＩＳＡについて 

(1) ジュニアＮＩＳＡの利用意向 

自身の子や孫のために(現在、子や孫がいない場合は将来的に)、ジュニアＮＩＳＡを利用

したいか聞いたところ、｢是非利用したい｣(1.8％)、｢利用したい｣(5.9％)で、両方を合わせ

た利用意向は 7.7％であった。ＮＩＳＡ口座開設者の方が、非開設者よりも、利用意向は高い。
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平成 27年と比べると、利用意向が減少している。 

(2) ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由 

ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由については、｢ジュニアＮＩＳＡ制度の内容がよく

わからないため｣が 25.2％であった。次いで｢投資資金として確保できる資金がないため｣が

18.6％、｢18 歳まで資金に払出しの制限が課されるため｣が 10.7％、｢非課税で保有できる期

間に５年の制限があるため、投資の見通しが立てられないから｣が 10.4％と続く。子供の有無

別でみると、20 歳未満の子・孫がいる層の方が、いない層よりも、｢ジュニアＮＩＳＡ制度の

内容がよくわからないため｣、｢投資資金として確保できる資金がないため｣が高い。平成 27

年と比べると、｢ジュニアＮＩＳＡ制度の内容がよくわからないため｣が大幅に減少している。 

※上記(2)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

６．金融所得の一体課税について 

(1) 損益通算可能なら新たに取引を行いたい金融商品・取引 

損益通算が可能なら、新たに取引を行いたいと思う金融商品・取引は、｢外国為替証拠金取

引(ＦＸ)｣が 4.3％で最も高い。一方で、｢わからない｣が 84.5％であった。 

※上記(1)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

７．社会保障・税番号制度(マイナンバー)について 

(1) 金融機関からのマイナンバー提出の要求 

金融機関からマイナンバーの提出を求められたかについては、｢(金融機関より)提出を求め

られた｣が 24.3％で、｢(金融機関より)提出を求められていない｣が 74.8％を占める。 

(2) マイナンバー提出を求められた感想 

マイナンバー提出を求められた感想については、｢(マイナンバーを)金融機関に提出したが

悪用や漏えいしないか不安である｣が 52.0％で最も高い。次いで｢特に抵抗なくマイナンバー

を提出した｣が 26.8％、｢何種類もの本人確認書類の提示を求められ面倒であった｣が 25.0％

と続く。 

※上記(2)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

８．相続税制について 

(1) 上場株式の相続税制についての考え 

上場株式の相続税制について、｢親子間で上場株式を継続保有することで円滑な資産移転が

可能となるような税制が必要である｣が 36.0％であった。次いで｢保有している上場株式を生

前に贈与しやすいような課税制度が必要である｣が 30.5％、｢上場株式の相続時にも保険のよ

うに非課税枠が必要である｣が 27.8％であった。平成 27年と比べると、｢上場株式の相続税評

価は、他の財産の相続税評価との比較から時価から一定程度割り引くべき｣が増加し、｢親子

間で上場株式を継続保有することで円滑な資産移転が可能となるような税制が必要である｣

が減少している。 

※上記(1)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 

(2) 相続対策として資産配分を変更しようとする資産 

① 増加させようと考える資産は、｢現金・預金｣が最も高く、61.1％であった。次いで｢保険｣

(25.0％)、｢不動産｣(18.8％)、｢有価証券(上場株式等)｣(13.4％)であった。 

② 逆に、減少させようと考える資産としては、｢有価証券(上場株式等)｣が 19.6％で最も高く、

次いで｢不動産｣(12.3％)、｢貴金属｣(8.2％)であった。 

９．確定拠出年金制度について 

(1) 確定拠出年金制度の加入状況 

確定拠出年金制度の加入状況は、｢企業型に加入している｣が 10.9％、｢個人型に加入して

いる｣が 4.3％で、合わせた 15.2％が加入しており、｢確定拠出年金に加入していない｣は

63.6％を占める。 
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(2) 企業型におけるマッチング拠出の利用状況 

企業型の確定拠出年金制度加入者の、マッチング拠出利用状況は、｢利用している｣が 18.6％

で、｢利用したいが、勤め先の企業が｢マッチング拠出｣に対応していないため、利用できない｣

が 6.8％で、｢利用していない(または、既に企業拠出が限度額に達している等で利用できな

い)｣は 27.3％を占める。 

(3) 確定拠出年金制度の改善点 

確定拠出年金制度の改善点については、｢引き出し条件の緩和｣(12.9％)、｢毎月の拠出限度

額を引き上げ｣(8.9％)、｢拠出限度額の使い残しを翌年以降に繰り越し可能にする｣(6.4％)

が上位を占める。時系列でみると、平成 27年以前は｢引き出し条件の緩和｣が２割台前半で推

移していたが、平成 28 年は 12.9％に減少している。一方、｢毎月の拠出限度額を引き上げ｣

が増加している。 

※上記(3)については複数回答のため、合計しても 100％にはならない。 
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≪総合分析編≫ 

１． 金融商品の保有実態と投資について 

（１） 回答者の特性 

●回答者(個人投資家)自身の個人年収は、｢300 万円未満｣が 48.5％と最も高く、次いで｢300～

500 万円未満｣(24.1％)が高く、全体の 72.6％が“500万円未満”であった。さらに｢500～700

万円未満｣が 11.4％、｢700～1,000万円未満｣が 8.8％となっており、全体の 92.8％が“1,000

万円未満”であった。女性は 78.5％が｢300万円未満｣。また、60歳以上は、85.7％が “500

万円未満”であった。 

●世帯年収については、｢300～500 万円未満｣が 28.4％で最も高く、｢700～1,000 万円未満｣

(21.0％)、｢1,000万円以上｣(18.8％)、｢500～700万円未満｣(18.1％)と続く。全体の 80.0％

が“1,000 万円未満”の世帯である。回答者自身の収入源については、｢給与所得｣が 41.5％

と最も高く、｢恩給・年金｣が 38.0％で続いており、その他の収入源はごく少数である。 

●金融商品の保有額については、“1,000 万円未満”は 51.3％を占める。年代別でみると、若

年層ほど保有額が低い傾向にあり、特に 40代以下においては、“500万円未満”が５割台を

となっている。 

図表 1 個人年収の分布【Ｆ５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

６０歳以上 1,134

性
別

年
代
別

３００万円未満

48.5

26.2

78.5

29.6

38.8

40.1

63.0

54.5

55.5

３００～５００

万円未満

24.1

31.8

13.7

39.6

16.4

10.9

18.5

29.2

33.3

５００～７００

万円未満

11.4

17.0

3.8

15.7

18.0

16.9

7.5

8.3

5.8

７００～１０００

万円未満

8.8

14.8

0.8

11.3

18.0

17.1

4.7

2.9

2.1

１０００～１２００

万円未満

2.7

4.4

0.3

1.9

3.5

6.8

1.6

1.3

0.7

１２００～１５００

万円未満

1.6

2.5

0.3

0.6

2.5

3.9

1.6

0.6

0.2

１５００～２０００

万円未満

0.7

1.3

0.0

1.3

1.3

1.0

0.0

0.6

0.5

２０００万円以上

0.8

1.3

0.1

0.0

0.9

1.2

2.0

1.0

0.0

無回答

1.5

0.9

2.3

0.0

0.6

2.2

1.2

1.6

1.9

56.9 28.8 6.9 2.9

1.1 0.60.40.7

1.7

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

平成26年 1,143

平成25年 1,108

平成24年 1,050

３００万円未満

48.5

48.2

47.0

47.1

48.3

３００～５００

万円未満

24.1

24.2

24.0

23.6

22.8

５００～７００

万円未満

11.4

12.9

12.2

12.5

12.0

７００～１０００

万円未満

8.8

8.4

9.4

8.4

10.2

１０００～１２００

万円未満

2.7

1.9

3.1

2.8

2.5

１２００～１５００

万円未満

1.6

1.5

1.2

1.5

1.4

１５００～２０００

万円未満

0.7

0.7

0.7

0.8

0.7

２０００万円以上

0.8

0.7

1.0

0.4

0.6

無回答

1.5

1.4

1.6

3.0

1.6
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図表 2 世帯年収の分布【Ｆ７】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3 自身の収入源の分布【Ｆ４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

平成26年 1,143

平成25年 1,108

平成24年 1,050

３００万円未満

12.5

12.5

11.9

13.4

10.8

３００～５００

万円未満

28.4

27.5

26.2

27.5

26.4

５００～７００

万円未満

18.1

22.5

20.0

19.4

23.4

７００～１０００

万円未満

21.0

18.0

20.8

19.1

21.4

1000万円以上

18.8

17.9

20.1

19.0

17.0

無回答

1.2

1.5

1.0

1.5

1.0

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

平成26年 1,143

平成25年 1,108

平成24年 1,050

給与所得

41.5

41.3

44.1

43.2

45.0

事業所得

4.7

3.7

5.9

4.0

4.2

利子・配当

3.6

4.4

3.2

2.5

3.6

貯蓄の取り崩し

2.0

2.0

1.9

2.5

1 7

家賃・地代

3.0

3.0

1.7

2.4

1 7

恩給・年金

38.0

37.0

34.1

36.7

34.1

その他

1.6

2.0

5.6

6.5

7.2

特に収入なし

5.5

6.3

2.8

1.4

2.2

無回答

0.2

0.3

0.5

0.7

0.2
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図表 4 金融商品保有額-金融商品保有者【問２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

１０万円未満

0.6

0.8

0.5

3.1

1.6

0.2

0.0

0.3

0.2

１０～５０

万円未満

2.0

2.1

2.0

4.4

3.8

1.9

1.6

1.0

1.2

５０～１００

万円未満

3.1

3.2

3.0

8.8

6.6

3.6

1.2

1.6

0.9

１００～３００

万円未満

14.3

13.8

15.1

20.1

26.2

17.9

11.0

5.8

9.7

３００～５００

万円未満

11.4

10.8

12.3

20.1

15.5

12.3

7.5

8.3

9.5

５００～１０００

万円未満

19.9

17.5

23.2

23.3

20.2

19.3

18.5

19.6

20.1

１０００～３０００

万円未満

32.5

33.6

30.9

17.6

18.9

30.0

40.6

41.7

37.3

３０００～５０００

万円未満

9.0

9.4

8.6

1.9

3.5

7.2

10.2

13.5

12.5

５０００

万円以上

5.7

7.7

3.1

0.0

2.2

4.6

9.4

7.4

7.6

無回答

1.3

1.3

1.4

0.6

1.6

2.9

0.0

1.0

1.1

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

平成26年 1,143

平成25年 1,108

平成24年 1,050

１０万円未満

0.6

0.1

0.3

0.6

0.6

１０～５０

万円未満

2.0

1.5

1.2

1.6

1.7

５０～１００

万円未満

3.1

2.9

3.1

2.9

2.9

１００～３００

万円未満

14.3

12.2

13.4

13.8

13.9

３００～５００

万円未満

11.4

13.2

13.1

12.8

12.4

５００～１０００

万円未満

19.9

21.0

21.5

18.1

22.2

１０００～３０００

万円未満

32.5

31.1

32.8

32.9

31.4

３０００～５０００

万円未満

9.0

10.5

8.6

9.8

9.0

５０００

万円以上

5.7

6.9

4.4

5.7

4.6

無回答

1.3

0.6

1.7

1.6

1.3
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（２） 証券の保有状況 

●証券を保有している 1897 人(※)に、証券の保有額を聞いたところ、｢100～300 万円未満｣が

24.8％を占め、“300 万円未満”が 46.7％を占める。 

●証券の購入目的としては、｢配当金、分配金、利子を得るため｣(53.5％)、｢(使い道は決めて

いないが、)長期の資産運用のため｣(42.0％)の割合が高く、｢老後の生活資金のため｣(37.3％)

が続く。時系列でみると、平成 24 年と比べ、｢(使い道は決めていないが、)長期の資産運用

のため｣は 5.3ポイント減少し、｢子供や孫の将来のため｣が 5.3ポイント増加した。 

●保有している証券の種類をみると、｢株式｣が 75.4％と最も高く、株式保有者(1,526 人)の中

では｢国内(の証券取引所に)上場(されている)国内株｣が 92.3％を占める。｢投資信託｣は

52.8％であり、投資信託保有者(1,068 人)の中では｢株式投資信託｣が 57.2％と最も高い。ま

た、｢公社債｣は 21.8％である。時系列でみると、平成 24 年以降、｢公社債｣は減少傾向が続

いている。 

※証券保有額を回答した 1,897人を分析の対象としている。 

 

図表 5 証券保有額-金融商品保有者【問３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6 証券の購入目的-証券保有者(複数回答)【問４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

平成26年 1,143

平成25年 1,108

平成24年 1,050

１０万円未満

2.8

2.1

2.9

2.8

3.3

１０～５０

万円未満

10.1

8.6

9.1

7.9

10.2

５０～１００

万円未満

9.0

7.3

9.5

8.8

8.6

１００～３００

万円未満

24.8

26.1

25.4

26.4

25.3

３００～５００

万円未満

12.8

16.0

15.7

12.6

13.5

５００～１０００

万円未満

15.0

14.8

14.2

14.6

14.4

１０００～３０００

万円未満

14.9

16.3

15.2

16.8

15.2

３０００～５０００

万円未満

2.5

3.4

2.6

2.4

2.6

５０００

万円以上

1.9

3.0

1.0

1.7

1.1

無回答

6.3

2.4

4.5

6.0

5.7

   n

配当金、
分配金、
利子を
得るため

長期の資産
運用のため

老後の
生活資金
のため

株主優待を
得るため

子供や孫の
将来のため

短期的に
儲けるため

その企業等
を応援する
ため

耐久消費財
の購入や
レジャー
のため

証券投資を
通じて勉強を
するため

その他 無回答

平成28年 1,897

平成27年 1,019

平成26年 1,092

平成25年 1,041

平成24年 990

53.5

51.9

53.3

53.5

57.7

42.0

41.8

42.7

45.5

47.3

37.3

40.1

41.2

37.9

35.1

23.4

24.1

24.6

22.4

22.7

16.0

14.5

16.0

11.4

10.7

7.9

7.5

7.5

10.3

8.7

7.6

9.1

8.3

8.8

8.3

6.4

7.9

6.6

5.2

4.7

6.2

7.3

6.5

8.6

7.5

5.5

3.9

7.1

6.5

6.2

5.1

7.8

0.4

0.9

0.4
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図表 7 各証券商品の現在保有状況（複数回答）【問７-１／問 15／問 20】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図表 8 保有種類-株式保有者 
(複数回答)【問７-２】 

図表 9 保有種類-投資信託保有者 
(複数回答)【問 16-②】 
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ては、今回設問をカットした

ためグラフも割愛していま

す。 
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（３） 株式投資の状況（１） 

●現在株式を保有している 1,526 人の現在の株式保有額(時価総額)は、｢100～300万円未満｣が

26.7％と最も高く、続いて｢10～50万円未満｣(15.9％)、｢500～1,000万円未満｣(13.2％)、｢50

～100万円未満｣(13.1％)、｢300～500万円未満｣(12.5％)、｢1,000～3,000万円未満｣(10.6％)

の順で続く。全体では“500 万円未満”を合計すると 72.4％であった。時系列でみると、平

成 24 年以降、“100 万円未満”が減少傾向にあったが、平成 28 年は増加に転じた。一方、

平成 27年から｢100～300万円未満｣が減少している。 

●現在保有している株式の種類は、｢国内(の証券取引所に)上場(されている)国内株｣が 92.3％

を占め、｢従業員持株(制度で管理されている株式)｣が 8.2％で続く。 

●株式の１銘柄当たりの投資額は｢10～50万円未満｣(31.0％)が-最も高く、｢50～100万円未満｣

(24.3％)、｢100～200万円未満｣(16.6％)が続き、“300万円未満”が 88.8％を占める。時系

列でみると、“100万円未満”は平成 26年、平成 27年ともに 60.1％であったが、平成 28年

は 65.4％に増加している。 

図表 10 株式の時価総額-株式保有者【問８-１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 11 現在保有株式の種類-株式保有者（複数回答）【問７-２】 

 

 

 

図表 12 現在保有株式の１銘柄当たりの投資額-株式保有者【問８-２】 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

平成28年 1,526

平成27年 767

平成26年 826

平成25年 806

平成24年 771

１０万円未満

4.2

3.4

3.8

4.3

6.2

１０～５０

万円未満

15.9

11.7

13.2

12.8

15.8

５０～１００

万円未満

13.1

11.0

13.3

14.9

11.8

１００～３００

万円未満

26.7

32.6

29.7

27.8

31.3

３００～５００

万円未満

12.5

14.3

14.3

10.9

13.4

５００～１０００

万円未満

13.2

12.4

11.7

15.1

10.8

１０００～３０００

万円未満

10.6

10.6

10.4

11.0

8.7

３０００～５０００

万円未満

2.0

2.1

2.1

1.1

0.9

５０００

万円以上

1.4

1.7

1.1

1.4

0.8

無回答

0.5

0.3

0.5

0.6

0.4

   n 国内上場国内株 従業員持株 国内上場外国株 非上場国内株 非国内上場外国株

全　体 1,526 92.3 8.2 3.5 3.5 2.4

   n

平成28年 1,526

平成27年 767

平成26年 826

平成25年 806

平成24年 771

１０万円未満

10.1

6.6

8.4

9.1

12.6

１０～５０

万円未満

31.0

31.2

28.7

26.1

26.7

５０～１００

万円未満

24.3

22.3

23.0

22.6

21.0

１００～２００

万円未満

16.6

21.5

19.6

22.2

21.0

２００～３００

万円未満

6.8

7.8

8.0

6.9

8.3

３００～５００

万円未満

6.0

4.7

7.1

6.2

5.8

５００万円以上

4.7

5.1

5.0

6.3

4.4

無回答

0.5

0.8

0.2

0.6

0.1
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株式投資の状況（２） 

●現在株式を保有している 1,526 人の株式の平均的な保有期間は、｢10年超｣が 32.8％と最も高

く、続いて｢１年超～３年｣が 19.9％ 、｢３年超～５年｣が 17.3％の順で、全体としては“1

年超”を平均的な保有期間とするものが 86.0％となっている。また、保有期間“１か月以下”

は、全体で 1.6％、インターネット取引がある層でも 3.9％とごくわずかである。時系列でみ

ると、平成 26年以降｢１年超～３年｣が増加している。 

●株式の投資方針は、｢概ね長期保有(だが、ある程度)値上がり益(が)あれば売却(する)｣が

48.5％と最も高く、｢配当を重視(している)｣(13.0％)、｢株主優待を重視(している)｣

(11.5％)、｢値上がり益重視(であり、)短期間に売却(する)｣(8.1％)を大きく上回っている。

｢特に決めていない｣は 16.3％。インターネット取引がある層でも、｢概ね長期保有(だが、あ

る程度)値上がり益(が)あれば売却(する)｣(54.8％)が最も高いのは全体と同様だが、次いで

｢値上がり益重視(であり、)短期間に売却(する)｣が 14.5％と高く、全体に比べて値上がり重

視の傾向が強いことが特徴である。 

●株式の主な売買注文方法は、｢証券会社や銀行等の店頭｣が 42.2％と最も高く、｢証券会社の

インターネット取引｣が 37.5％、｢証券会社や銀行等のコールセンター｣が 6.2％で続く。年代

別では、｢証券会社や銀行等の店頭｣は高年層ほど高く、若年層は｢証券会社のインターネット

取引｣が高い。個人年収が 700万円以上の層で｢証券会社のインターネット取引｣が４割～５割

台となり、500万円未満の層では｢証券会社や銀行等の店頭｣が高い。 

●平成 27年中の売買損益をみると、｢昨年＜平成 27年＞中は株式を売買しなかった｣は 48.6％

で、売買があった中では、“売買益が出た”(合計 23.6％)が、“売買損が出た”(合計 15.1％)

を上回った。インターネット取引別にみると、取引がある層では売買益がある人は 37.3％を

占める。一方、取引がない層では売買益がある人は 15.3％である。時系列でみると、平成 24

年以降、“売買益が出た”の割合は増加傾向にあったが、平成 28年は大きく減少している。 

●平成 27年中に受け取った株式の配当金は“５万円未満”が 55.5％を占めている。 

●株式配当金の主な受領方法は、｢指定の銀行口座で受け取る｣が 33.3％、｢郵便局、ゆうちょ

銀行の窓口で現金で受け取る｣が 31.2％、｢証券会社の取引口座で受け取る｣が 30.2％といず

れも約３割で並んだ。インターネット取引状況別にみると、取引がある層はない層に比べ、

「証券会社の取引口座で受け取る」が高く、取引がない層はある層に比べ、｢指定の銀行口座

で受け取る｣が高い。時系列でみると、平成 27 年に｢証券会社の取引口座で受け取る｣が大き

く増加したが、平成 28年も３割台で推移している。 

図表 13 株式の平均的な保有期間-株式保有者【問 10】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1年超 計 

86.0％ 

84.3％ 

82.2％ 

84.6％ 

89.4％ 

 

1年超 計 

75.4％ 

 

 

   n

株式ネット
取引あり

573

１日

0.2

～１か月

3.7

～３か月

3.1

～６か月

5.9

～１年

11.5

～３年

25.7

～５年

21.6

～７年

6.3

～１０年

8.0

１０年超

13.8

無回答

0.2

   n

平成28年 1,526

平成27年 767

平成26年 826

平成25年 806

平成24年 771

１日

0.1

0.0

0.0

0.1

0.3

～１か月

1.5

1.3

1.0

1.7

0.5

～３か月

1.4

2.2

2.3

1.5

1.4

～６か月

3.3

4.2

5.6

5.5

2.7

～１年

7.1

7.7

8.7

6.1

4.9

～３年

19.9

14.2

13.3

14.8

14.4

～５年

17.3

19.2

16.2

17.2

17.9

～７年

5.8

7.4

7.5

7.1

8.4

～１０年

10.2

11.9

11.7

9.4

11.2

１０年超

32.8

31.6

33.5

36.1

37.5

無回答

0.4

0.4

0.1

0.5

0.8
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図表 14 株式の投資方針-株式保有者【問９】 

   【全 体】        (n=1,526)                  【株式ネット取引利用者】      (n=573) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表 15 株式の主な売買注文方法-株式保有者 ※単数回答【問 11】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 27 年より、複数回答から単数回答に変更。単数回答であるが、時系列での比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

   n
証券会社や
銀行等の店頭

証券会社の
インターネット取引

証券会社や銀行等の
コールセンター

その他 無回答

全　体 1,526

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

個
人
年
収
別

年
代
別

42.2

13.2

19.5

35.5

44.6

52.3

60.0

49.2

44.1

33.7

27.0

26.0

37.5

68.4

55.3

39.8

33.2

30.9

24.1

33.4

37.3

36.7

52.6

46.2

6.2

1.8

2.7

6.2

8.7

7.0

7.8

6.4

6.6

8.2

3.3

4.8

13.2

16.7

22.1

17.9

13.6

9.1

6.4

10.1

11.8

19.9

17.1

22.1

0.8

0.0

0.4

0.6

0.0

0.8

1.6

0.9

0.3

1.5

0.0

1.0

   n
証券会社や
銀行等の店頭

証券会社の
インターネット取引

証券会社や銀行等の
コールセンター

その他 無回答

平成28年 1,526

平成27年 767

平成26年 826

平成25年 806

平成24年 771

42.2

41.7

43.8

46.3

47.7

37.5

39.6

40.4

38.2

34.5

6.2

7.2

7.7

8.2

6.7

13.2

10.6

13.6

13.3

14.8

0.8

0.9

0.2

0.7

1.4

概ね長期保有・

値上がり益

あれば売却

48.5

値上がり益重視・

短期間に売却

8.1

配当を重視

13.0

株主優待を重視

11.5

その他

2.6

特に決めていない

16.3

無回答

0.1

概ね長期保有・

値上がり益

あれば売却

54.8

値上がり益重視・

短期間に売却

14.5

配当を重視

9.6

株主優待を重視

14.7

その他

1.0

特に決めていない

5.4

無回答

0.0
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図表 16 平成 27年中の株式の売買損益-株式保有者【問 12】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 17 平成 27年中の株式の受取配当金-株式保有者【問 13】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況

１万円未満

27.3

26.7

27.6

１～５万円

未満

28.2

27.9

28.4

５～１０万円

未満

13.6

13.6

13.5

１０～２０万円

未満

9.9

11.3

9.0

２０～５０万円

未満

6.2

6.5

6.0

５０～１００万円

未満

3.0

3.8

2.5

１００万円以上

1.4

1.9

1.2

配当金は

受領していない

10.1

7.9

11.4

無回答

0.3

0.3

0.3

   n

平成28年 1,526

平成27年 767

平成26年 826

平成25年 806

平成24年 771

１万円未満

27.3

25.2

25.2

27.4

26.7

１～５万円

未満

28.2

30.6

31.2

27.3

32.3

５～１０万円

未満

13.6

14.6

12.3

13.2

10.2

１０～２０万円

未満

9.9

11.5

12.6

13.4

11.4

２０～５０万円

未満

6.2

6.6

6.7

6.0

7.5

５０～１００万円

未満

3.0

2.5

2.1

2.2

2.2

１００万円以上

1.4

1.4

1.5

1.4

0.9

配当金は

受領していない

10.1

7.2

8.2

8.3

7.7

無回答

0.3

0.4

0.2

0.9

1.0

   n

全　体 1,526

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況

５００万円以上

の売買益

0.6

0.9

0.4

３００～５００

万円未満の

売買益

1.0

1.7

0.5

１００～３００

万円未満の

売買益

3.6

5.4

2.5

５０～１００万円

未満の売買益

6.0

9.1

4.2

５０万円未満

の売買益

12.4

20.2

7.7

ほぼ損益は

ゼロ

11.9

12.4

11.5

５０万円未満

の売買損

7.6

9.8

6.3

５０～１００万円

未満の売買損

3.8

3.8

3.8

１００～３００

万円未満の

売買損

2.9

3.0

2.8

３００～５００

万円未満の

売買損

0.5

0.3

0.5

５００万円

以上の売買損

0.3

0.5

0.2

平成２７年は

株式売買なし

48.6

32.5

58.3

無回答

0.9

0.3

1.2

   n

平成28年 1,526

平成27年 767

平成26年 826

平成25年 806

平成24年 771

５００万円以上

の売買益

0.6

0.5

1.7

0.4

0.1

３００～５００

万円未満の

売買益

1.0

1.3

1.5

0.6

0.1

１００～３００

万円未満の

売買益

3.6

5.5

5.8

2.7

0.5

５０～１００万円

未満の売買益

6.0

8.1

5.4

4.2

1.3

５０万円未満

の売買益

12.4

18.4

16.8

12.8

4.9

ほぼ損益は

ゼロ

11.9

8.7

10.4

9.8

10.4

５０万円未満

の売買損

7.6

4.8

6.3

6.8

10.8

５０～１００万円

未満の売買損

3.8

3.8

2.8

4.5

7.0

１００～３００

万円未満の

売買損

2.9

1.7

2.3

3.6

5.3

３００～５００

万円未満の

売買損

0.5

0.4

0.2

0.9

1.6

５００万円

以上の売買損

0.3

0.4

0.4

0.5

1.2

昨年は

株式売買なし

48.6

46.0

45.8

52.5

55.1

無回答

0.9

0.4

0.6

0.7

1.7
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図表 18 株式配当金の主な受領方法-株式保有者【問 14】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26 年よりカテゴリー変更。｢金融機関（ゆうちょ銀行含むの窓口で現金で受領｣→｢郵便局、ゆうちょ銀行の窓口で現金で受領｣。 

｢銀行口座への振込みで受領｣→｢指定の銀行口座で受け取る｣。 

｢証券会社の口座への振込みで受領｣→｢証券会社の取引口座で受け取る｣。 

 

   n

全　体 1,526

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況

郵便局、ゆうちょ銀行の

窓口で現金で受け取る

31.2

31.6

31.0

指定の銀行口座で

受け取る

33.3

21.6

40.3

証券会社の取引口座で

受け取る

30.2

43.1

22.5

国内発行株式は保有していない

・配当金を受けとっていない

4.4

3.7

4.8

無回答

0.9

0.0

1.5

   n

平成28年 1,526

平成27年 767

平成26年 826

平成25年 806

平成24年 771

郵便局、ゆうちょ銀行の

窓口で現金で受け取る

31.2

32.3

35.7

39.6

37.7

指定の銀行口座で

受け取る

33.3

32.2

36.6

38.1

38.8

証券会社の取引口座で

受け取る

30.2

32.5

23.4

17.9

18.0

国内発行株式は保有していない

・配当金を受けとっていない

4.4

2.1

4.1

3.7

4.5

無回答

0.9

0.9

0.2

0.7

0.9
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（４） 投資信託について 

●投資信託現在を保有している 1,068 人の、保有している投資信託の種類は、｢株式投資信託｣

が 57.2％と最も高く、続いて｢外国(で作られた)投資信託｣が 37.9％、｢公社債投資信託｣が

31.6％となっている。時系列でみると、平成 24年以降、｢ＲＥＩＴ｣｢ＥＴＦ｣が増加傾向、｢公

社債投資信託｣が減少傾向にある。平成 27 年に｢外国(で作られた)投資信託｣が大幅に増加し

たが、平成 28年は減少している。 

●購入金額は、どの投資信託も｢100～300万円未満｣が３割台と最も高い。 

●投資信託の購入場所は、｢銀行の店頭｣が 42.4％、｢証券会社の店頭｣が 39.1％であった。イン

ターネットでの注文は、｢証券会社のインターネット取引｣が 17.3％、｢銀行のインターネッ

ト取引｣が 8.1％であり、株式売買におけるインターネット注文(37.5％)と比較して低い割合

となっている。店頭での購入は銀行が証券会社を上回っているが、その差はわずかである。

時系列でみると、平成 27年と比べ、｢証券会社の店頭(店舗への電話注文、営業員が訪問して

の注文を含む)｣が減少している。 

●投資信託購入時の重視点では、｢安定性やリスクの低さ｣(60.9％)、｢成長性や収益性の高さ｣

(40.1％)、｢分配金の頻度や実績｣(37.2％)が上位となっている。 

●平成 27 年中の投資信託の受取分配金については、｢分配金を受領していない｣は 15.1％で、

“10万円未満”が 44.0％を占めている。インターネット取引別でみると、取引がある層はな

い層に比べ、“５万円未満”が高い。 

図表 19 投資信託保有種類-投資信託保有者(複数回答)【問 16-①】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 20 投資信託購入金額-各投資信託保有者【問 16-②】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 株式投資信託 外国投資信託 公社債投資信託 ＲＥＩＴ ＥＴＦ

平成28年 1,068

平成27年 564

平成26年 565

平成25年 563

平成24年 536

57.2

57.8

54.3

60.0

55.8

37.9

42.7

33.8

31.4

37.5

31.6

33.0

39.5

41.6

42.4

28.8

26.1

23.4

21.8

17.9

9.6

9.4

7.4

7.3

6.0

   n

611

405

337

308

102

1,068　総合計

　株式投資信託

　外国投資信託

　公社債投資信託

　ＲＥＩＴ

　ＥＴＦ

５０万円未満

17.5

15.8

17.2

16.2

19.6

５０～１００万円

未満

19.6

18.8

16.0

23.7

22.5

１００～３００万円

未満

33.9

35.1

30.9

33.1

30.4

３００～５００万円

未満

10.6

12.3

13.6

11.4

15.7

５００～１０００万円

未満

11.9

10.6

12.2

7.5

4.9

１０００万円以上

5.1

6.2

8.6

5.8

4.9

無回答

1.3

1.2

1.5

2.3

2.0

11.5 13.3 28.1 12.9 13.9 11.9 8.4
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図表 21 投資信託の購入場所-投資信託保有者(複数回答) 【問 17】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 28 年より｢証券会社のコールセンター｣「銀行のコールセンター」を追加。 

 

図表 22 投資信託購入時の重視点(複数回答)【問 19】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 27 年より｢純資産額の大きさ｣を追加。 

※平成 25 年以降の｢特にない、わからない｣は、｢重視する点は特にない｣｢わからない｣を合算した値。 

 

図表 23 平成 27年中の投資信託の受取分配金-投資信託保有者【問 18】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考：平成 28 年より削除） 

   n

全　体 1,068

投信ネット
取引あり

259

投信ネット
取引なし・不明

809

ネ

ッ
ト
取
引
状
況

１万円未満

14.1

18.1

12.9

１～５万円

未満

17.6

20.8

16.6

５～１０万円

未満

12.3

9.7

13.1

１０～２０万円

未満

11.5

8.9

12.4

２０～５０万円

未満

14.1

10.4

15.3

５０～１００万円

未満

8.4

7.7

8.7

１００万円以上

6.1

5.0

6.4

分配金を

受領していない

15.1

18.5

14.0

無回答

0.7

0.8

0.7

   n

平成28年 1,068

平成27年 564

平成26年 565

平成25年 563

平成24年 536

１万円未満

14.1

12.8

15.8

13.1

14.7

１～５万円

未満

17.6

16.3

16.1

18.3

15.7

５～１０万円

未満

12.3

11.2

10.3

10.7

8.4

１０～２０万円

未満

11.5

13.5

14.7

13.9

13.2

２０～５０万円

未満

14.1

13.8

15.0

13.3

14.6

５０～１００万円

未満

8.4

10.8

8.8

8.0

9.3

１００万円以上

6.1

8.0

4.8

7.5

6.7

分配金を

受領していない

15.1

12.6

13.8

14.2

16.6

無回答

0.7

1.1

0.7

1.1

0.7

   n 銀行の店頭
証券会社の
店頭

証券会社の
インターネット
取引

銀行の
インターネット
取引

証券会社の
コール
センター

銀行の
コール
センター

その他 無回答
郵便局の
店頭

確定拠出
年金制度で

平成28年 1,068

平成27年 564

平成26年 565

平成25年 563

平成24年 536

42.4

42.2

43.4

42.3

45.1

39.1

44.7

39.3

40.5

41.4

17.3

17.4

14.7

13.9

12.3

8.1

6.4

7.6

7.1

5.8

4.6 1.2 3.0

2.5

5.3

3.9

4.9

0.4

0.4

0.4

0.4

0.2

3.4

6.4

7.5

5.6

3.2

4.1

3.2

3.4

   n
安定性や
リスクの低さ

成長性や
収益性の高さ

分配金の
頻度や実績

購入・販売
手数料の安さ

商品の
わかりやすさ

純資産額の
大きさ

評価会社に
よる評価

信託報酬の
安さ

環境貢献と
いった社会的
責任の配慮

その他
特にない、
わからない

無回答

平成28年 1,068

平成27年 564

平成26年 565

平成25年 563

平成24年 536

60.9

59.9

60.2

61.8

61.9

40.1

42.7

41.4

41.4

41.8

37.2

40.1

35.2

38.2

37.1

14.1

13.8

11.9

12.8

9.9

13.4

14.0

11.3

11.2

14.0

7.7

8.2

7.2

10.3

8.7

9.6

10.3

6.2

7.4

6.0

5.3

4.1

1.1

1.6

1.2

2.5

2.1

2.3

2.3

1.8

2.3

1.5

5.8

5.0

6.7

5.4

7.1

0.7

0.5

0.4

0.5

1.3
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２． 損失の繰越控除について 

●損益通算制度、３年間の損失の繰越控除の認知状況は、｢(損益通算制度、３年間の損失の繰

越控除)両方とも知っている｣は 25.5％、｢損益通算制度は知っている(が、３年間の損失の繰

越控除は知らない)｣が 12.4％、｢３年間の損失繰越控除は知っている(が、損益通算制度は知

らない)｣が 3.8％、｢両方とも知らない｣は 57.4％であった。 

●損失の繰越控除については｢利用したことがある｣が 14.7％、｢利用したことがない｣83.7％を

占めた。 

●損失の繰越控除の利用経験者 298 人に、損失の３年間での繰越控除の可否を聞いたところ、

｢３年間で控除できた｣が 53.4％、｢３年間で控除できなかった｣が 41.9％であった。 

●損失の繰越控除の非利用者 1,695人に、利用したことがない理由を聞いたところ、｢譲渡損失

が発生したことがないため｣が 26.1％と最も高く、｢確定申告が必要となるため｣が 9.2％であ

った。一方で、｢やり方がわからないため｣が 25.0％を占めている。平成 27年と比べると、｢譲

渡損失が発生したことがないため｣が減少している。 

図表 24 損益通算制度、３年間の損失の繰越控除の認知状況 【問 23】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 25 損失の繰越控除の利用経験 【問 24-1】 

 

 

 

 

 

 

 

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

平成26年 1,143

平成25年 1,108

両方とも知っている

25.5

29.8

23.8

25.9

損益通算制度は知っている

12.4

13.3

8.2

12.7

３年間の損失繰越控除は

知っている

3.8

3.6

7.5

6.9

両方とも知らない

57.4

52.2

58.0

53.5

無回答

0.9

1.1

2.4

1.0

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

平成26年 1,143

利用したことがある

14.7

12.8

12.2

利用したことがない

83.7

85.9

85.7

無回答

1.5

1.2

2.1
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図表 26 損失の３年間での繰越控除の可否-繰越控除利用経験者 【問 24-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 27 繰越控除の非利用理由-繰越控除非利用者 【問 24-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

平成28年 298

平成27年 134

平成26年 140

３年間で控除できた

53.4

57.5

50.0

３年間で控除できなかった

41.9

38.8

42.9

無回答

4.7

3.7

7.1

   n

平成28年 1,695

平成27年 897

確定申告が

必要となるため

9.2

10.3

譲渡損失が発生した

ことがないため

26.1

31.9

やり方が

わからないため

25.0

26.2

その他

5.0

5.8

わからない

30.0

22.4

無回答

4.7

3.5
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３． 特定口座制度について 

●特定口座の開設状況について、｢複数の金融機関で開設している｣(18.8％)、｢一社の金融機関

で開設している｣(34.7％)を合わせた開設率は 53.5％であった。インターネット取引別でみ

ると、取引がある層の開設率は 73.6％、ない層は 45.6％と大きな差がある。 

●特定口座を開設していない 928 人に、その理由を聞いたところ、｢特定口座制度がよくわから

ない｣(64.2％)が｢(毎年確定申告を行っているため)特定口座制度を利用する必要がない｣

(14.9％)を大きく上回る。時系列でみると、｢特定口座制度がよくわからない｣が 60％台で推

移している。 

●特定口座を開設している 1,084 人に、特定口座で保有している上場株式や株式投資信託の売

買取引により、生じた損失について、繰越控除を利用したことがあるか聞いたところ、｢利用

したことがある｣は 20.8％、｢利用したことがない｣は 77.6％であった。インターネット取引

別でみると、取引がある層はない層に比べ、｢利用したことがある｣が高い。平成 27年と比べ

ると、｢利用したことがある｣が大きく減少している。 

●特定口座での損失の繰越控除を利用したことがある 226 人に、特定口座で生じた上場株式等

の損失について、翌年以降の３年間で上場株式等の譲渡所得から控除できたか聞いたところ、

｢３年間で控除できた｣は 59.3％、｢３年間で控除できなかった｣は 39.8％であった。平成 27

年と比べると、｢３年間で控除できた｣が大きく増加している。 

●繰越控除を利用したことがない 841 人にその理由を聞いたところ、｢譲渡損失が発生したこと

がないため｣が 43.4％、｢確定申告が必要となるため｣が 16.4％であった。平成 27年と比べる

と、｢譲渡損失が発生したことがないため｣が減少している。 

図表 28 特定口座の開設状況【問 25-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 27 年よりカテゴリー変更。｢開設している｣→｢複数の金融機関で開設している｣｢一社の金融機関で開設している｣に細分化。 

   n

平成25年 1,108

平成24年 1,050

開設している

51.4

54.2

開設していないが

知っている

12.0

9.5

見聞きしたことはある

9.2

7.8

知らない

26.6

28.0

無回答

0.8

0.5

   n

全　体 2,024

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

ネ

ッ
ト
取
引
状
況

複数の金融機関で

開設している

18.8

34.9

11.6

一社の金融機関で

開設している

34.7

38.7

34.0

開設していない

45.8

26.1

53.7

無回答

0.6

0.3

0.7

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

複数の金融機関で

開設している

18.8

18.5

一社の金融機関で

開設している

34.7

41.6

開設していない

45.8

39.4

無回答

0.6

0.6

   n

平成26年 1,143

開設している

51.5

開設していない

47.7

無回答

0.8
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図表 29 特定口座を開設していない理由-特定口座非開設者【問 25-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 30 特定口座での損失の繰越控除利用経験-特定口座開設者【問 26-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 928

株式･投信ネット
取引あり

176

株式･投信ネット
取引なし・不明

675

ネ

ッ
ト
取
引
状
況

特定口座制度を

利用する必要ない

14.9

17.0

13.9

特定口座制度が

よくわからない

64.2

60.8

66.1

その他

17.5

18.2

16.7

無回答

3.4

4.0

3.3

   n

平成28年 928

平成27年 411

平成26年 545

特定口座制度を

利用する必要ない

14.9

14.6

23.3

特定口座制度が

よくわからない

64.2

66.4

60.0

その他

17.5

16.5

16.0

無回答

3.4

2.4

0.7

   n

全　体 1,084

株式･投信ネット
取引あり

496

株式･投信ネット
取引なし・不明

574

ネ

ッ
ト
取
引
状
況

利用したことがある

20.8

30.0

13.2

利用したことがない

77.6

69.8

84.1

無回答

1.6

0.2

2.6

   n

平成28年 1,084

平成27年 627

利用したことがある

20.8

36.0

利用したことがない

77.6

63.0

無回答

1.6

1.0
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図表 31 特定口座での損失の３年間での繰越控除の可否-特定口座での繰越控除利用経験者【問 26-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 32 特定口座での繰越控除非利用理由-特定口座での繰越控除非利用者【問 26-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 226

株式･投信ネット
取引あり

149

株式･投信ネット
取引なし・不明

76

ネ

ッ
ト
取
引
状
況

３年間で控除できた

59.3

61.1

56.6

３年間で控除できなかった

39.8

38.9

40.8

無回答

0.9

0.0

2.6

   n

平成28年 226

平成27年 226

３年間で控除できた

59.3

40.3

３年間で控除できなかった

39.8

57.5

無回答

0.9

2.2

   n

全　体 841

株式･投信ネット
取引あり

346

株式･投信ネット
取引なし・不明

483

ネ

ッ
ト
取
引
状
況

確定申告が

必要となるため

16.4

19.7

14.1

譲渡損失が発生した

ことがないため

43.4

46.8

41.2

その他

7.8

5.8

9.3

わからない

30.3

26.3

32.9

無回答

2.0

1.4

2.5

   n

平成28年 841

平成27年 395

確定申告が

必要となるため

16.4

14.2

譲渡損失が発生した

ことがないため

43.4

49.9

その他

7.8

7.8

わからない

30.3

25.8

無回答

2.0

2.3
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４． ＮＩＳＡ(少額投資非課税制度)について 

（１） ＮＩＳＡの利用状況 

●平成 26 年 1 月から導入されたＮＩＳＡ(少額投資非課税制度)の口座開設状況は、｢証券会社

に開設している｣(37.2％)、｢銀行・信用金庫・信用組合などに開設している｣(15.1％)、｢郵

便局に開設している｣(0.7％)を合わせたＮＩＳＡ口座の開設率は 53.0％であった。一方、｢申

込むつもりはない｣は 37.3％であった。 

●ＮＩＳＡ口座を開設した、又は申込みを予定している 1,264人のＮＩＳＡの利用目的は、｢老

後の資金づくり｣(49.4％)が最も高く、｢生活費の足し｣(22.9％)、｢旅行やレジャー資金づく

り｣(19.4％)が続く。時系列でみると、｢老後の資金づくり｣は平成 26年に 40.0％であったが、

平成 28年には 9.4ポイント増加した。 

●ＮＩＳＡに目的を持って利用している 824 人の最も重視する利用目的も、｢老後の資金づく

り｣(55.0％)が大きな割合を占めている。 

●ＮＩＳＡ口座を開設した、又は申込みを予定している 1,264 人のＮＩＳＡ口座での金融商品

の購入資金は、｢現在保有する株式を売却して(購入)資金を確保｣(23.6％)、｢現在保有する投

資信託を売却して(購入)資金を確保｣(17.1％)、｢現在保有する公社債を売却して(購入)資金

を確保｣(2.3％)のいずれかに回答した“株式・投信・公社債売却 計”は、36.6％、｢預貯金｣

が 57.9％と過半数以上であった。ＮＩＳＡ口座有無別でみると、ＮＩＳＡ口座開設者では、

“株式・投信・公社債売却 計”は 37.5％だが、非開設者では、“株式・投信・公社債売却 計”

は、31.3％であった。時系列でみると、“株式・投信・公社債売却 計”は平成 26年の 26.5％

から平成 28 年には 10.1 ポイント増加した。また、｢預貯金｣は平成 26 年では 39.8％であっ

たが、平成 28年には 18.1ポイント増加した。 

●ＮＩＳＡ口座を開設している 1,072 人に、ＮＩＳＡ口座での金融商品購入経験を聞いたとこ

ろ、｢購入したことがある｣(66.9％)が｢購入したことがない｣(29.6％)を大きく上回った。時

系列でみると、平成 26年以降、｢購入したことがある｣は大幅な増加傾向にある。 

●ＮＩＳＡ口座開設者のうち、ＮＩＳＡ口座で金融商品を購入したことがない 317 人に、購入

したことがない理由を聞いたところ、｢特に急いで投資(を)する必要はないため｣が 60.9％と

最も高く、｢投資する資金が確保できなかった(ため)｣が 20.2％、｢投資の時期を見極めてい

る(ため)｣が 18.9％で続く。平成 27年と比べると、｢投資の時期を見極めている(ため)｣が減

少している。 

●購入したことがない理由を回答した 314人に、その中で最も当てはまる理由を聞いたところ、

同様に｢特に急いで投資(を)する必要はない(ため)｣が 38.9％と最も高く、｢投資する資金が

確保できなかった(ため)｣(15.0％)が続く。平成 27年と比べると、｢特に急いで投資(を)する

必要はない(ため)｣｢投資する資金が確保できなかった(ため)｣｢投資の時期を見極めている

(ため)｣が減少している。 
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＜平成28年＞

証券会社に
開設している

銀行・信用金庫
・信用組合
などに

開設している

郵便局に
開設している

今後、
証券会社で
申込む予定

今後、
銀行・信用金庫
・信用組合など
で申込む予定

今後、郵便局で
申込む予定

今後、
申込みたいが、

どこで
申込むかは
決めていない

申込む
つもりはない

無回答
NISA口座
あり・計

37.2

15.1

0.7 1.9 0.4 0.4
6.7

37.3

0.3

53.0

0

10

20

30

40

50

60
全 体(n=2,024)（％）

＜平成27年＞

既に
証券会社で
申込んだ

既に銀行・信用
金庫・信用組合
などで申込んだ

既に郵便局で
申込んだ

今後、
証券会社で
申込む予定

今後、
銀行・信用金庫
・信用組合など
で申込む予定

今後、郵便局で
申込む予定

今後、
申込みたいが、

どこで
申込むかは
決めていない

申込む
つもりはない

無回答
NISA口座
あり・計

40.1

13.9

0.6
3.7

1.1 0.1

7.5

32.6

0.4

54.6

0

10

20

30

40

50

60
全 体(n=1,044)（％）

図表 33 ＮＩＳＡ口座の開設申込みの有無【問 27】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 28 年よりカテゴリー変更。 

｢既に証券会社で申込んだ｣→｢証券会社に開設している｣。 

｢既に銀行・信用金庫・信用組合などで申込んだ｣→｢銀行・信用金庫・信用組合などに開設している｣。  

｢既に郵便局で申込んだ｣→｢郵便局に開設している｣。 
※平成 27 年よりカテゴリー変更。 

｢今後、証券会社で申込みたい｣→｢今後、証券会社で申込む予定｣。 

｢今後、銀行・信用金庫・信用組合などで申込みたい｣→｢今後、銀行・信用金庫・信用組合などで申込む予定｣。  

｢今後、郵便局で申込みたい｣→｢今後、郵便局で申込む予定｣。  

＜平成26年＞

既に
証券会社で
申し込んだ

既に銀行・
信用組合・

信用金庫などで
申し込んだ

既に郵便局で
申し込んだ

今後、
証券会社で
申し込みたい

今後、銀行・
信用組合・

信用金庫などで
申し込みたい

今後、郵便局で
申し込みたい

申し込み
たいが、

申し込み先は
決めていない

申し込む
つもりはない

無回答
NISA口座
あり・計

32.0

12.8

0.9
6.2

1.0 0.6

13.3

32.7

0.4

45.7

0

10

20

30

40

50

60

全 体(n=1,143)（％）
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図表 34 ＮＩＳＡの利用目的(複数回答)【問 30-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 27 年より｢旅行やレジャー資金づくり」｢自身の結婚資金づくり」｢子や孫へ残す資金づくり」を追加。 

※平成 27 年より｢子供の教育資金づくり」→｢子や孫へ残す教育資金づくり」に変更。 

※平成 28 年はＮＩＳＡ口座を開設している、又は予定している人ベース。 

平成 27 年はＮＩＳＡ口座開設申込みをした、又は予定している人ベース。 

平成 25 年以前はＮＩＳＡを利用したい人ベース。平成 26 年は全数ベースのため参考値。 

 

図表 35 ＮＩＳＡの最も重視する利用目的 ※単数回答【問 30-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、時系列の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

※平成 27 年より｢旅行やレジャー資金づくり」｢自身の結婚資金づくり」｢子や孫へ残す資金づくり」を追加。 

※平成 27 年よりカテゴリー変更。｢子供の教育資金づくり」→｢子や孫へ残す教育資金づくり」。 

※平成 28 年はＮＩＳＡ口座を開設している、又は予定している人ベース。 

平成 27 年はＮＩＳＡ口座開設申込みをした、又は予定している人ベース。 

平成 25 年以前はＮＩＳＡを利用したい人ベース。平成 26 年は全数ベースのため参考値。 

   n
老後の
資金づくり

生活費の
足し

旅行や
レジャー
資金づくり

子や孫へ
残す
資金づくり

子や孫の
教育
資金づくり

耐久消費財
などの購入
資金づくり

住宅購入の
ための
資金づくり

自身の結婚
資金づくり

その他
特に目的は
考えていない

無回答

全　　体 1,264

NISA口座
あり計

1,072

NISA口座
なし計

192

N
I
S
A

口
座
有
無
別

49.4

49.0

51.6

22.9

23.4

20.3

19.4

18.9

21.9

12.3

12.0

14.1

8.3

7.6

12.5

7.6

7.7

6.8

1.7

1.8

1.6

0.3

0.3

0.5

4.8

4.9

4.7

31.1

32.2

25.0

3.7

3.4

5.7

   n
老後の
資金づくり

生活費の
足し

旅行や
レジャー
資金づくり

子や孫へ
残す
資金づくり

子や孫の
教育
資金づくり

耐久消費財
などの購入
資金づくり

住宅購入の
ための
資金づくり

自身の結婚
資金づくり

その他
特に目的は
考えていない

無回答

平成28年 1,264

平成27年 700

平成26年 1143

平成25年 548

平成24年 437

49.4

42.9

40.0

51.1

56.1

22.9

24.6

24.8

40.9

48.3

19.4

17.3

12.3

11.4

8.3

6.4

7.6

8.8

11.2

7.6

7.6

7.0

14.2

22.2

1.7

2.0

1.9

1.3

3.0

0.3

0.4

4.8

4.9

8.0

5.7

5.0

31.1

38.3

38.8

26.1

15.3

3.7

1.3

3.3

0.7

1.1

   n
老後の
資金づくり

生活費の
足し

旅行や
レジャー
資金づくり

子や孫へ
残す
資金づくり

子や孫の
教育
資金づくり

耐久消費財
などの購入
資金づくり

住宅購入の
ための
資金づくり

自身の結婚
資金づくり

その他 無回答

全　　体 824

NISA口座
あり計

691

NISA口座
なし計

133

N
I
S
A

口
座
有
無
別

55.0

54.7

56.4

14.3

15.1

10.5

11.5

11.6

11.3

5.8

5.2

9.0

4.0

3.6

6.0

2.5

2.5

3.0

1.0

0.9

1.5

0.0

0.0

0.0

4.5

4.9

2.3

1.3

1.6

0.0

   n
老後の
資金づくり

生活費の
足し

旅行や
レジャー
資金づくり

子や孫へ
残す
資金づくり

子や孫の
教育
資金づくり

耐久消費財
などの購入
資金づくり

住宅購入の
ための
資金づくり

自身の結婚
資金づくり

その他 無回答

平成28年 824

平成27年 423

平成26年 1143

平成25年 548

平成24年 437

55.0

53.9

31.8

39.8

39.1

14.3

14.4

12.8

20.1

23.1

11.5

12.3

5.8

5.2

4.0

5.2

3.6

3.1

5.0

2.5

1.9

2.0

5.3

5.0

1.0

0.2

1.0

0.9

1.4

0.0

0.2

4.5

5.7

6.5

3.6

3.9

1.3

0.9

3.5

1.1

5.0
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図表 36 ＮＩＳＡ口座での金融商品の購入資金 

-ＮＩＳＡ口座開設者・申込予定者（複数回答）【問 29】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 28 年、27 年は｢ＮＩＳＡ口座開設申込みをした、又は予定している人」ベース、平成 25 年は｢ＮＩＳＡを利用したい人」ベース。 

平成 26 年は全数ベースのため参考値。 

※｢月々の収入・ボーナス計｣は、｢月々の収入(給与、年金など)｣又は｢ボーナス｣のいずれかに回答した人の比率。 

※｢株式・投信・公社債売却計｣は、｢現保有の株式を売却して確保｣、｢現保有の投資信託を売却して確保｣、｢現保有の公社債を売却して確保｣ 

のいずれかに回答した人の比率。 

 

 

図表 37 ＮＩＳＡ口座での金融商品購入経験-ＮＩＳＡ口座開設者【問 28-1】 

 

 

 

 

 

 
 

※平成 27 年よりカテゴリー変更。 

｢購入した｣→｢購入したことがある｣ 

｢購入していない｣→｢購入したことがない｣ 

 

   n

平成28年 1,072

平成27年 570

平成26年 522

購入したことがある

66.9

58.1

42.5

購入したことがない

29.6

33.9

51.5

無回答

3.5

8.1

5.9

   n 預貯金
現保有株式を
売却して
資金を確保

現保有投資信
託を売却して
資金を確保

月々の収入
（給与、
年金など）

ボーナス
現保有公社債
を売却して
資金を確保

その他 わからない 無回答
月々の収入・
ボーナス
計

株式・投信・
公社債売却
計

全　　体 1,264

NISA口座
あり計

1,072

NISA口座
なし計

192

N
I
S
A

口
座
有
無
別

57.9

59.0

51.6

23.6

24.3

19.3

17.1

18.3

10.4

12.3

11.8

14.6

5.1

4.2

10.4

2.3

2.2

2.6

4.3

4.5

3.1

6.4

4.9

15.1

4.4

5.1

0.5

15.3

14.2

21.4

36.6

37.5

31.3

   n 預貯金
現保有株式を
売却して、
資金を確保

現保有投資信
託を売却して、
資金を確保

月々の収入
（給与、
年金など）

ボーナス
現保有公社債
を売却して
資金を確保

その他 わからない 無回答
月々の収入・
ボーナス
計

株式・投信・
公社債売却
計

平成28年 1,264

平成27年 700

平成26年 1,143

平成25年 548

57.9

49.4

39.8

44.0

23.6

21.3

17.5

32.7

17.1

14.9

10.8

22.3

12.3

14.9

13.5

14.8

5.1

4.4

4.4

7.5

2.3

3.7

2.6

4.7

4.3

2.7

4.7

4.6

6.4

7.6

26.0

7.8

4.4

10.1

2.6

0.9

15.3

16.9

15.5

19.5

36.6

32.3

26.5

48.9
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図表 38 ＮＩＳＡ口座での金融商品の非購入理由- 

ＮＩＳＡ口座での金融商品非購入者（複数回答）【問 28-2】 

 

 

 

 

 

 

 

図表 39 ＮＩＳＡ口座での金融商品の主な非購入理由- 

ＮＩＳＡ口座での金融商品非購入者 ※単数回答【問 28-3】 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、時系列の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

※平成 27 年よりカテゴリーを変更。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
投資時期を
見極めている

投資商品を
見極めている

売却後の再投資や
損益通算が不可

ＮＩＳＡを利用する
つもりはない

その他 わからない 無回答

平成26年 269 27.9 19.0 13.0 9.7 12.3 15.6 2.6

   n
特に急いで
投資する
必要はない

投資する
資金が確保
できなかった

投資の
時期を
見極めている

どの商品に
投資をするか
迷っている

ＮＩＳＡでの投資
に適した金融商
品がない

口座開設の
景品を目的
としていた

非課税保有
期間に５年の
制限がある

非課税枠の繰
越しや再利用が
できない制度

その他 無回答

平成28年 317

平成27年 193

60.9

62.2

20.2

23.8

18.9

28.5

12.6

14.5

11.4

10.9

9.8

3.6

8.2

5.2

6.3

3.6

7.9

5.2

0.9

2.1

   n
特に急いで
投資する
必要はない

投資する
資金が確保
できなかった

投資の
時期を
見極めている

ＮＩＳＡでの投資
に適した金融商
品がない

口座開設の
景品を目的
としていた

どの商品に
投資をするか
迷っている

非課税保有
期間に５年の
制限がある

非課税枠の繰
越しや再利用が
できない制度

その他 無回答

平成28年 314

平成27年 189

38.9

48.7

15.0

20.1

9.9

14.3

7.6

4.2

6.1

1.6

5.1

3.7

3.8

1.1

3.2

0.5

6.7

4.8

3.8

1.1
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（２） ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由、改善点 

●ＮＩＳＡを申込むつもりはないと回答した 754人の、その理由として当てはまるものは、｢制

度が複雑でわかりづらい(こと)｣(42.2％)、｢口座開設手続きが面倒そう(なため)｣(33.4％)、

｢投資する資金が確保できなかった(ため)｣(21.4％)、｢年間投資可能額が小さい(ため)｣

(16.7％)の順に続く。｢口座開設にマイナンバー提出を要する(こと)｣は 8.1％である。平成

27年と比べると、｢制度が複雑でわかりづらい(こと)｣｢年間投資可能額が小さい(ため)｣が増

加している。 

●ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由のある 716人の、最も当てはまる理由については、｢制度

が複雑でわかりづらい(こと)｣(27.2％)が最も高く、次いで｢投資する資金が確保できなかっ

た(ため)｣(16.1％)であった。平成 27 年と比べると、｢年間投資可能額が小さい(ため)｣が増

加し、｢投資する資金が確保できなかった(ため)｣が減少している。 

●ＮＩＳＡ口座を開設した、又は申込みを予定している 1,264 人のＮＩＳＡの改善してほしい

点については、｢非課税期間の拡充｣が 51.3％と最も高く、｢年間投資可能額の拡大｣(36.6％)、

｢ＮＩＳＡ口座非課税枠の繰り越しや再利用｣(21.6％)が続く。ＮＩＳＡ口座有無別でみると、

ＮＩＳＡ口座開設者は非開設者に比べ、｢ＮＩＳＡ口座非課税枠の繰り越しや再利用｣｢一般・

特定口座との間の損益通算｣｢非課税期間の拡充｣が高い。 

●ＮＩＳＡ口座の改善してほしい点がある 870 人に、最も改善してほしい点を聞くと、こちら

も｢非課税期間の拡充｣が 43.2％と最も高く、次いで｢年間投資可能額の拡大｣(22.2％)であっ

た。ＮＩＳＡ口座有無別でみると、ＮＩＳＡ口座開設者は非開設者に比べ、｢一般・特定口座

との間の損益通算｣｢ＮＩＳＡ口座非課税枠の繰り越しや再利用｣が高く、ＮＩＳＡ口座非開設

者は開設者に比べ、「年間投資可能額の拡大｣が高い。平成 27年と比べると、｢非課税期間の

拡充｣が増加している。 

●ＮＩＳＡ口座の改善してほしい点がある 870 人に、非課税期間(５年間)についての考えとし

て当てはまるものを聞いたところ、｢現行の非課税期間では短い｣が 64.4％を占めている。Ｎ

ＩＳＡ口座有無別でみると、ＮＩＳＡ口座開設者は非開設者に比べ、｢非課税期間内に損失が

発生しても他の利益と通算できない｣｢非課税期間終了後に非課税口座以外に払い出しされる

と不利になる可能性がある｣が高く、｢現行の非課税期間では短い｣｢期限が来たときに手続き

が煩雑(である)｣が低い。 

 

図表 40 ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由-ＮＩＳＡ非利用意向者（複数回答）【問 33-1】 

 

 

 

 

 

※平成 28 年より「口座開設手続きにマイナンバーの提出が求められるため」を追加。 

 

 

 

   n
制度が
複雑で
わかりづらい

口座開設
手続きが
面倒そう

投資する
資金が確保
できなかった

年間投資可能
額が小さい

口座開設に
マイナンバー
提出を要する

非課税期間が
限定されて
いる

投資したい
金融商品が
対象ではない

NISA口座以外
との間で
損益通算が
できない

口座開設
可能期間
の設定

非課税枠の
繰越しや
再利用が
できない

その他 無回答

平成28年 754

平成27年 340

42.2

36.2

33.4

33.2

21.4

21.5

16.7

11.2

8.1 7.4

10.0

4.4

3.8

4.1

4.1

3.4

5.3

2.5

2.9

23.1

15.6

5.0

15.6
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図表 41 ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由として最も当てはまるもの 

-ＮＩＳＡ非利用意向者 ※単数回答【問 33-2】 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 

 

 

 

※平成 28 年より「口座開設手続きにマイナンバーの提出が求められるため」を追加。 

※本調査項目は単数回答であるが、時系列の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

※平成 27 年よりカテゴリーを変更。 

 

 

図表 42 ＮＩＳＡの改善してほしい点（複数回答）【問 32-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 

 

 

 

※平成 27 年よりカテゴリー変更。 

 

 

   n
年間の
非課税
投資額の拡大

非課税期間
５年間の
延長・恒久化

上場株式等の
売買を繰返し
できる

口座開設
可能期間の
延長・恒久化

口座開設時の
住民票写しの
提出不要化

口座で
投資できる
商品の拡大

その他
改善点は
特にない

わからない 無回答

平成26年 1,143

平成25年 1,108

41.6

42.7

39.5

33.0

22.8

22.7

19.9

15.3

11.4

16.2

9.5

8.3

2.5

2.5

5.0

4.9

29.0

27.2

1.2

1.6

   n
制度そのものが
わかりづらい

年間の非課税
投資額が小さい

非課税期間
（５年間）が短い

上場株式等の
売買が繰り返し
できない

口座開設
手続きが複雑、
わかりづらい

一般や特定
口座間の損益
通算が不可能

口座開設可能
期間が短い

その他 無回答

平成26年 374

平成25年 553

34.0

46.3

9.4

11.0

5.6

2.9

4.5

3.3

4.5

7.2

4.0

2.0

0.3

0.2

31.0

14.1

6.7

7.4

   n
非課税期間
の拡充

年間投資
可能額
の拡大

NISA口座
非課税枠の
繰越しや
再利用

口座開設可能
期間の恒久化

一般・特定口座
との間の
損益通算

NISA口座
投資可能
商品の拡大

その他 わからない 無回答

全　　体 1,264

NISA口座
あり計

1,072

NISA口座
なし計

192

N
I
S
A

口
座
有
無
別

51.3

52.4

45.3

36.6

36.6

36.5

21.6

23.2

12.5

20.1

19.9

21.4

19.0

20.4

10.9

8.4

8.0

10.4

1.7

1.7

2.1

22.2

20.8

30.2

8.9

9.3

6.8

   n
非課税期間
の拡充

年間投資
可能額
の拡大

NISA口座
非課税枠の
繰越しや
再利用

口座開設可能
期間の恒久化

一般・特定口座
との間の
損益通算

NISA口座
投資可能
商品の拡大

その他 わからない 無回答

平成28年 1,264

平成27年 700

51.3

50.6

36.6

39.1

21.6

24.7

20.1

24.1

19.0

19.1

8.4

10.6

1.7

1.6

22.2

20.4

8.9

10.0

   n
制度が
複雑で
わかりづらい

投資する
資金が確保
できなかった

口座開設
手続きが
面倒そう

年間投資可能
額が小さい

口座開設に
マイナンバー
提出を要する

投資したい
金融商品が
対象ではない

非課税期間が
限定されて
いる

NISA口座以外
との間で
損益通算が
できない

口座開設
可能期間
の設定

非課税枠の
繰越しや
再利用が
できない

その他 無回答

平成28年 716

平成27年 287

27.2

25.1

16.1

21.3

14.7

17.8

11.5

6.6

2.5 2.2

3.1

2.0

3.8

1.5

2.1

1.0

1.4

0.4

1.0

19.3

13.9

1.7

3.8
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図表 43 ＮＩＳＡの最も改善してほしい点 ※単数回答【問 32-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、時系列の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

※平成 27 年よりカテゴリー変更。 

※平成 27 年は、問 35-1 で改善してほしい点を挙げた人ベース。 

※平成 26 年以前は全数ベース。 

 

 

図表 44 非課税期間について（複数回答）【問 32-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 28 年より「特にない」を追加。 

 

   n
年間の
非課税
投資額の拡大

非課税期間
５年間の
延長・恒久化

上場株式等の
売買を繰返し
できる

口座開設
可能期間の
延長・恒久化

口座で
投資できる
商品の拡大

口座開設時の
住民票写しの
提出不要化

その他
改善点は
特にない

わからない 無回答

平成26年 1,143

平成25年 1,108

22.2

24.8

19.9

12.6

8.0

7.9

4.5

3.0

3.3

2.1

3.0

5.9

1.9

1.6

5.0

4.9

29.6

27.7

2.4

3.1

   n
非課税期間
の拡充

年間投資
可能額
の拡大

一般・特定口座
との間の
損益通算

NISA口座
非課税枠の
繰越しや
再利用

口座開設可能
期間の恒久化

NISA口座
投資可能
商品の拡大

その他 無回答

全　　体 870

NISA口座
あり計

749

NISA口座
なし計

121

N
I
S
A

口
座
有
無
別

43.2

42.7

46.3

22.2

21.0

29.8

11.4

12.3

5.8

9.1

10.1

2.5

6.2

6.4

5.0

3.9

3.6

5.8

2.2

2.0

3.3

1.8

1.9

1.7

   n
非課税期間
の拡充

年間投資
可能額
の拡大

一般・特定口座
との間の
損益通算

NISA口座
非課税枠の
繰越しや
再利用

口座開設可能
期間の恒久化

NISA口座
投資可能
商品の拡大

その他 無回答

平成28年 870

平成27年 487

43.2

37.8

22.2

24.0

11.4

9.2

9.1

11.5

6.2

8.6

3.9

3.9

2.2

1.6

1.8

3.3

   n
現行の
非課税期間
では短い

非課税期間内に
損失が発生しても
他の利益と
通算できない

期限が来たときに
手続きが煩雑

非課税期間終了後に
非課税口座以外に
払い出されると
不利になる
可能性がある

特にない その他 無回答

全　　体 870

NISA口座
あり計

749

NISA口座
なし計

121

N
I
S
A

口
座
有
無
別

64.4

63.0

72.7

35.9

37.4

26.4

33.9

32.7

41.3

26.3

27.6

18.2

8.3

8.7

5.8

0.6

0.7

0.0

1.8

1.9

1.7

   n
現行の
非課税期間
では短い

非課税期間内に
損失が発生しても
他の利益と
通算できない

期限が来たときに
手続きが煩雑

非課税期間終了後に
非課税口座以外に
払い出されると
不利になる
可能性がある

特にない その他 無回答

平成28年 870

平成27年 354

64.4

67.5

35.9

24.0

33.9

34.7

26.3

21.2

8.3 0.6

0.8

1.8

4.5
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（３） 積立投資、株式数比例配分方式の認知状況について 

●ＮＩＳＡ口座を開設した、又は申込みを予定している 1,264 人の、ＮＩＳＡ口座での積立投

資の利用経験については、｢既に利用している｣が 11.6％、｢利用したいと思う｣が 21.0％で、

「利用したいと思わない」が 56.3％を占める。ＮＩＳＡ口座有無別でみると、ＮＩＳＡ口座

非開設者では｢利用したいと思う｣が 45.8％であった。 

●ＮＩＳＡ口座で積立投資を利用している、又は利用したいと思う 411 人の、ＮＩＳＡ口座で

の毎月の積立意向額(積立額)は、｢１万円未満｣が 20.7％、｢１～３万円未満｣が 47.4％で、“３

万円未満”が 68.1％を占める。ＮＩＳＡ口座開設者は非開設者に比べ、｢１万円未満｣が高い。

平成 27年と比べると、“５万円未満”が増加している。 

●株式数比例配分方式の認知状況については、｢初めて知った｣が 69.1％と最も高く、｢(｢株式

数比例配分方式｣を知っており、)既に証券会社で手続を行っている｣は 18.8％であった。Ｎ

ＩＳＡ口座開設者でみると、｢初めて知った｣が 55.0％、｢(｢株式数比例配分方式｣を知ってお

り、)既に証券会社で手続を行っている｣が 33.6％であった。非開設者でみると、｢初めて知

った｣が 85.4％、｢(｢株式数比例配分方式｣は)知っているが、(証券会社で)手続きを行う予定

はない｣は 9.4％である。 

 

図表 45 ＮＩＳＡ口座で積立投資の利用経験【問 31-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 

※平成 28 年よりカテゴリー変更。 

 

図表 46 ＮＩＳＡ口座での毎月の積立意向額(積立額)-積立投資利用者・利用意向者【問 31-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

平成28年 411

平成27年 109

１万円未満

20.7

17.4

１～３万円未満

47.4

44.0

３～５万円未満

12.4

10.1

５～７万円未満

2.2

7.3

７～１０万円未満

5.6

6.4

１０万円以上

4.9

8.3

無回答

6.8

6.4

   n

平成27年 700

利用している

（利用する予定がある）

15.6

利用していない

（利用する予定は無い）

73.3

無回答

11.1

   n

全　　体 1,264

NISA口座
あり計

1,072

NISA口座
なし計

192

N
I
S
A

口
座
有
無
別

既に利用している

11.6

13.6

0.0

利用したいと思う

21.0

16.5

45.8

利用したいと

思わない

56.3

58.9

41.7

無回答

11.2

11.0

12.5

   n

平成28年 1,264

既に利用している

11.6

利用したいと思う

21.0

利用したいと

思わない

56.3

無回答

11.2

   n

全　　体 411

NISA口座
あり計

323

NISA口座
なし計

88

N
I
S
A

口
座
有
無
別

１万円未満

20.7

22.0

15.9

１～３万円未満

47.4

45.8

53.4

３～５万円未満

12.4

11.8

14.8

５～７万円未満

2.2

1.9

3.4

７～１０万円未満

5.6

5.6

5.7

１０万円以上

4.9

5.9

1.1

無回答

6.8

7.1

5.7
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図表 47 株式数比例配分方式の認知状況【問 34】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

 

 

 

※平成 27 年よりカテゴリー変更。 

 

 

  

   n

全　　体 2,024

NISA口座
あり計

1,072

NISA口座
なし計

946

N
I
S
A

口
座
有
無
別

既に証券会社で

手続を行っている

18.8

33.6

2.0

今後証券会社で

手続を行う予定である

2.3

2.5

2.0

知っているが、

手続きを行う予定はない

8.3

7.3

9.4

初めて知った

69.1

55.0

85.4

無回答

1.6

1.6

1.2

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

既に証券会社で

手続を行っている

18.8

24.0

今後証券会社で

手続を行う予定である

2.3

5.2

知っているが、

手続きを行う予定はない

8.3

13.2

初めて知った

69.1

56.8

無回答

1.6

0.8

   n

平成26年 1,143

既に証券会社で

手続を行っている

20.0

今後証券会社で

手続を行う予定である

4.7

ＮＩＳＡ口座の配当金

の取扱いは認知

14.5

聞いたことはあるが、

内容は知らない

17.9

初めて知った

40.0

無回答

2.8
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５． ジュニアＮＩＳＡについて 

●ジュニアＮＩＳＡの利用意向は、｢是非利用したい｣が 1.8％、｢利用したい｣が 5.9％で、合わ

せた“利用意向”は 7.7％であった。ＮＩＳＡ口座有無別では、ＮＩＳＡ口座開設者の方が

非開設者よりも“利用意向”が高い。平成 27年と比べると、“利用意向”が減少している。 

●ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない 1,843 人の、その理由として、｢(ジュニアＮＩＳＡ制度

の)内容がよくわからない(ため)｣が 25.2％で最も高い。次いで｢投資資金として確保できる

資金がない(ため)｣が 18.6％であった。ＮＩＳＡ口座有無別では、ＮＩＳＡ口座開設者は非

開設者に比べ、｢18歳まで資金に払出しの制限が課される(ため)｣、｢非課税(で)保有(できる)

期間に５年の制限がある(ため、投資の見通しが立てられないから)｣が高く、ＮＩＳＡ口座非

開設者は開設者に比べ、｢(ジュニアＮＩＳＡ制度の)内容がよくわからない(ため)｣が高い。

子供の有無別では、20歳未満の子・孫がいる層はいない層に比べ、｢(ジュニアＮＩＳＡ制度

の)内容がよくわからない(ため)｣、｢投資資金として確保できる資金がない(ため)｣が高い。

平成 27年と比べると、｢(ジュニアＮＩＳＡ制度の)内容がよくわからない(ため)｣が減少して

いる。 

●ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由を回答した 1,317 人に、その理由として最も当ては

まるものを聞いたところ、｢(ジュニアＮＩＳＡ制度の)内容がよくわからない(ため)｣が

24.2％、｢投資資金として確保できる資金がない(ため)｣が 19.4％、｢既に子・孫の(ための)

資金(の)準備ができている(ため)｣が 9.5％であった。ＮＩＳＡ口座有無別では、ＮＩＳＡ口

座非開設者は開設者に比べ、｢(ジュニアＮＩＳＡ制度の)内容がよくわからない(ため)｣が高

い。平成 27年と比べると、｢(ジュニアＮＩＳＡ制度の)内容がよくわからない(ため)｣が大幅

に減少している。 

 

図表 48 ジュニアＮＩＳＡの利用意向【問 35-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

是非利用したい

1.8

4.2

利用したい

5.9

9.1

どちらともいえない

20.8

25.5

利用する気はない

46.7

40.3

わからない

23.6

19.9

無回答

1.2

1.0

   n

全　　体 2,024

NISA口座
あり計

1,072

NISA口座
なし計

946

20歳未満の
子・孫あり　計

1,313

20歳未満の
子・孫なし　計

683

N
I
S
A

口
座
有
無
別

子
供
有
無
別

是非利用したい

1.8

3.1

0.4

2.1

1.3

利用したい

5.9

7.9

3.6

7.0

3.5

どちらともいえない

20.8

23.4

17.8

23.4

16.1

利用する気はない

46.7

44.9

49.0

43.9

52.4

わからない

23.6

19.5

28.2

22.7

25.0

無回答

1.2

1.2

1.0

0.9

1.6
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図表 49 ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由（複数回答）【問 35-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 28 年よりカテゴリー変更。「年間の非課税投資額（年間 80 万円）が小さいため」→「年間投資可能額（80 万円）が小さいため」。 

※平成 28 年より「口座開設手続きにマイナンバーの提出が求められるため」「投資した商品を売却しても、損益通算できないため」 

「非課税枠の未使用分の翌年繰り越し・売却分の再利用ができないため」「関係する者が複数にわたり調整が面倒なため」を追加。 

 

   n
内容が
よくわからない

投資資金
として
確保できる
資金がない

１８歳まで資金
に払出しの制限
が課される

非課税保有
期間に５年の
制限がある

既に子・孫の
資金準備が
できている

年間投資
可能額が
小さい

関係する者が
複数にわたり
調整が面倒

ジュニアＮＩＳＡ
制度が時限
措置である

平成28年 1,843

平成27年 895

25.2

31.8

18.6

19.6

10.7

8.7

10.4

10.6

9.7

9.5

9.0

8.5

8.7 7.1

7.8

   n

平成28年 1,843

平成27年 895

口座開設に
マイナンバー
の提出が
求められる

投資した商品を
売却しても、
損益通算
できない

非課税枠の
繰越し・
再利用が
できない

教育資金
一括贈与
制度を
利用している

投資したい
金融商品が
対象外

その他 わからない 無回答

6.6 3.2 1.9 1.8

1.8

1.8

2.1

9.1

10.2

26.4

24.7

2.2

2.0

   n
内容が
よくわからない

投資資金
として
確保できる
資金がない

１８歳まで資金
に払出しの
制限が
課される

非課税保有
期間に５年の
制限がある

既に子・孫の
資金準備が
できている

年間投資
可能額が
小さい

関係する者が
複数にわたり
調整が面倒

ジュニアＮＩＳＡ
制度が時限
措置である

全　　体 1,843

NISA口座
あり計

941

NISA口座
なし計

899

20歳未満の
子・孫あり　計

1,181

20歳未満の
子・孫なし　計

639

N
I
S
A

口
座
有
無
別

子
供
有
無
別

25.2

20.0

30.7

27.6

21.0

18.6

20.0

17.2

20.7

15.3

10.7

14.3

7.0

12.1

8.3

10.4

13.3

7.3

10.5

10.2

9.7

9.2

10.1

10.6

8.1

9.0

9.7

8.1

8.7

9.4

8.7

11.1

6.2

10.3

5.8

7.1

9.7

4.3

7.2

6.9

口座開設に
マイナンバー
の提出が
求められる

投資した商品を
売却しても、
損益通算
できない

非課税枠の
繰越し・
再利用が
できない

教育資金
一括贈与
制度を
利用している

投資したい
金融商品が
対象外

その他 わからない 無回答

6.6

7.7

5.5

7.0

5.8

3.2

4.7

1.7

2.9

3.8

1.9

2.6

1.2

2.0

1.7

1.8

2.3

1.2

2.2

1.1

1.8

2.3

1.2

1.7

1.7

9.1

10.1

8.1

5.8

15.5

26.4

21.9

31.0

24.6

29.4

2.2

1.9

2.3

2.3

1.9

   n

全　　体 1,843

NISA口座
あり計

941

NISA口座
なし計

899

20歳未満の
子・孫あり　計

1,181

20歳未満の
子・孫なし　計

639

N
I
S
A

口
座
有
無
別

子
供
有
無
別
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図表 50 ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由として最も当てはまるもの ※単数回答【問 35-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 28 年よりカテゴリー変更。「年間の非課税投資額（年間 80 万円）が小さいため」→「年間投資可能額（80 万円）が小さいため」。 

※平成 28 年より「口座開設手続きにマイナンバーの提出が求められるため」「投資した商品を売却しても、損益通算できないため」 

「非課税枠の未使用分の翌年繰り越し・売却分の再利用ができないため」「関係する者が複数にわたり調整が面倒なため」を追加。 

※本調査項目は単数回答であるが、時系列の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

   n
内容が
よくわからない

投資資金
として
確保できる
資金がない

既に子・孫の
資金準備が
できている

１８歳まで資金
に払出しの制限
が課される

関係する者が
複数にわたり
調整が面倒

年間投資
可能額が
小さい

非課税保有
期間に５年の
制限がある

口座開設に
マイナンバー
の提出が
求められる

平成28年 1,317

平成27年 656

24.2

32.8

19.4

20.1

9.5

10.2

6.9

5.9

6.2 4.9

4.0

4.6

5.2

2.9

   n

平成28年 1,317

平成27年 656

ジュニアＮＩＳＡ
制度が時限
措置である

投資した商品を
売却しても、
損益通算
できない

投資したい
金融商品が
対象外

教育資金
一括贈与
制度を
利用している

非課税枠の
繰越し・
再利用が
できない

その他 無回答

2.8

3.7

1.4 0.9

1.2

0.8

1.7

0.2 11.6

13.7

3.6

1.5

   n
内容が
よくわからない

投資資金
として
確保できる
資金がない

既に子・孫の
資金準備が
できている

１８歳まで資金
に払出しの制限
が課される

関係する者が
複数にわたり
調整が面倒

年間投資
可能額が
小さい

非課税保有
期間に５年の
制限がある

口座開設に
マイナンバー
の提出が
求められる

全　　体 1,317

NISA口座
あり計

717

NISA口座
なし計

599

20歳未満の
子・孫あり　計

864

20歳未満の
子・孫なし　計

439

N
I
S
A

口
座
有
無
別

子
供
有
無
別

24.2

17.6

32.2

26.5

20.0

19.4

19.8

19.0

20.8

17.1

9.5

7.5

11.7

9.8

8.7

6.9

9.5

3.8

7.5

5.5

6.2

7.8

4.2

7.5

3.4

4.9

4.2

5.8

4.5

5.7

4.6

5.7

3.3

3.7

6.4

2.9

3.1

2.7

3.2

2.3

ジュニアＮＩＳＡ
制度が時限
措置である

投資した商品を
売却しても、
損益通算
できない

投資したい
金融商品が
対象外

教育資金
一括贈与
制度を
利用している

非課税枠の
繰越し・
再利用が
できない

その他 無回答

2.8

4.3

1.0

2.7

3.2

1.4

2.0

0.7

0.9

2.3

0.9

1.1

0.7

0.5

1.4

0.8

1.0

0.7

0.9

0.7

0.2

0.3

0.2

0.2

0.2

11.6

12.1

11.0

7.2

20.5

3.6

4.0

3.0

3.9

2.7

   n

全　　体 1,317

NISA口座
あり計

717

NISA口座
なし計

599

20歳未満の
子・孫あり　計

864

20歳未満の
子・孫なし　計

439

N
I
S
A

口
座
有
無
別

子
供
有
無
別
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６． 金融所得の一体課税について 

●上場株式、株式投資信託、公社債、公社債投資信託の売買損益や分配金等と損益通算が可能

なら、新たに取引を行いたいと思う金融商品・取引を聞いたところ、｢外国為替証拠金取引(Ｆ

Ｘ)｣が 4.3％で最も高い。一方、｢わからない｣が 84.5％であった。 

 

図表 51 損益通算可能なら新たに取引を行いたい金融商品・取引(複数回答) 【問 36】 

 

 

 

 

 

 

 

 

７． 社会保障・税番号制度（マイナンバー）について 

●金融機関からマイナンバーの提出を求められたか聞いたところ、｢(金融機関より)提出を求め

られた｣が 24.3％で、｢(金融機関より)提出を求められていない｣が 74.8％を占める。 

●金融機関にマイナンバーの提出を求められた 492 人にその感想を聞いたところ、｢(マイナン

バーを)金融機関に提出したが悪用や漏えいしないか不安(である)｣が 52.0％で最も高い。次

いで｢特に抵抗なく(マイナンバーを)提出した｣が 26.8％、｢何種類もの本人確認書類の提示

を求められ面倒(であった)｣が 25.0％と続く。 

 

図表 52 金融機関からマイナンバーの提出を求められたか【問 37】 

 

 

 

 

 

図表 53 マイナンバー提出を求められた感想（複数回答）【問 38】 

 

 

 

 

 

   n
外国為替
証拠金取引

有価証券
関連の
先物取引

有価証券
関連の
オプション取引

商品先物取引
商品
オプション
取引

カバード
ワラント

その他 わからない 無回答

全　　体 2,024 4.3 3.2 3.1 1.0 0.6 0.1 3.7 84.5 2.4

   n

全　体 2,024

提出を求められた

24.3

提出を求められていない

74.8

無回答

0.9

   n
悪用や漏えい
しないか不安

特に抵抗なく提出した
何種類も
本人確認書類の
提示を求められ面倒

提出求められ口座
開設をやめた

その他 わからない 無回答

全　体 492 52.0 26.8 25.0 1.8 11.2 4.1 1.8
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８． 相続税制について 

●上場株式の相続税制について聞いたところ、｢親子間で(上場株式を継続保有することで)円滑

な資産移転が可能(と)な(るような)制度が必要(である)｣が 36.0％を占め、次いで｢(保有し

ている上場株式を)生前(に)贈与しやすい(ような)課税制度が必要(である)｣が 30.5％、｢(上

場株式の相続時にも)保険のように非課税枠が必要(である)｣が 27.8％であった。平成 27 年

と比べると、｢(上場株式の相続税)評価は(、他の財産の相続税評価との比較から)時価から一

定程度割り引くべき｣が増加し、｢親子間で(上場株式を継続保有することで)円滑な資産移転

が可能(と)な(るような)制度が必要(である)｣が減少している。 

 

図表 54 上場株式の相続税制について（複数回答）【問 39】 

 

 

 

 

 

 

※平成 28 年よりカテゴリー変更。 

「上場株式の相続税評価は、時価の 80％程度とすべき」 

→「上場株式の相続税評価は、他の財産の相続税評価との比較から時価から一定程度割り引くべき」。 

「上場株式の相続税評価は、1 年程度の期間で判定すべき」 

→「上場株式の相続税評価は、死亡日の前 1 年程度の期間で判定すべき」。 

「上場株式の株価は日々の値動きがあり、死亡日と納税時の時価が乖離することにより、遺産分割において有利・不利が生じるので、 

遺産分割時の時価でも判定可能とすべき」 

→「上場株式の株価は日々の値動きがあり、死亡日と納税時の間に価格変動リスクが存在するため価格変動リスクを考慮した上で 

相続税評価がなされるべき」。 

「親子間で上場株式等を継続保有することで相続税負担が軽減できるような課税制度が必要である」 

→「親子間で上場株式を継続保有することで円滑な資産移転が可能となるような税制が必要である」。 

 

 

 

   n

親子間での
円滑な資産
移転可能な
制度が必要

生前贈与
しやすい課税
制度が必要

保険のように
非課税枠が
必要

現行制度
どおりでよい

評価を
時価から
一定程度
割り引くべき

納税時までの
価格変動リスク
を考慮し評価

評価が
他の資産と
比べて不利

評価は
死亡日前
1年程度の
期間で
判定すべき

その他 無回答

平成28年 2,024

平成27年 1,044

36.0

43.3

30.5

33.8

27.8

30.7

21.3

16.5

17.1

11.3

17.1

13.9

13.2

12.5

11.9

13.1

6.8

5.1

3.1

2.5
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９． 確定拠出年金制度について 

●確定拠出年金制度の加入状況は、｢企業型に加入(している)｣が 10.9％、｢個人型に加入(して

いる)｣が 4.3％で、合わせて 15.2％が加入しており、｢(確定拠出年金に)加入していない｣は

63.6％を占める。 

●企業型の確定拠出年金制度に加入している 220 人に、マッチング拠出の利用状況を聞いたと

ころ、｢利用している｣が 18.6％で、｢利用したいが、勤め先の企業が『マッチング拠出』に

対応していない(ため、利用できない)｣が 6.8％、｢利用していない((または、既に企業拠出

が限度額に達している等で)利用できない)｣は 27.3％である。 

●全員に確定拠出年金制度の改善点を聞いたところ、｢引き出し条件の緩和｣(12.9％)が最も高

く、｢毎月の拠出限度額を引き上げ｣(8.9％)、｢拠出限度額の使い残しの翌年以降への繰越し

(を可能にする)｣(6.4％)が続く。一方で、｢わからない｣が 62.4％を占めている。職業別では、

勤め人で｢引き出し条件の緩和｣、管理職で｢毎月の拠出限度額を引き上げ｣｢マッチング拠出上

限額の撤廃｣が高い。一方、専業主婦で｢わからない｣が高い。時系列でみると、平成 27 年以

前は｢引き出し条件の緩和｣が２割台前半だが、平成 28年は 12.9％に減少している。一方、｢毎

月の拠出限度額を引き上げ｣が増加している。 

 

図表 55 確定拠出年金制度の加入【問 41】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 56 企業型におけるマッチング拠出の利用状況-企業型加入者【問 42】 

 

 

 

 

 

 

 

   n

平成28年 2,024

平成27年 1,044

平成26年 1,143

平成25年 1,108

平成24年 1,050

企業型に加入

10.9

9.4

10.4

10.8

12.4

個人型に加入

4.3

3.5

3.6

4.3

5.0

加入していない

63.6

72.4

72.3

69.5

68.6

わからない

16.4

10.2

9.4

9.7

10.6

無回答

4.8

4.5

4.3

5.6

3.5

   n

平成28年 220

平成27年 98

平成26年 119

平成25年 120

利用している

18.6

10.2

13.4

7.5

利用したいが勤め先が

「マッチング拠出」に非対応

6.8

12.2

5.0

10.0

利用していない

（利用できない）

27.3

40.8

39.5

51.7

わからない

41.8

33.7

38.7

30.0

無回答

5.5

3.1

3.4

0.8
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図表 57 確定拠出年金制度の改善点（複数回答）【問 43】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 27 年よりカテゴリー変更。 

平成 27 年より｢各年の拠出限度額の使い残しを翌年以降に繰り越すことを可能とする｣を追加。 

 

 

   n
引き出し条件
の緩和

毎月の拠出限度額
を引き上げ

拠出限度額の
使い残しの翌年
以降への繰越し

マッチング拠出
上限額の撤廃

その他
改善してほしい点
は特にない

わからない 無回答

全　　体 2,024

卸・小売・
サービス業主

171

管理職 142

事務系勤め人 154

技術系勤め人 118

公務員 59

専業主婦 330

パート・アルバ
イト・フリーター

194

無職・年金のみ 589

12.9

10.5

16.9

18.8

20.3

11.9

9.1

13.4

8.5

8.9

5.8

16.9

13.0

12.7

5.1

6.1

6.2

8.1

6.4

7.0

8.5

9.7

5.9

5.1

6.7

6.7

4.6

4.5

4.1

9.9

6.5

5.9

0.0

1.8

5.2

3.7

1.9

1.8

1.4

2.6

2.5

3.4

0.6

0.5

3.1

12.2

10.5

15.5

14.9

19.5

22.0

8.5

11.3

11.9

62.4

64.3

46.5

50.0

43.2

59.3

75.5

66.5

66.9

2.0

2.9

0.7

1.3

1.7

0.0

0.3

0.5

3.7

   n
引き出し条件
の緩和

毎月の拠出限度額
を引き上げ

拠出限度額の
使い残しの翌年
以降への繰越し

マッチング拠出
上限額の撤廃

その他
改善してほしい点
は特にない

わからない 無回答

平成28年 2,024

平成27年 1,044

平成26年 1,143

平成25年 1,108

12.9

22.7

22.7

22.7

8.9

8.0

7.3

6.8

6.4

7.1

4.5

5.2

4.3

3.8

1.9

2.1

3.0

1.5

12.2

12.1

10.0

7.7

62.4

53.7

47.0

39.2

2.0

1.7

2.9

4.7
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≪調査分析編≫ 

１． 証券投資経験について 

（１） 現在保有している金融商品 

●現在保有している金融商品は、｢預貯金｣(97.0％)以外では、｢株式｣(75.4％)、｢投資信託｣

(52.8％)、｢公社債｣(21.8％)の順で高い。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性よりも｢株式｣が高く､女性は男性よりも｢投資信託｣、

｢公社債｣が高い。年代別では、60～64歳で｢投資信託｣(62.6％)の保有率が高く、40～50代で

は「公社債」が 15％程度と低い。個人年収別では、個人年収が 500万円以上の層では｢株式｣

の保有率が８割を超える。個人年収 500～1,000万円未満の層では「投資信託」の保有率が他

の層よりも低い。保有する証券の時価総額別では、｢株式｣｢投資信託｣｢公社債｣は額が高い層

ほど保有率が高い傾向にある。 

図表 58 現在保有している金融商品-性･年代別(複数回答) 【問１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

   n 預貯金 株式 投資信託 公社債 信託
有価証券関連
デリバティブ
取引

有価証券関連
以外
デリバティブ
取引

その他

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

97.0

96.4

97.8

98.7

93.4

98.1

98.0

98.1

96.7

75.4

84.0

63.8

71.7

71.3

78.3

72.4

77.9

76.6

52.8

49.4

57.3

45.9

51.1

46.9

62.6

50.6

56.7

21.8

18.0

26.9

20.1

14.8

15.9

22.8

29.5

25.7

8.0

7.9

8.0

3.1

6.0

6.8

9.4

9.0

10.0

0.9

1.0

0.8

0.6

0.9

1.7

0.8

0.6

0.7

0.9

1.0

0.7

1.3

0.6

2.4

0.4

0.6

0.2

1.3

1.4

1.2

1.3

0.9

2.2

1.2

1.3

0.9
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図表 59 現在保有している金融商品-年収･時価総額別(複数回答) 【問１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 預貯金 株式 投資信託 公社債 信託
有価証券関連
デリバティブ
取引

有価証券関連
以外
デリバティブ
取引

その他

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

97.0

97.1

96.5

96.1

97.8

98.3

95.3

96.8

99.2

97.7

98.0

96.6

75.4

68.4

78.2

85.2

84.9

88.9

80.1

68.3

74.1

75.7

87.4

92.1

52.8

54.1

58.5

43.5

41.3

57.3

26.4

51.1

57.1

63.5

72.1

69.7

21.8

25.1

19.7

18.7

14.0

18.8

8.8

13.4

21.2

29.3

32.2

39.3

8.0

7.3

9.4

8.7

6.1

6.0

3.4

7.0

9.3

10.5

11.0

11.2

0.9

0.8

0.8

1.3

0.6

2.6

0.2

1.0

0.4

0.3

1.7

5.6

0.9

0.6

0.2

1.3

2.8

2.6

0.7

0.8

0.4

0.7

1.0

3.4

1.3

0.8

1.6

1.3

1.7

2.6

0.7

0.6

0.8

1.3

2.0

5.6
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（２） 金融商品の保有額 

●金融商品の保有額は、｢1,000～3,000万円未満｣が 32.5％と最も高い。“1,000万円未満”は

51.3％、“3,000 万円以上”が 14.7％。属性別にみると、年代別では若年層ほど保有額が低

い傾向があり、40代以下では“500万円未満”が５割台となっている。 

●金融商品のうち証券保有額は、｢100～300万円未満｣が 24.8％で最も高く、“300万円未満”

が 46.7％を占める。属性別にみると、年代別では 20代から 60代に向けて保有額が高くなる

傾向は金融商品の保有額と同様で、20～30代では、“300万円未満”が 77.3％を占める。個

人年収別では、個人年収が 1,000 万円以上になると、“500 万円以上”の割合が過半数を占

める。 

図表 60 金融商品保有額-性･年代別【問２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 61 金融商品保有額-年収別【問２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

１０万円未満

0.6

0.8

0.5

3.1

1.6

0.2

0.0

0.3

0.2

１０～５０

万円未満

2.0

2.1

2.0

4.4

3.8

1.9

1.6

1.0

1.2

５０～１００

万円未満

3.1

3.2

3.0

8.8

6.6

3.6

1.2

1.6

0.9

１００～３００

万円未満

14.3

13.8

15.1

20.1

26.2

17.9

11.0

5.8

9.7

３００～５００

万円未満

11.4

10.8

12.3

20.1

15.5

12.3

7.5

8.3

9.5

５００～１０００

万円未満

19.9

17.5

23.2

23.3

20.2

19.3

18.5

19.6

20.1

１０００～３０００

万円未満

32.5

33.6

30.9

17.6

18.9

30.0

40.6

41.7

37.3

３０００～５０００

万円未満

9.0

9.4

8.6

1.9

3.5

7.2

10.2

13.5

12.5

５０００

万円以上

5.7

7.7

3.1

0.0

2.2

4.6

9.4

7.4

7.6

無回答

1.3

1.3

1.4

0.6

1.6

2.9

0.0

1.0

1.1

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

個
人
年
収
別

１０万円未満

0.6

0.7

0.6

1.3

0.0

0.0

１０～５０

万円未満

2.0

2.1

1.8

1.7

2.2

0.9

５０～１００

万円未満

3.1

2.9

4.3

3.0

2.8

0.9

１００～３００

万円未満

14.3

16.5

10.9

13.5

18.4

6.8

３００～５００

万円未満

11.4

11.9

9.9

13.9

13.4

6.0

５００～１０００

万円未満

19.9

21.2

19.9

18.7

17.3

12.8

１０００～３０００

万円未満

32.5

32.6

35.1

28.3

27.9

40.2

３０００～５０００

万円未満

9.0

7.4

10.5

7.8

12.3

13.7

５０００

万円以上

5.7

3.4

6.6

8.7

3.9

17.9

無回答

1.3

1.2

0.4

3.0

1.7

0.9
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図表 62 証券保有額-性･年代別 【問３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 63 証券保有額-年収別【問３】 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

１０万円未満

2.8

2.8

2.8

8.8

5.0

3.9

1.2

1.0

0.9

１０～５０

万円未満

10.1

9.6

10.8

27.0

18.3

10.6

8.3

4.8

4.0

５０～１００

万円未満

9.0

7.7

10.7

14.5

11.7

12.1

5.9

8.7

5.3

１００～３００

万円未満

24.8

23.6

26.3

27.0

30.0

27.8

21.3

19.9

23.2

３００～５００

万円未満

12.8

12.7

13.0

5.7

12.0

9.4

13.4

14.7

16.4

５００～１０００

万円未満

15.0

15.7

14.2

7.5

7.3

14.0

20.1

18.9

17.8

１０００～３０００

万円未満

14.9

17.8

10.9

1.3

7.9

12.6

18.9

19.6

19.9

３０００～５０００

万円未満

2.5

2.9

2.0

1.3

0.9

1.7

3.9

4.2

2.8

５０００

万円以上

1.9

2.7

0.8

0.0

0.6

1.4

1.6

3.2

2.8

証券は保有

していない

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

無回答

6.3

4.6

8.6

6.9

6.3

6.5

5.5

5.1

6.9

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

個
人
年
収
別

１０万円未満

2.8

2.5

3.7

2.6

4.5

0.0

１０～５０

万円未満

10.1

10.0

10.5

11.3

8.9

8.5

５０～１００

万円未満

9.0

9.3

6.4

10.9

10.6

8.5

１００～３００

万円未満

24.8

27.1

21.4

23.0

29.1

17.1

３００～５００

万円未満

12.8

13.1

14.6

11.3

11.2

8.5

５００～１０００

万円未満

15.0

14.6

15.6

14.8

12.3

21.4

１０００～３０００

万円未満

14.9

12.5

18.9

14.3

15.1

20.5

３０００～５０００

万円未満

2.5

1.6

3.5

3.0

1.1

6.0

５０００

万円以上

1.9

1.2

2.1

3.0

1.7

5.1

証券は保有

していない

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

無回答

6.3

8.0

3.5

5.7

5.6

4.3
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（３） 証券の購入目的 

●現在証券を保有している 1,897 人に、証券の購入目的を聞いたところ、｢配当金、分配金、利

子を得るため｣(53.5％)が最も高く、｢(使い道は決めていないが)長期の資産運用のため｣

(42.0％)、｢老後の生活資金のため｣(37.3％)が続く。 

●属性別にみると、年代別では、高年層ほど｢老後の生活資金のため｣が高い。また、｢株主優待

を得るため｣は若年層ほど高い傾向にある。個人年収別では、個人年収が高くなるにつれて、

｢(使い道は決めていないが)長期の資産運用のため｣｢子供や孫の将来のため｣が高くなる。保

有する証券の時価総額別では、｢配当金、分配金、利子を得るため｣｢(使い道は決めていない

が)長期の資産運用のため｣｢老後の生活資金のため｣などで額が高い層ほど高くなる。 

※証券保有額を回答した 1,897人を分析の対象としている。 

図表 64 証券の購入目的-性・年代別(証券保有者、複数回答)【問４】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
配当金、分配
金、利子を
得るため

長期の資産
運用のため

老後の生活
資金のため

株主優待を
得るため

子供や孫の
将来のため

短期的に
儲けるため

その企業等
を応援する
ため

耐久消費財
の購入やレ
ジャーのため

証券投資を
通じて勉強
をするため

その他 無回答

全　体 1,897

男　性 1,109

女　性 788

２０～３０代 148

４０代 297

５０代 387

６０～６４歳 240

６５～６９歳 296

７０歳以上 529

性
別

年
代
別

53.5

54.6

51.9

48.0

51.5

48.8

59.2

56.1

55.4

42.0

43.7

39.5

43.2

42.1

45.2

41.3

38.5

41.4

37.3

39.2

34.5

14.2

19.5

30.2

44.2

43.2

52.4

23.4

24.6

21.6

29.7

25.3

23.3

25.4

21.3

20.8

16.0

17.0

14.6

12.8

14.8

15.2

13.8

15.2

19.5

7.9

8.7

6.6

10.8

7.7

9.6

6.3

8.4

6.2

7.6

8.7

6.1

7.4

7.1

7.8

8.8

6.4

8.1

6.4

7.5

4.8

4.7

5.4

6.2

5.4

9.1

6.4

6.2

8.4

3.0

8.8

5.7

3.6

2.9

6.8

8.7

5.5

5.1

6.0

9.5

7.4

8.3

4.6

4.7

2.1

5.1

4.2

6.2

6.8

5.7

5.4

5.4

4.7

4.0
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図表 65 証券の購入目的-年収・時価総額別(証券保有者、複数回答)【問４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
配当金、分配
金、利子を
得るため

長期の資産
運用のため

老後の生活
資金のため

株主優待を
得るため

子供や孫の
将来のため

短期的に
儲けるため

その企業等
を応援する
ため

耐久消費財
の購入やレ
ジャーのため

証券投資を
通じて勉強
をするため

その他 無回答

全　体 1,897

３００万円
　　　　　未満

903

～５００万円
　　　　　未満

470

～７００万円
　　　　　未満

217

～１０００万円
　　　　　未満

169

１０００万円
　　　　　以上

112

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

53.5

53.3

56.2

51.6

50.9

52.7

34.5

45.5

59.1

60.9

75.7

75.3

42.0

39.6

42.1

43.8

46.7

50.9

25.1

41.3

45.6

46.7

53.5

64.0

37.3

36.3

46.6

30.0

30.2

33.9

15.1

30.7

42.1

47.4

59.1

61.8

23.4

22.0

22.6

31.3

24.9

21.4

15.6

18.0

23.6

26.6

36.5

36.0

16.0

13.4

17.2

18.9

20.7

21.4

9.7

13.6

14.3

17.8

24.3

31.5

7.9

6.8

7.2

8.8

14.2

8.9

7.4

7.6

6.9

8.6

8.0

11.2

7.6

6.8

8.3

9.2

5.9

12.5

8.6

6.4

5.8

6.9

12.0

3.4

6.4

5.1

8.3

8.8

7.1

3.6

6.3

4.4

6.2

6.9

7.6

12.4

6.2

4.9

8.1

6.9

5.9

8.9

4.3

4.0

4.2

7.9

10.6

12.4

5.5

6.1

4.0

4.6

7.7

5.4

12.6

5.0

3.1

2.0

2.7

1.1

5.1

5.9

3.8

6.5

5.3

0.9

8.8

6.4

4.6

3.3

0.7

1.1
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（４） 証券投資開始時期と初めて購入した証券 

●現在証券を保有している 1,897 人に、証券投資の開始時期を聞いたところ、｢平成 12年以前｣

が 41.1％で最も高い。“平成 26年以降”が 5.4％、“平成 25年以前”が合計 76.2％である。 

●属性別にみると、個人年収別では 1,000 万円以上の層において｢平成 12 年以前｣が 57.1％と

最も高い。保有する証券の時価総額別では額が高くなるほど｢平成 12年以前｣が高い。 

●平成 26年以降の証券投資開始者 103人のうち、ＮＩＳＡをきっかけに証券投資を始めた人は、

全体の 45.6％で、男性よりも女性で多い。 

●初めて購入した証券は、｢株式｣が 53.8％を占め、｢株式投資信託｣(11.1％)や｢個人向け国債｣

(7.9％)以下と比べると大きな差がある。属性別にみると、性別では、｢株式｣は女性(40.7％)

より男性(63.1％)が高く、｢個人向け国債｣｢公社債投資信託｣｢外国(で作られた)投資信託｣で

は男性よりも女性が高い。年代別では、65歳以上で｢株式｣が約６割と高い。 

※証券保有額を回答した 1,897人を分析の対象としている。 

図表 66 証券投資開始時期-性・年代別(証券保有者) 【問５-１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,897

男　性 1,109

女　性 788

２０～３０代 148

４０代 297

５０代 387

６０～６４歳 240

６５～６９歳 296

７０歳以上 529

性
別

年
代
別

平成28年

0.4

0.5

0.3

1.4

0.0

0.3

0.4

1.0

0.2

平成27年

2.4

2.4

2.3

6.8

3.0

1.6

2.1

2.0

1.7

平成26年

2.6

1.9

3.7

8.8

2.7

1.8

3.3

2.0

1.5

平成17年～25年

24.9

22.2

28.8

52.7

37.0

27.9

20.4

18.6

13.8

平成13年～16年

10.2

10.8

9.4

10.8

15.8

9.8

8.3

7.1

9.8

平成12年以前

41.1

45.5

34.9

3.4

20.9

42.4

47.9

50.0

54.1

覚えていない

13.2

12.0

14.8

9.5

14.1

11.4

11.3

14.5

15.1

無回答

5.1

4.6

5.8

6.8

6.4

4.9

6.3

4.7

3.8
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図表 67 証券投資開始時期-年収・時価総額別(証券保有者)【問５-１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,897

３００万円
　　　　　未満

903

～５００万円
　　　　　未満

470

～７００万円
　　　　　未満

217

～１０００万円
　　　　　未満

169

１０００万円
　　　　　以上

112

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

平成28年

0.4

0.4

0.4

0.0

0.6

0.9

0.5

0.6

0.0

0.0

0.7

1.1

平成27年

2.4

2.7

2.3

1.8

3.0

0.9

3.2

4.4

0.8

2.0

0.3

0.0

平成26年

2.6

3.2

2.3

2.8

0.0

1.8

4.1

2.8

3.5

1.6

1.3

0.0

平成17年～25年

24.9

24.1

23.8

29.5

30.8

19.6

30.0

27.3

25.9

23.4

16.3

18.0

平成13年～16年

10.2

9.4

10.2

9.7

17.2

8.9

9.5

11.0

11.2

10.5

9.0

10.1

平成12年以前

41.1

38.8

44.5

41.0

32.5

57.1

25.1

33.5

44.0

46.7

61.1

68.5

覚えていない

13.2

15.4

12.8

8.3

10.7

9.8

18.5

13.8

11.2

12.8

9.6

2.2

無回答

5.1

6.0

3.6

6.9

5.3

0.9

9.3

6.6

3.5

3.0

1.7

0.0
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図表 68 ＮＩＳＡが証券投資を始めたきっかけ 

-性・年代別(平成 26年以降 証券投資開始者)【問５-２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図表 69 ＮＩＳＡが証券投資を始めたきっかけ 

-年収・時価総額別(平成 26年以降 証券投資開始者)【問５-２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 103

男　性 54

女　性 49

２０～３０代 25

４０代 17

５０代 14

６０～６４歳 14

６５～６９歳 15

７０歳以上 18

性
別

年
代
別

はい

45.6

37.0

55.1

48.0

35.3

35.7

50.0

53.3

50.0

いいえ

54.4

63.0

44.9

52.0

64.7

64.3

50.0

46.7

50.0

無回答

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

   n

全　体 103

３００万円
　　　　　未満

57

～５００万円
　　　　　未満

24

～７００万円
　　　　　未満

10

～１０００万円
　　　　　未満

6

１０００万円
　　　　　以上

4

１００万円
　　　　　未満

34

～３００万円
　　　　　未満

39

～５００万円
　　　　　未満

11

～１０００万円
　　　　　未満

11

～３０００万円
　　　　　未満

7

３０００万円
　　　　　以上

1

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

はい

45.6

47.4

41.7

50.0

16.7

50.0

52.9

38.5

72.7

27.3

42.9

0.0

いいえ

54.4

52.6

58.3

50.0

83.3

50.0

47.1

61.5

27.3

72.7

57.1

100.0

無回答

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
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図表 70 初めて購入した証券-性・年代別(証券保有者) 【問６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 71 初めて購入した証券-年収・時価総額別(証券保有者)【問６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,897

男　性 1,109

女　性 788

２０～３０代 148

４０代 297

５０代 387

６０～６４歳 240

６５～６９歳 296

７０歳以上 529

性
別

年
代
別

株式

53.8

63.1

40.7

52.0

46.5

53.0

47.9

58.8

59.0

株式

投資信託

11.1

11.8

10.2

18.2

16.8

9.6

10.8

6.1

10.0

ＥＴＦ

0.8

0.7

1.0

1.4

0.0

1.0

1.7

0.0

1.1

ＲＥＩＴ

2.4

1.5

3.6

2.0

2.4

2.8

3.3

1.4

2.3

公社債

投資信託

4.7

2.8

7.4

2.7

4.0

4.9

7.9

4.4

4.2

外国

投資信託

4.4

2.8

6.7

2.0

5.7

3.9

6.3

4.7

3.8

個人向け

国債

7.9

5.0

11.8

4.7

6.7

8.5

5.0

10.1

8.9

その他

公社債

1.8

1.5

2.3

2.0

0.7

2.8

1.7

2.4

1.5

その他

1.2

0.9

1.5

1.4

0.7

1.6

2.1

1.0

0.8

覚えて

いない

3.3

2.1

4.9

2.7

4.0

3.6

3.3

4.1

2.3

無回答

8.6

7.7

9.9

10.8

12.5

8.3

10.0

7.1

6.2

   n

全　体 1,897

３００万円
　　　　　未満

903

～５００万円
　　　　　未満

470

～７００万円
　　　　　未満

217

～１０００万円
　　　　　未満

169

１０００万円
　　　　　以上

112

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

株式

53.8

46.6

59.6

62.2

59.8

63.4

58.2

48.1

55.2

51.0

57.5

57.3

株式

投資信託

11.1

9.3

12.8

11.5

11.2

17.9

10.8

12.4

10.0

9.9

12.0

10.1

ＥＴＦ

0.8

1.0

0.9

0.9

0.6

0.0

0.9

0.4

0.8

1.6

0.7

1.1

ＲＥＩＴ

2.4

3.0

1.9

2.3

1.8

0.0

1.8

3.8

2.7

2.0

1.7

0.0

公社債

投資信託

4.7

5.9

4.0

1.8

4.1

2.7

2.5

4.0

6.2

6.3

6.3

4.5

外国

投資信託

4.4

6.3

2.6

3.7

3.0

0.9

2.5

6.4

5.0

4.6

3.3

4.5

個人向け

国債

7.9

10.4

6.8

5.1

3.6

3.6

6.5

7.6

8.5

11.8

6.3

5.6

その他

公社債

1.8

2.0

1.5

1.4

1.8

3.6

0.5

1.8

1.9

2.0

3.3

3.4

その他

1.2

1.7

1.1

0.0

0.0

1.8

1.6

0.4

0.8

1.6

1.3

2.2

覚えて

いない

3.3

4.1

3.0

1.8

2.4

2.7

2.0

4.8

2.3

3.0

3.0

5.6

無回答

8.6

9.7

6.0

9.2

11.8

3.6

12.6

10.4

6.6

6.3

4.7

5.6
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２． 株式の保有状況について 

（１） 株式保有経験 

●株式の保有経験について、株式を｢現在持っている｣(75.4％)、｢以前持っていたが、現在は持

っていない｣(8.7％)と合わせると、株式保有経験率は 84.1％である。 

●属性別にみると、現在保有率は男性(84.0％)が女性(63.8％)を 20 ポイント以上上回る。｢以

前持っていたが、現在は持っていない｣は男性(6.3％)よりも女性(12.1％)の方が高い。個人

年収別では、500 万円以上の層で現在保有率が８割を超える。保有する証券の時価総額別で

は、1,000万円以上の層で現在保有率が約９割と高い。 

図表 72 株式保有経験-性・年代別【問７-１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

現在持っている

75.4

84.0

63.8

71.7

71.3

78.3

72.4

77.9

76.6

以前持っていたが

現在は持っていない

8.7

6.3

12.1

3.1

5.7

7.2

11.4

9.9

11.3

これまでに持ったことがない

15.3

9.5

23.1

23.9

23.0

14.0

15.7

12.2

10.9

無回答

0.6

0.3

1.0

1.3

0.0

0.5

0.4

0.0

1.2
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図表 73 株式保有経験-年収・時価総額別【問７-１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

現在持っている

75.4

68.4

78.2

85.2

84.9

88.9

80.1

68.3

74.1

75.7

87.4

92.1

以前持っていたが

現在は持っていない

8.7

10.5

9.9

5.7

3.4

4.3

5.2

9.6

9.7

11.8

7.0

4.5

これまでに持ったことがない

15.3

20.5

11.5

8.3

11.7

6.8

14.4

22.2

15.4

12.2

5.6

3.4

無回答

0.6

0.6

0.4

0.9

0.0

0.0

0.2

0.0

0.8

0.3

0.0

0.0
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（２） 株式保有状況 

●現在株式を保有している 1,526 人に、現在保有している株式の種類を聞いたところ、｢国内(の

証券取引所に)上場(されている)国内株｣が 92.3％を占め、｢従業員持株(制度で管理されてい

る株式)｣が 8.2％と続く。属性別にみると、年代別では高年層ほど｢国内(の証券取引所に)上

場(されている)国内株｣の保有率が高い。一方で「従業員持株(制度で管理されている株式)｣

は若年層になるにつれて保有率が高くなる。 

●現在保有している株式の時価総額は｢100～300 万円未満｣(26.7％)が最も高く、“300 万円未

満”が 59.9％を占める。属性別にみると、性別では、女性は男性に比べて“300 万円未満”

が高い。年代別では、若年層ほど時価総額が低い傾向にあり、20～30代では“100万円未満”

が 57.0％となる。個人年収別では、1,000 万円以上の層で“300 万円以上”が 56.8％を占め

る。 

●現在保有している株式の１銘柄当たりの投資額は｢10～50万円未満｣(31.0％)が最も高く、｢50

～100万円未満｣(24.3％)、｢100～200万円未満｣(16.6％)が続く。属性別にみると、性別では

｢10～50 万円未満｣で男性(28.6％)よりも女性(35.3％)が特に高い。年代別では、若年層ほど

１銘柄当たりの投資額が低い傾向にあり、20～30 代では“50 万円未満”が 64.1％となる。

保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど１銘柄当たりの投資額が高い傾向にあり、

3,000 万円以上の層では｢500 万円以上｣が 22.0％であった。また、主にインターネット取引

をしている層では、そうでない層に比べ“100万円未満”(75.1％)が高い。 

●株式の平均的な保有期間は｢10年超｣が 32.8％で最も高い。インターネット取引状況別にみる

と、主にインターネット取引をしている層ではしていない層と比べて“１年未満”が 24.4％

と特に高い。 

図表 74 現在保有株式の種類-性・年代別(株式保有者、複数回答)【問７-２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

   n 国内上場国内株 従業員持株 国内上場外国株 非上場国内株 非国内上場外国株

全　体 1,526

男　性 976

女　性 550

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

性
別

年
代
別

92.3

92.0

92.7

84.2

87.2

88.9

94.6

95.9

96.6

8.2

9.7

5.5

20.2

15.5

11.7

7.1

1.6

2.8

3.5

2.4

5.6

5.3

4.0

1.9

6.0

4.1

2.8

3.5

3.8

3.1

0.9

4.9

3.4

4.3

4.5

2.8

2.4

1.8

3.3

4.4

2.7

1.5

2.7

2.1

2.3
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図表 75 現在保有株式の種類-年収・時価総額別(株式保有者、複数回答) 【問７-２】 

 

 

 

 

 

  

   n 国内上場国内株 従業員持株 国内上場外国株 非上場国内株 非国内上場外国株

全　体 1,526

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円
　　　　　未満

355

～３００万円
　　　　　未満

342

～５００万円
　　　　　未満

192

～１０００万円
　　　　　未満

230

～３０００万円
　　　　　未満

263

３０００万円
　　　　　以上

82

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

92.3

94.3

92.4

84.7

92.8

91.3

83.4

93.0

96.4

96.5

96.6

97.6

8.2

4.0

8.1

16.3

12.5

15.4

13.5

7.3

7.8

6.1

5.7

2.4

3.5

3.9

3.4

1.5

3.9

3.8

1.7

2.0

2.1

5.7

5.7

7.3

3.5

3.1

2.9

4.6

2.6

6.7

3.4

5.0

2.1

0.9

3.4

4.9

2.4

2.5

2.1

1.0

2.6

4.8

1.1

0.3

2.6

1.3

5.3

3.7
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図表 76 現在保有株式の時価総額-性・年代別(株式保有者) 【問８-１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 77 現在保有株式の時価総額-年収・ネット取引状況別(株式保有者) 【問８-１】 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

男　性 976

女　性 550

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

性
別

年
代
別

１０万円未満

4.2

3.6

5.3

11.4

7.5

5.9

3.3

1.2

1.4

１０～５０

万円未満

15.9

13.8

19.6

33.3

25.7

16.0

13.0

13.6

8.7

５０～１００

万円未満

13.1

11.2

16.5

12.3

14.6

19.4

11.4

10.3

10.1

１００～３００

万円未満

26.7

26.4

27.1

28.1

31.9

22.2

25.0

25.1

28.5

３００～５００

万円未満

12.5

13.5

10.5

3.5

7.1

11.4

15.8

16.9

14.5

５００～１０００

万円未満

13.2

13.4

12.9

7.9

4.4

12.3

14.1

15.6

18.2

１０００～３０００

万円未満

10.6

13.4

5.5

1.8

6.6

9.6

13.6

12.3

13.3

３０００～５０００

万円未満

2.0

2.2

1.6

1.8

0.9

1.2

1.1

2.9

3.0

５０００

万円以上

1.4

1.9

0.4

0.0

0.9

1.2

1.6

1.2

2.1

無回答

0.5

0.5

0.5

0.0

0.4

0.6

1.1

0.8

0.2

   n

全　体 1,526

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

１０万円未満

4.2

4.6

4.7

3.1

4.6

1.9

4.7

3.9

１０～５０

万円未満

15.9

18.0

15.0

15.3

13.2

9.6

14.3

16.9

５０～１００

万円未満

13.1

14.8

10.5

11.7

15.1

8.7

10.8

14.5

１００～３００

万円未満

26.7

27.6

25.5

26.5

30.3

23.1

25.3

27.5

３００～５００

万円未満

12.5

13.3

13.1

12.2

11.2

8.7

12.2

12.6

５００～１０００

万円未満

13.2

12.1

15.0

12.2

12.5

17.3

14.0

12.8

１０００～３０００

万円未満

10.6

7.7

11.5

13.8

11.2

20.2

13.6

8.7

３０００～５０００

万円未満

2.0

1.2

2.4

3.1

0.0

4.8

3.0

1.4

５０００

万円以上

1.4

0.6

1.3

1.5

2.0

5.8

1.7

1.2

無回答

0.5

0.1

1.0

0.5

0.0

0.0

0.3

0.6
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図表 78 現在保有株式の１銘柄当たりの投資額-性・年代別(株式保有者)【問８-２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 79 現在保有株式の１銘柄当たりの投資額 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者)【問８-２】 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

男　性 976

女　性 550

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

性
別

年
代
別

１０万円未満

10.1

9.1

11.8

23.7

18.6

12.7

7.1

5.3

4.1

１０～５０

万円未満

31.0

28.6

35.3

40.4

41.2

32.4

35.3

24.3

24.1

５０～１００

万円未満

24.3

23.7

25.5

25.4

16.8

21.9

22.3

30.5

27.1

１００～２００

万円未満

16.6

18.0

14.2

5.3

13.7

15.1

17.4

16.5

22.1

２００～３００

万円未満

6.8

7.7

5.3

1.8

1.8

7.7

7.1

8.2

9.2

３００～５００

万円未満

6.0

7.1

4.2

2.6

4.4

5.2

6.0

9.1

6.7

５００万円以上

4.7

5.5

3.1

0.9

3.5

4.0

4.9

5.3

6.2

無回答

0.5

0.3

0.7

0.0

0.0

0.9

0.0

0.8

0.5

   n

全　体 1,526

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円未満 355

３００万円
　　　　　未満

342

～５００万円
　　　　　未満

192

～１０００万円
　　　　　未満

230

～３０００万円
           未満

263

３０００万円
           以上

82

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

１０万円未満

10.1

9.8

11.0

11.7

9.9

5.8

31.0

5.6

2.6

1.7

3.0

1.2

10.6

9.8

１０～５０

万円未満

31.0

34.1

29.7

27.0

28.3

26.0

51.3

33.3

31.8

19.6

17.1

9.8

38.0

26.8

５０～１００

万円未満

24.3

27.3

21.3

23.5

25.7

19.2

17.5

29.8

22.9

29.6

25.1

14.6

26.5

23.0

１００～２００

万円未満

16.6

14.9

16.5

17.3

21.1

18.3

0.0

23.7

19.8

22.6

20.2

23.2

13.4

18.6

２００～３００

万円未満

6.8

6.3

8.7

4.1

7.9

8.7

0.0

7.0

9.4

9.6

9.9

13.4

4.0

8.5

３００～５００

万円未満

6.0

4.0

7.1

8.2

5.3

10.6

0.0

0.0

13.0

11.3

9.1

15.9

3.3

7.7

５００万円以上

4.7

3.1

5.2

7.7

2.0

11.5

0.0

0.0

0.0

5.2

15.2

22.0

4.0

5.0

無回答

0.5

0.4

0.5

0.5

0.0

0.0

0.3

0.6

0.5

0.4

0.4

0.0

0.0

0.7
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図表 80 株式の平均的な保有期間-性・年代別(株式保有者) 【問 10】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 81 株式の平均的な保有期間-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者)【問 10】 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

男　性 976

女　性 550

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

性
別

年
代
別

１日

0.1

0.2

0.0

0.9

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0

～１か月

1.5

1.8

0.9

3.5

2.7

1.2

1.1

1.6

0.7

～３か月

1.4

1.9

0.5

0.9

2.7

1.5

1.6

0.4

1.4

～６か月

3.3

3.3

3.5

7.0

2.7

3.7

2.7

3.3

2.8

～１年

7.1

7.0

7.5

11.4

7.1

7.7

2.2

7.4

7.6

～３年

19.9

20.8

18.2

25.4

19.0

17.6

20.1

22.2

19.1

～５年

17.3

16.5

18.7

21.9

21.2

13.9

21.2

15.2

16.1

～７年

5.8

5.4

6.5

5.3

5.3

5.9

7.6

7.0

4.8

～１０年

10.2

9.7

11.1

13.2

13.3

12.7

8.7

5.8

9.2

１０年超

32.8

32.9

32.7

9.6

25.7

35.5

34.8

36.2

37.9

無回答

0.4

0.4

0.4

0.9

0.4

0.3

0.0

0.4

0.5

   n

全　体 1,526

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円
　　　　　未満

355

～３００万円
　　　　　未満

342

～５００万円
　　　　　未満

192

～１０００万円
　　　　　未満

230

～３０００万円
　　　　　未満

263

３０００万円
　　　　　以上

82

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

１日

0.1

0.1

0.3

0.0

0.0

0.0

0.3

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.2

0.1

～１か月

1.5

1.6

1.3

0.5

2.0

2.9

1.7

1.8

2.6

0.0

2.3

0.0

3.7

0.2

～３か月

1.4

0.7

1.6

2.6

2.0

2.9

1.4

1.5

1.6

1.7

0.4

3.7

3.1

0.4

～６か月

3.3

3.6

2.4

3.1

7.2

1.0

3.9

2.9

3.1

3.5

3.8

1.2

5.9

1.8

～１年

7.1

8.0

7.1

6.1

6.6

4.8

6.8

7.9

7.3

6.1

6.5

8.5

11.5

4.5

～３年

19.9

19.7

23.6

16.8

15.8

15.4

15.2

22.2

19.8

22.6

19.4

19.5

25.7

16.4

～５年

17.3

18.0

16.3

13.8

22.4

14.4

18.0

15.5

19.3

18.3

16.0

20.7

21.6

14.7

～７年

5.8

5.5

6.8

5.1

5.9

6.7

5.6

4.4

6.8

4.3

8.7

6.1

6.3

5.6

～１０年

10.2

7.5

10.8

15.8

12.5

13.5

9.9

9.1

11.5

10.4

11.0

11.0

8.0

11.5

１０年超

32.8

34.7

29.7

35.2

25.7

38.5

36.3

34.2

28.1

32.6

31.6

29.3

13.8

44.3

無回答

0.4

0.4

0.3

1.0

0.0

0.0

0.8

0.3

0.0

0.4

0.4

0.0

0.2

0.5
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（３） 株式の投資方針 

●現在株式を保有している 1,526 人に、株式の投資方針を聞いたところ、｢概ね長期保有(だが、

ある程度)値上がり益(が)あれば売却(する)｣が 48.5％で最も高く、次いで｢特に決めていな

い｣が 16.3％である。｢配当を重視(している)｣は 13.0％、｢株主優待を重視(している)｣は

11.5％であった。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べて｢概ね長期保有(だが、ある程度)値上がり益

(が)あれば売却(する)｣が高く、女性は男性に比べて「株主優待を重視(している)」が高い。

年代別では、高年層になるにつれ、｢概ね長期保有(だが、ある程度)値上がり益(が)あれば売

却(する)｣が高くなる傾向にある。一方で、若年層では｢株主優待を重視(している)｣が高年層

よりも高い。保有する証券の時価総額別では、額が高くなるほど｢概ね長期保有(だが、ある

程度)値上がり益(が)あれば売却(する)｣が高くなる。また 3,000万円以上の層では｢配当を重

視(している)｣が 22.0％と、他の層よりも高い。インターネット取引状況別では、主にイン

ターネット取引をしている層よりもしていない層で、｢特に決めていない｣が高い(22.8％)。 

図表 82 株式の投資方針-性・年代別(株式保有者) 【問９】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

男　性 976

女　性 550

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

性
別

年
代
別

概ね長期保有・

値上がり益あれば売却

48.5

51.5

43.1

43.9

40.7

45.7

48.9

52.3

53.6

値上がり益重視・

短期間に売却

8.1

8.6

7.1

7.0

8.8

9.0

5.4

7.8

8.5

配当を重視

13.0

13.7

11.6

7.9

13.7

10.2

11.4

15.6

15.2

株主優待を

重視

11.5

8.8

16.4

19.3

15.5

10.8

14.7

8.6

8.3

その他

2.6

2.4

3.1

2.6

2.2

2.5

4.9

2.9

1.8

特に決めていない

16.3

14.9

18.7

19.3

19.0

21.9

14.7

12.8

12.4

無回答

0.1

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.2
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図表 83 株式の投資方針-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者) 【問９】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円
　　　　　未満

355

～３００万円
　　　　　未満

342

～５００万円
　　　　　未満

192

～１０００万円
　　　　　未満

230

～３０００万円
　　　　　未満

263

３０００万円
　　　　　以上

82

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

概ね長期保有・

値上がり益あれば売却

48.5

46.2

54.6

44.4

50.0

47.1

36.9

49.1

51.0

52.6

55.9

57.3

54.8

44.7

値上がり益重視・

短期間に売却

8.1

8.9

6.8

5.6

10.5

8.7

6.5

8.2

7.8

6.5

9.9

12.2

14.5

4.2

配当を重視

13.0

11.2

14.4

15.3

11.8

15.4

8.7

11.4

15.6

13.9

16.0

22.0

9.6

15.0

株主優待を

重視

11.5

14.0

9.7

10.2

8.6

6.7

15.2

11.1

12.0

12.2

8.7

4.9

14.7

9.7

その他

2.6

1.9

2.6

4.6

1.3

5.8

3.1

2.0

2.1

2.6

3.0

1.2

1.0

3.6

特に決めていない

16.3

17.7

11.8

19.4

17.8

16.3

29.6

18.1

11.5

12.2

6.1

2.4

5.4

22.8

無回答

0.1

0.0

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

0.1
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（４） 株式の主な売買注文方法 

●現在株式を保有している 1,526 人に、株式の主な売買注文方法を聞いたところ、｢証券会社や

銀行等の店頭(店舗への電話注文、営業員が訪問しての注文を含む)｣(42.2％)が最も高く、｢証

券会社のインターネット取引(携帯電話、スマートフォン等による取引を含む)｣(37.5％)が続

く。 

●属性別にみると、性別では、女性は男性に比べ｢証券会社や銀行等の店頭(店舗への電話注文、

営業員が訪問しての注文を含む)｣(49.5％)が高い。年代別では、｢証券会社や銀行等の店頭(店

舗への電話注文、営業員が訪問しての注文を含む)｣は高年層ほど高い。個人年収別では、個

人年収が高くなるほど、｢証券会社や銀行等の店頭(店舗への電話注文、営業員が訪問しての

注文を含む)｣が低くなる。 

図表 84 株式の主な売買注文方法-性・年代別(株式保有者)【問 11】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

男　性 976

女　性 550

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

性
別

年
代
別

証券会社や

銀行等の店頭

42.2

38.1

49.5

13.2

19.5

35.5

44.6

52.3

60.0

証券会社の

インターネット取引

37.5

40.4

32.5

68.4

55.3

39.8

33.2

30.9

24.1

証券会社や銀行等の

コールセンター

6.2

5.8

6.9

1.8

2.7

6.2

8.7

7.0

7.8

その他

13.2

14.9

10.4

16.7

22.1

17.9

13.6

9.1

6.4

無回答

0.8

0.8

0.7

0.0

0.4

0.6

0.0

0.8

1.6
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図表 85 株式の主な売買注文方法-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者)【問 11】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円
　　　　　未満

355

～３００万円
　　　　　未満

342

～５００万円
　　　　　未満

192

～１０００万円
　　　　　未満

230

～３０００万円
　　　　　未満

263

３０００万円
　　　　　以上

82

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

証券会社や

銀行等の店頭

42.2

49.2

44.1

33.7

27.0

26.0

29.6

45.3

43.2

52.6

44.9

37.8

0.0

67.6

証券会社の

インターネット取引

37.5

33.4

37.3

36.7

52.6

46.2

36.9

33.6

36.5

36.5

43.3

52.4

100.0

0.0

証券会社や銀行等の

コールセンター

6.2

6.4

6.6

8.2

3.3

4.8

6.5

5.8

10.9

4.8

4.2

4.9

0.0

10.0

その他

13.2

10.1

11.8

19.9

17.1

22.1

26.2

13.7

9.4

5.7

6.8

4.9

0.0

21.2

無回答

0.8

0.9

0.3

1.5

0.0

1.0

0.8

1.5

0.0

0.4

0.8

0.0

0.0

1.3
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（５） 平成 27年中の株式の売買損益・配当金 

●現在株式を保有している 1,526 人に、平成 27 年中の株式の売買損益を聞いたところ、｢平成

27 年中は株式を売買しなかった｣が 48.6％を占めて最も高い。｢50 万円未満の売買益(が出

た)｣が 12.4％であり、“売買益が出た”が合計 23.6％を占めた。一方、｢ほぼ損益はゼロで

あった(±１万円以内程度)｣は 11.9％で、“売買損が出た”は合計 15.1％であり、“売買益

が出た”の割合の方が高い。 

●属性別にみると、性別では、女性は男性に比べ｢平成 27 年中は株式を売買しなかった｣

(54.7％)が高い。年代別では、20～30代で｢ほぼ損益はゼロであった(±１万円以内程度)｣の

割合が 20.2％で、他の年代に比べると高い。個人年収別では、1,000 万円以上の層で“売買

益が出た”が 37.6％と特に高い。保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど“売買益

が出た”の割合が高い。時価総額 3,000万円以上の層では“売買益が出た”は 42.7％に達す

る。インターネット取引状況別では、主にインターネット取引をしていない層よりもしてい

る層で、“売買益が出た”が高い(37.3％)。 

●平成 27年中に受け取った株式の配当金を聞いたところ、｢1万円未満｣が 27.3％、｢1～5万円

未満｣が 28.2％で、“5 万円未満”が 55.5％を占める。属性別にみると、性別では、女性は

男性に比べ｢１万円未満｣(33.8％)が高い。 

図表 86 平成 27年中の売買損益-性・年代別(株式保有者)【問 12】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

男　性 976

女　性 550

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

性
別

年
代
別

５００万円以上

の売買益

0.6

0.9

0.0

0.0

1.3

0.6

1.1

0.8

0.0

３００～５００

万円未満の

売買益

1.0

1.2

0.5

0.9

0.4

0.6

1.1

0.8

1.6

１００～３００

万円未満の

売買益

3.6

4.4

2.2

0.9

3.1

2.5

4.3

2.9

5.5

５０～１００万円

未満の売買益

6.0

7.1

4.2

4.4

3.5

4.3

7.1

9.5

6.7

５０万円未満

の売買益

12.4

12.9

11.5

18.4

14.2

13.9

15.2

11.5

8.0

ほぼ損益は

ゼロであった

11.9

11.7

12.2

20.2

11.9

16.0

9.2

9.5

9.0

５０万円未満

の売買損

7.6

7.7

7.5

7.0

6.2

6.5

6.5

5.8

10.8

５０～１００万円

未満の売買損

3.8

4.0

3.5

0.0

1.8

2.8

3.3

4.9

6.2

１００～３００

万円未満の

売買損

2.9

3.6

1.6

0.9

0.9

1.5

3.8

3.7

4.6

３００～５００

万円未満の

売買損

0.5

0.5

0.4

0.0

0.0

0.6

0.0

0.4

0.9

５００万円

以上の売買損

0.3

0.3

0.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4

0.9

平成２７年は

株式売買なし

48.6

45.2

54.7

45.6

56.2

50.0

48.4

49.0

44.4

無回答

0.9

0.5

1.5

1.8

0.4

0.6

0.0

0.8

1.4
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図表 87 平成 27年中の売買損益-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者) 【問 12】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円
　　　　　未満

355

～３００万円
　　　　　未満

342

～５００万円
　　　　　未満

192

～１０００万円
　　　　　未満

230

～３０００万円
　　　　　未満

263

３０００万円
　　　　　以上

82

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

５００万円以上

の売買益

0.6

0.0

0.3

0.5

0.7

5.8

0.0

0.0

0.5

0.0

1.1

6.1

0.9

0.4

３００～５００

万円未満の

売買益

1.0

0.3

0.8

1.0

2.0

4.8

0.0

0.0

0.0

0.4

2.3

6.1

1.7

0.5

１００～３００

万円未満の

売買益

3.6

3.1

2.9

3.1

5.9

5.8

0.0

1.2

1.6

2.6

8.4

20.7

5.4

2.5

５０～１００万円

未満の売買益

6.0

4.2

8.4

5.1

4.6

13.5

0.8

1.5

6.8

14.8

12.5

3.7

9.1

4.2

５０万円未満

の売買益

12.4

11.5

15.2

12.2

13.8

7.7

10.1

13.5

14.6

13.5

14.1

6.1

20.2

7.7

ほぼ損益は

ゼロであった

11.9

12.7

9.2

11.2

17.1

8.7

21.7

10.5

8.9

10.0

6.1

7.3

12.4

11.5

５０万円未満

の売買損

7.6

9.4

7.1

7.1

3.9

4.8

5.1

11.1

10.4

4.8

7.6

2.4

9.8

6.3

５０～１００万円

未満の売買損

3.8

4.5

3.4

4.1

2.6

1.9

0.3

4.1

5.2

5.7

5.7

2.4

3.8

3.8

１００～３００

万円未満の

売買損

2.9

2.8

3.9

3.1

2.0

1.0

0.0

0.0

3.6

5.2

5.7

9.8

3.0

2.8

３００～５００

万円未満の

売買損

0.5

0.3

0.5

0.5

0.0

1.9

0.0

0.3

0.5

0.0

0.8

3.7

0.3

0.5

５００万円

以上の売買損

0.3

0.1

0.5

1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.1

2.4

0.5

0.2

平成２７年は

株式売買なし

48.6

49.9

47.2

50.0

46.7

44.2

60.8

57.0

47.4

42.6

33.5

29.3

32.5

58.3

無回答

0.9

1.2

0.5

1.0

0.7

0.0

1.1

0.9

0.5

0.4

1.1

0.0

0.3

1.2
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図表 88 平成 27年中の配当金額-性・年代別(株式保有者)【問 13】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 89 平成 27年中の配当金額-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者)【問 13】 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

男　性 976

女　性 550

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

性
別

年
代
別

１万円未満

27.3

23.6

33.8

36.8

38.9

31.8

28.3

20.6

18.6

１～５万円

未満

28.2

29.2

26.5

29.8

30.1

24.4

29.9

30.5

27.8

５～１０万円

未満

13.6

15.1

10.9

6.1

9.7

13.3

12.5

11.9

19.1

１０～２０万円

未満

9.9

10.9

8.2

0.9

2.7

9.3

10.9

11.5

15.2

２０～５０万円

未満

6.2

6.9

4.9

1.8

3.5

5.9

7.1

9.1

6.9

５０～１００万円

未満

3.0

3.3

2.5

1.8

1.8

1.2

3.8

3.7

4.6

１００万円以上

1.4

1.7

0.9

0.9

0.0

0.6

1.6

2.5

2.3

配当金は

受領していない

10.1

9.3

11.5

21.9

12.8

13.3

5.4

9.9

5.3

無回答

0.3

0.1

0.7

0.0

0.4

0.3

0.5

0.4

0.2

   n

全　体 1,526

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円
　　　　　未満

355

～３００万円
　　　　　未満

342

～５００万円
　　　　　未満

192

～１０００万円
　　　　　未満

230

～３０００万円
　　　　　未満

263

３０００万円
　　　　　以上

82

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

１万円未満

27.3

30.0

24.9

21.9

29.6

20.2

60.6

31.9

16.1

14.3

4.2

2.4

26.7

27.6

１～５万円

未満

28.2

29.1

28.6

27.6

27.6

25.0

14.9

44.4

46.9

27.4

18.6

7.3

27.9

28.4

５～１０万円

未満

13.6

13.4

13.6

13.8

15.1

12.5

3.4

8.5

21.9

26.5

19.0

8.5

13.6

13.5

１０～２０万円

未満

9.9

9.7

10.5

9.2

11.8

8.7

0.6

1.8

7.3

19.1

25.9

13.4

11.3

9.0

２０～５０万円

未満

6.2

4.0

7.1

8.7

3.3

15.4

0.0

1.5

4.2

5.2

19.0

22.0

6.5

6.0

５０～１００万円

未満

3.0

2.2

4.2

3.1

0.7

6.7

0.0

0.3

0.5

1.3

7.6

24.4

3.8

2.5

１００万円以上

1.4

0.9

1.6

2.0

1.3

3.8

0.0

0.0

0.0

0.4

0.4

20.7

1.9

1.2

配当金は

受領していない

10.1

10.4

8.9

13.3

10.5

7.7

19.7

11.7

3.1

5.7

4.6

1.2

7.9

11.4

無回答

0.3

0.3

0.5

0.5

0.0

0.0

0.8

0.0

0.0

0.0

0.8

0.0

0.3

0.3
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（６） 株式配当金の主な受領方法 

●現在株式を保有している 1,526 人に、株式配当金の主な受領方法を聞いたところ、｢指定の銀

行口座で受け取る｣(33.3％)、｢郵便局、ゆうちょ銀行の窓口で現金で受け取る｣(31.2％)、 ｢証

券会社の取引口座で受け取る｣(30.2％)はいずれも約３割であった。 

●属性別にみると、性別では、女性は男性に比べて｢郵便局、ゆうちょ銀行の窓口で現金で受け

取る｣(34.9％)が高い。年代別では、40～50 代で｢証券会社の取引口座で受け取る｣が低い。

保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど｢証券会社の取引口座で受け取る｣が高くな

る。インターネット取引状況別では、主にはインターネット取引をしていない層では｢指定の

銀行口座で受け取る｣(40.3％)が、主にインターネット取引をしている層(21.6％)よりも大幅

に高い。 

図表 90 株式配当金の主な受領方法-性・年代別(株式保有者)【問 14】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

男　性 976

女　性 550

２０～３０代 114

４０代 226

５０代 324

６０～６４歳 184

６５～６９歳 243

７０歳以上 435

性
別

年
代
別

郵便局、ゆうちょ銀行の

窓口で現金で受け取る

31.2

29.1

34.9

20.2

37.6

32.4

31.5

29.2

30.8

指定の銀行口座で

受け取る

33.3

33.6

32.7

28.9

27.4

34.0

33.2

35.0

36.1

証券会社の取引口座で

受け取る

30.2

32.1

26.9

36.8

25.7

27.2

33.2

31.3

31.3

国内発行株式は保有していない

・配当金を受領していない

4.4

4.1

4.9

13.2

8.4

4.9

1.6

3.3

1.4

無回答

0.9

1.1

0.5

0.9

0.9

1.5

0.5

1.2

0.5
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図表 91 株式配当金の主な受領方法-年収・時価総額・ネット取引状況別(株式保有者) 【問 14】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,526

３００万円
　　　　　未満

671

～５００万円
　　　　　未満

381

～７００万円
　　　　　未満

196

～１０００万円
　　　　　未満

152

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円
　　　　　未満

355

～３００万円
　　　　　未満

342

～５００万円
　　　　　未満

192

～１０００万円
　　　　　未満

230

～３０００万円
　　　　　未満

263

３０００万円
　　　　　以上

82

株式ネット
取引あり

573

株式ネット
取引なし・不明

953

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

郵便局、ゆうちょ銀行の

窓口で現金で受け取る

31.2

35.6

31.2

24.0

28.9

17.3

38.3

31.3

34.9

29.1

24.3

23.2

31.6

31.0

指定の銀行口座で

受け取る

33.3

32.2

31.8

38.8

34.2

35.6

32.4

33.9

33.9

35.2

32.3

32.9

21.6

40.3

証券会社の取引口座で

受け取る

30.2

28.2

31.8

29.1

30.3

39.4

17.2

28.4

30.7

34.8

40.7

43.9

43.1

22.5

国内発行株式は保有していない

・配当金を受領していない

4.4

3.7

4.2

6.1

5.9

4.8

10.4

5.6

0.5

0.9

1.9

0.0

3.7

4.8

無回答

0.9

0.3

1.0

2.0

0.7

2.9

1.7

0.9

0.0

0.0

0.8

0.0

0.0

1.5
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３． 投資信託の保有状況について 

（１） 投資信託保有経験 

●投資信託の保有経験について、投資信託を｢現在持っている｣は 52.8％で、｢以前持っていた

が、現在は持っていない｣(14.4％)と合わせると、“投資信託保有経験率”は 67.2％である。 

●属性別にみると、性別では、投資信託の現在保有率は、男性(49.4％)より女性(57.3％)の方

が高い。年代別では、60～64歳で現在保有率が 62.6％と他の層よりも高い。個人年収別にみ

ると、500～1,000万円未満の層で現在保有率が低い。保有する証券の時価総額別にみると、

額が高い層で現在保有率が高く、100万円未満の層では現在保有率が 26.4％であるが、1,000

万円以上の層では 69.7％である。 

図表 92 投資信託保有経験-性・年代別【問 15】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

現在持っている

52.8

49.4

57.3

45.9

51.1

46.9

62.6

50.6

56.7

以前持っていたが

現在は持っていない

14.4

15.3

13.2

6.9

8.2

15.2

11.4

19.9

17.8

これまでに持ったことがない

32.1

34.9

28.4

46.5

40.7

37.7

25.6

28.5

24.1

無回答

0.7

0.4

1.0

0.6

0.0

0.2

0.4

1.0

1.4
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図表 93 投資信託保有経験-年収・時価総額別【問 15】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

現在持っている

52.8

54.1

58.5

43.5

41.3

57.3

26.4

51.1

57.1

63.5

72.1

69.7

以前持っていたが

現在は持っていない

14.4

14.8

14.2

11.7

15.1

13.7

14.2

14.6

18.1

13.5

15.0

11.2

これまでに持ったことがない

32.1

30.3

27.1

43.5

43.6

28.2

58.7

34.1

23.9

22.7

12.6

18.0

無回答

0.7

0.8

0.2

1.3

0.0

0.9

0.7

0.2

0.8

0.3

0.3

1.1
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（２） 投資信託保有状況 

●現在投資信託を保有している 1,068 人に、現在保有している投資信託の種類を聞いたところ、

｢株式投資信託｣が 57.2％で最も高く、次いで｢外国(で作られた)投資信託｣(37.9％)、｢公社

債投資信託｣(31.6％)、｢ＲＥＩＴ｣(28.8％)の順で、｢ＥＴＦ｣は 9.6％であった。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ｢株式投資信託｣(63.2％)が高く、女性は男性

に比べ｢外国(で作られた)投資信託｣(46.8％)が高い。個人年収別では、個人年収が高い層ほ

ど｢株式投資信託」の保有率が高く、1,000万円以上の層では 73.1％に達する。保有する証券

の時価総額別では、1,000 万円以上の層で｢株式投資信託｣｢公社債投資信託｣｢ＲＥＩＴ｣の保

有率が他の層より高い。インターネット取引状況別では、｢株式投資信託｣｢ＲＥＩＴ｣｢ＥＴＦ｣

は、インターネット取引がある層の方がない層よりも保有率が高い。 

●現在保有している投資信託の購入金額は、どの投資信託も｢100～300万円未満｣が最も高い。

総合計では｢100～300 万円未満｣が 28.1％であり、累計で“300万円未満”が 52.9％を占める。

属性別にみると、年代別では、若年層ほど「50 万円未満」が高く、20～30 代では 43.8％を

占める。インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢50

万円未満｣が高い。 

図表 94 現在保有投資信託の種類-性・年代別(投資信託保有者、複数回答)【問 16-①】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 株式投資信託 外国投資信託 公社債投資信託 ＲＥＩＴ ＥＴＦ

全　体 1,068

男　性 574

女　性 494

２０～３０代 73

４０代 162

５０代 194

６０～６４歳 159

６５～６９歳 158

７０歳以上 322

性
別

年
代
別

57.2

63.2

50.2

65.8

63.6

52.1

59.1

53.2

56.2

37.9

30.3

46.8

23.3

37.0

47.4

39.0

44.9

32.0

31.6

31.0

32.2

26.0

30.9

31.4

28.9

34.2

33.2

28.8

28.2

29.6

26.0

32.1

29.4

28.3

34.2

25.2

9.6

10.8

8.1

8.2

9.3

9.3

11.9

9.5

9.0
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図表 95 現在保有投資信託の種類 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(投資信託保有者、複数回答)【問 16-①】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 96 現在保有投資信託の購入金額(各投資信託保有者)【問 16-②】 

 

 

 

 

   n 株式投資信託 外国投資信託 公社債投資信託 ＲＥＩＴ ＥＴＦ

全　体 1,068

３００万円
　　　　　未満

531

～５００万円
　　　　　未満

285

～７００万円
　　　　　未満

100

～１０００万円
　　　　　未満

74

１０００万円
　　　　　以上

67

１００万円
　　　　　未満

117

～３００万円
　　　　　未満

256

～５００万円
　　　　　未満

148

～１０００万円
　　　　　未満

193

～３０００万円
　　　　　未満

217

３０００万円
　　　　　以上

62

投信ネット
取引あり

259

投信ネット
取引なし・不明

809

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

57.2

52.2

57.5

61.0

68.9

73.1

54.7

51.6

48.6

62.2

64.1

67.7

68.7

53.5

37.9

42.0

34.7

35.0

35.1

26.9

29.1

35.5

42.6

43.0

36.4

51.6

33.2

39.4

31.6

31.5

34.0

27.0

28.4

35.8

23.9

22.7

29.7

29.0

45.6

50.0

28.2

32.6

28.8

28.8

28.4

26.0

24.3

35.8

19.7

27.7

21.6

23.8

41.9

51.6

37.5

26.1

9.6

8.5

9.1

8.0

12.2

19.4

8.5

5.5

8.8

11.4

12.9

21.0

15.4

7.7

   n

611

405

337

308

102

1,068　　総合計

　　株式投資信託

　　外国投資信託

　　ＲＥＩＴ

　　ＥＴＦ

５０万円未満

17.5

15.8

17.2

16.2

19.6

11.5

５０～１００万円

未満

19.6

18.8

16.0

23.7

22.5

13.3

１００～３００万円

未満

33.9

35.1

30.9

33.1

30.4

28.1

３００～５００万円

未満

10.6

12.3

13.6

11.4

15.7

12.9

５００～１０００万円

未満

11.9

10.6

12.2

7.5

4.9

13.9

１０００万円以上

5.1

6.2

8.6

5.8

4.9

11.9

無回答

1.3

1.2

1.5

2.3

2.0

8.4

公社債投資信託
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図表 97 現在保有投資信託の購入金額・総合計-性・年代別(投資信託保有者)【問 16-②】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 98 現在保有投資信託の購入金額・総合計 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(投資信託保有者)【問 16-②】 

 

 

   n

全　体 1,068

男　性 574

女　性 494

２０～３０代 73

４０代 162

５０代 194

６０～６４歳 159

６５～６９歳 158

７０歳以上 322

性
別

年
代
別

５０万円未満

11.5

11.3

11.7

43.8

25.3

13.9

5.0

3.8

2.8

５０～１００万円

未満

13.3

13.1

13.6

23.3

14.2

16.5

13.2

8.2

11.2

１００～３００万円

未満

28.1

28.6

27.5

21.9

28.4

31.4

28.9

24.7

28.6

３００～５００万円

未満

12.9

12.4

13.6

5.5

9.9

8.2

6.9

17.7

19.6

５００～１０００万円

未満

13.9

13.8

14.0

1.4

7.4

12.9

18.9

13.3

18.3

１０００万円以上

11.9

13.2

10.3

0.0

6.2

10.8

15.1

19.6

12.7

無回答

8.4

7.7

9.3

4.1

8.6

6.2

11.9

12.7

6.8

   n

全　体 1,068

３００万円
　　　　　未満

531

～５００万円
　　　　　未満

285

～７００万円
　　　　　未満

100

～１０００万円
　　　　　未満

74

１０００万円
　　　　　以上

67

１００万円
　　　　　未満

117

～３００万円
　　　　　未満

256

～５００万円
　　　　　未満

148

～１０００万円
　　　　　未満

193

～３０００万円
　　　　　未満

217

３０００万円
　　　　　以上

62

投信ネット
取引あり

259

投信ネット
取引なし・不明

809

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

５０万円未満

11.5

10.0

11.6

15.0

17.6

13.4

52.1

10.9

4.1

2.1

1.8

1.6

18.1

9.4

５０～１００万円

未満

13.3

14.3

12.3

10.0

16.2

11.9

39.3

16.4

13.5

7.3

3.7

1.6

13.9

13.1

１００～３００万円

未満

28.1

28.6

24.9

33.0

31.1

26.9

0.0

66.8

29.7

20.2

13.4

8.1

27.0

28.4

３００～５００万円

未満

12.9

14.1

15.4

7.0

10.8

4.5

0.0

0.0

48.0

14.0

10.6

14.5

12.0

13.2

５００～１０００万円

未満

13.9

13.6

15.1

15.0

8.1

16.4

0.0

0.0

0.0

48.2

19.8

8.1

8.5

15.6

１０００万円以上

11.9

10.5

13.3

10.0

12.2

16.4

0.0

0.0

0.0

0.0

40.1

51.6

12.4

11.7

無回答

8.4

8.9

7.4

10.0

4.1

10.4

8.5

5.9

4.7

8.3

10.6

14.5

8.1

8.5
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（３） 投資信託の購入場所 

●現在投資信託を保有している 1,068 人に、投資信託の購入場所を聞いたところ、｢銀行の店頭｣

(42.4％)と｢証券会社の店頭｣(39.1％)が、ともに約４割を占めている。一方、｢証券会社のイ

ンターネット取引｣は 17.3％、｢銀行のインターネット取引｣は 8.1％と、インターネットによ

る取引は店頭での取引よりも利用率が低い。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ｢証券会社のインターネット取引｣(22.3％)が

高い。年代別では、若年層ほど｢証券会社のインターネット取引｣が高く、高年層ほど「証券

会社の店頭｣が高い。個人年収別では、個人年収が高い層ほど｢証券会社のインターネット取

引｣が高い。保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど｢証券会社の店頭｣が高く、逆に

｢銀行の店頭｣が低くなる傾向がある。 

図表 99 投資信託の購入場所-性・年代別(投資信託保有者、複数回答)【問 17】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 銀行の店頭 証券会社の店頭
証券会社の
インターネット
取引

銀行の
インターネット
取引

証券会社の
コールセンター

銀行の
コールセンター

その他 無回答

全　体 1,068

男　性 574

女　性 494

２０～３０代 73

４０代 162

５０代 194

６０～６４歳 159

６５～６９歳 158

７０歳以上 322

性
別

年
代
別

42.4

38.7

46.8

24.7

40.1

43.3

48.4

46.8

41.9

39.1

35.4

43.5

9.6

17.9

33.0

36.5

48.7

56.8

17.3

22.3

11.5

41.1

30.9

21.6

15.7

11.4

6.2

8.1

9.8

6.1

21.9

12.3

10.3

12.6

4.4

0.9

4.6

4.7

4.5

2.7

4.3

4.1

7.5

2.5

5.0

1.2

1.4

1.0

1.4

1.9

1.0

1.3

1.9

0.6

3.0

3.8

2.0

6.8

3.7

4.1

1.9

1.3

2.5

0.4

0.2

0.6

0.0

0.6

0.0

0.0

1.3

0.3
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図表 100 投資信託の購入場所 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(投資信託保有者、複数回答)【問 17】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 銀行の店頭 証券会社の店頭
証券会社の
インターネット
取引

銀行の
インターネット
取引

証券会社の
コールセンター

銀行の
コールセンター

その他 無回答

全　体 1,068

３００万円
　　　　　未満

531

～５００万円
　　　　　未満

285

～７００万円
　　　　　未満

100

～１０００万円
　　　　　未満

74

１０００万円
　　　　　以上

67

１００万円
　　　　　未満

117

～３００万円
　　　　　未満

256

～５００万円
　　　　　未満

148

～１０００万円
　　　　　未満

193

～３０００万円
　　　　　未満

217

３０００万円
　　　　　以上

62

投信ネット
取引あり

259

投信ネット
取引なし・不明

809

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

42.4

47.3

38.6

42.0

32.4

31.3

45.3

54.3

45.3

37.3

30.9

30.6

13.9

51.5

39.1

43.5

41.1

34.0

17.6

25.4

16.2

26.2

36.5

46.1

56.7

67.7

13.1

47.5

17.3

11.3

16.1

29.0

32.4

37.3

21.4

11.7

13.5

16.1

24.9

17.7

71.4

0.0

8.1

5.8

8.8

11.0

14.9

10.4

14.5

9.0

6.8

6.7

7.4

6.5

33.2

0.0

4.6

4.3

6.3

2.0

2.7

6.0

2.6

4.3

7.4

3.1

3.7

6.5

3.5

4.9

1.2

0.8

1.4

1.0

0.0

4.5

0.9

0.8

1.4

1.6

0.9

3.2

0.8

1.4

3.0

2.3

2.5

3.0

12.2

1.5

6.0

3.1

2.7

3.1

2.8

0.0

0.4

3.8

0.4

0.4

0.4

0.0

0.0

1.5

0.0

0.4

0.0

0.5

0.0

0.0

0.0

0.5



 

82 

（４） 平成 27年中に受け取った投資信託の分配金 

●現在投資信託を保有している 1,068 人に、平成 27年中に受け取った投資信託の分配金を聞い

たところ、｢１万円未満｣が 14.1％、｢１～５万円未満｣が 17.6％で、合計で“５万円未満”は

31.7％である。また、｢分配金を受領していない｣は 15.1％であった。 

●属性別にみると、年代別では、若年層では「１万円未満」が高く、20～30代では 34.2％であ

る。インターネット取引状況別でみると、インターネット取引がある層はない層に比べ、“５

万円未満”が高い。 

図表 101 平成 27年中に受け取った投資信託の分配金-性・年代別(投資信託保有者)【問 18】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,068

男　性 574

女　性 494

２０～３０代 73

４０代 162

５０代 194

６０～６４歳 159

６５～６９歳 158

７０歳以上 322

性
別

年
代
別

１万円未満

14.1

15.3

12.8

34.2

22.8

16.0

12.6

7.6

8.1

１～５万円

未満

17.6

16.0

19.4

15.1

22.8

20.6

17.6

13.3

15.8

５～１０万円

未満

12.3

13.2

11.1

9.6

11.7

9.8

10.7

12.7

15.2

１０～２０万円

未満

11.5

9.9

13.4

5.5

6.8

9.8

9.4

12.7

16.8

２０～５０万円

未満

14.1

12.5

16.0

5.5

10.5

8.8

14.5

19.6

18.3

５０～１００万円

未満

8.4

7.7

9.3

1.4

3.7

7.7

13.2

12.7

8.4

１００万円以上

6.1

7.0

5.1

0.0

1.2

5.2

9.4

8.9

7.5

分配金を

受領していない

15.1

17.8

11.9

27.4

20.4

21.1

11.9

12.0

9.0

無回答

0.7

0.5

1.0

1.4

0.0

1.0

0.6

0.6

0.9
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図表 102 平成 27年中に受け取った投資信託の分配金 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(投資信託保有者)【問 18】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,068

３００万円
　　　　　未満

531

～５００万円
　　　　　未満

285

～７００万円
　　　　　未満

100

～１０００万円
　　　　　未満

74

１０００万円
　　　　　以上

67

１００万円
　　　　　未満

117

～３００万円
　　　　　未満

256

～５００万円
　　　　　未満

148

～１０００万円
　　　　　未満

193

～３０００万円
　　　　　未満

217

３０００万円
　　　　　以上

62

投信ネット
取引あり

259

投信ネット
取引なし・不明

809

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

１万円未満

14.1

11.5

15.8

16.0

24.3

13.4

36.8

16.8

12.2

8.3

6.5

0.0

18.1

12.9

１～５万円

未満

17.6

18.6

13.7

18.0

17.6

25.4

25.6

25.8

16.2

13.0

12.0

9.7

20.8

16.6

５～１０万円

未満

12.3

13.7

10.5

11.0

13.5

10.4

12.0

15.6

15.5

11.4

11.1

4.8

9.7

13.1

１０～２０万円

未満

11.5

12.4

10.2

11.0

10.8

9.0

3.4

12.9

14.9

12.4

12.4

8.1

8.9

12.4

２０～５０万円

未満

14.1

15.8

16.5

13.0

2.7

6.0

1.7

8.2

20.9

21.2

17.1

22.6

10.4

15.3

５０～１００万円

未満

8.4

9.2

9.1

7.0

2.7

7.5

0.9

2.7

4.1

9.3

18.0

16.1

7.7

8.7

１００万円以上

6.1

4.9

8.1

9.0

1.4

9.0

0.0

0.0

0.0

5.2

13.4

33.9

5.0

6.4

分配金を

受領していない

15.1

13.0

15.1

15.0

25.7

19.4

18.8

18.0

16.2

16.6

9.7

3.2

18.5

14.0

無回答

0.7

0.8

1.1

0.0

1.4

0.0

0.9

0.0

0.0

2.6

0.0

1.6

0.8

0.7
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（５） 投資信託購入時の重視点 

●現在投資信託を保有している 1,068 人に、投資信託購入時の重視点を聞いたところ、｢安定性

やリスクの低さ｣(60.9％)、｢成長性や収益性の高さ｣(40.1％)、｢分配金の頻度や実績｣

(37.2％)が上位に挙がった。 

●属性別にみると、性別では、｢安定性やリスクの低さ｣は男性よりも女性の方が高く、｢成長性

や収益性の高さ｣｢信託報酬の安さ｣は女性よりも男性の方が高い。年代別では、若年層ほど｢手

数料の安さ｣｢商品のわかりやすさ｣｢信託報酬の安さ｣が高い。 

●個人年収別では、個人年収が低い層ほど｢安定性やリスクの低さ｣が高く、個人年収 700 万円

以上の層で｢手数料の安さ｣｢商品のわかりやすさ｣｢信託報酬の安さ｣が他の層と比べて高い。

保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど｢分配金の頻度や実績｣が高く、3,000 万円

以上の層では 51.6％である。インターネット取引状況別でみると、取引がある層はない層に

比べ、｢手数料の安さ｣｢信託報酬の安さ｣の割合が特に高い。 

図表 103 投資信託購入時の重視点-性・年代別(投資信託保有者、複数回答)【問 19】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
安定性や
リスクの
低さ

成長性や
収益性の
高さ

分配金の
頻度や
実績

手数料の
安さ

商品の
わかりやすさ

純資産額の
大きさ

評価会社に
よる評価

信託報酬の
安さ

環境貢献と
いった社会的
責任の配慮

その他
重視する
点はない

わからない 無回答

全　体 1,068

男　性 574

女　性 494

２０～３０代 73

４０代 162

５０代 194

６０～６４歳 159

６５～６９歳 158

７０歳以上 322

性
別

年
代
別

60.9

54.7

68.0

58.9

54.3

69.6

58.5

58.2

61.8

40.1

44.8

34.6

43.8

44.4

39.7

42.1

36.1

38.2

37.2

36.6

37.9

21.9

35.8

31.4

40.9

41.1

41.0

14.1

15.9

12.1

24.7

19.8

19.1

13.2

12.7

7.1

13.4

15.2

11.3

21.9

17.3

15.5

14.5

8.9

9.9

7.7

8.9

6.3

13.7

6.8

8.8

5.7

9.5

6.2

7.2

6.6

7.9

4.1

6.2

10.8

5.7

8.2

6.5

6.2

8.5

3.4

17.8

8.0

7.7

6.9

1.9

3.4

1.1

0.9

1.4

2.7

2.5

0.0

0.0

1.9

0.9

2.3

2.8

1.8

2.7

4.3

2.6

2.5

1.3

1.6

3.3

4.2

2.2

1.4

2.5

1.5

1.9

4.4

5.3

2.5

2.1

3.0

5.5

0.6

1.5

3.1

1.9

3.4

0.7

0.3

1.0

0.0

0.0

1.0

1.3

0.6

0.6
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図表 104 投資信託購入時の重視点 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(投資信託保有者、複数回答)【問 19】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
安定性や
リスクの
低さ

成長性や
収益性の
高さ

分配金の
頻度や
実績

手数料の
安さ

商品の
わかりやすさ

純資産額の
大きさ

評価会社に
よる評価

信託報酬の
安さ

環境貢献と
いった社会的
責任の配慮

その他
重視する
点はない

わからない 無回答

全　体 1,068

３００万円
　　　　　未満

531

～５００万円
　　　　　未満

285

～７００万円
　　　　　未満

100

～１０００万円
　　　　　未満

74

１０００万円
　　　　　以上

67

１００万円
　　　　　未満

117

～３００万円
　　　　　未満

256

～５００万円
　　　　　未満

148

～１０００万円
　　　　　未満

193

～３０００万円
　　　　　未満

217

３０００万円
　　　　　以上

62

投信ネット
取引あり

259

投信ネット
取引なし・不明

809

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

60.9

64.8

61.4

54.0

52.7

46.3

62.4

69.9

58.8

64.2

53.5

54.8

49.0

64.6

40.1

36.3

41.8

45.0

51.4

44.8

35.9

37.5

33.8

42.0

47.0

50.0

48.3

37.5

37.2

38.6

39.3

34.0

31.1

26.9

23.1

31.3

39.9

43.0

43.3

51.6

37.1

37.2

14.1

12.6

11.6

15.0

20.3

28.4

23.1

14.1

12.2

10.9

13.8

14.5

28.2

9.6

13.4

12.4

13.0

11.0

18.9

22.4

14.5

14.5

11.5

11.9

13.8

16.1

17.8

12.0

7.7

7.2

7.4

9.0

8.1

11.9

5.1

5.9

8.1

5.7

12.4

11.3

12.4

6.2

7.2

7.7

6.0

1.0

9.5

14.9

6.0

9.8

6.1

8.3

7.8

3.2

5.8

7.7

6.2

4.0

4.6

8.0

14.9

19.4

6.8

5.9

4.1

6.2

8.8

6.5

15.4

3.2

1.1

1.1

1.1

1.0

1.4

1.5

1.7

1.2

2.0

1.0

0.5

1.6

0.8

1.2

2.3

1.7

2.8

3.0

4.1

3.0

2.6

0.8

3.4

3.6

2.8

1.6

3.1

2.1

3.3

3.2

3.5

4.0

2.7

3.0

3.4

3.9

3.4

2.1

2.3

4.8

1.2

4.0

2.5

3.2

2.1

3.0

1.4

0.0

5.1

2.0

1.4

1.0

3.2

1.6

1.2

3.0

0.7

0.8

0.4

0.0

0.0

1.5

0.0

0.8

1.4

0.5

0.5

0.0

0.4

0.7
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４． 公社債の保有状況について 

●公社債の保有状況について、現在公社債を保有している割合は 21.8％で、以前保有していた

層 24.4％、両方を合わせた“公社債保有経験率”は 46.2％である。 

●属性別にみると、性別では、公社債の現在保有率は女性(26.9％)が男性(18.0％)を上回る。

年代別では、40代以下で「これまでに持ったことがない」が約７割で他の年代に比べて等に

高い。保有する証券の時価総額別では、額が高いほど、現在保有率、過去の保有率ともに高

くなる。 

図表 105 公社債保有経験-性・年代別【問 20】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

現在持っている

21.8

18.0

26.9

20.1

14.8

15.9

22.8

29.5

25.7

以前持っていたが

現在は持っていない

24.4

23.8

25.3

7.5

13.6

26.6

28.0

27.6

30.3

これまでに持ったことがない

52.6

57.1

46.4

72.3

71.0

56.5

48.4

41.7

41.7

無回答

1.2

1.1

1.4

0.0

0.6

1.0

0.8

1.3

2.3
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図表 106 公社債保有経験-年収・時価総額別【問 20】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

現在持っている

21.8

25.1

19.7

18.7

14.0

18.8

8.8

13.4

21.2

29.3

32.2

39.3

以前持っていたが

現在は持っていない

24.4

25.1

25.9

20.0

21.2

26.5

15.8

25.5

27.8

28.9

29.2

31.5

これまでに持ったことがない

52.6

48.3

53.6

60.0

63.7

53.8

74.3

60.3

50.2

39.8

37.9

29.2

無回答

1.2

1.5

0.8

1.3

1.1

0.9

1.1

0.8

0.8

2.0

0.7

0.0
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５．デリバティブ取引について 

●デリバティブ取引について、現在デリバティブ取引を行っている割合は 1.7％で、以前行っ

ていた層を含めると、デリバティブ取引経験者は 3.9％である。 

●属性別にみると、インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に

比べ、デリバティブ取引経験率が高い。 

●デリバティブ取引の経験がある 79 人に、取引している(取引していた)デリバティブ取引の種

類を聞いたところ、｢国内の外為証拠金取引(ＦＸ)｣が 38.0％で最も高い。次いで｢国内の有

価証券関連先物(先渡)取引｣が 29.1％である。 

●属性別にみると、インターネット取引がある層では｢国内の外為証拠金取引(ＦＸ)｣(46.9％）

が高い。 

●取引している(取引していた)デリバティブ取引の目的では、国内の外為証拠金取引(ＦＸ)に

ついては｢短期的に儲ける｣が 63.3％であった。 

図表 107 デリバティブ取引経験-性・年代別【問 21】 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

現在取引を

行っている

1.7

2.0

1.4

1.9

0.9

3.1

1.6

1.0

1.6

以前取引を行ったことがあるが、

現在は行っていない

2.2

2.7

1.5

3.1

1.9

2.9

1.6

1.3

2.3

これまでに取引を

行ったことはない

93.7

93.5

94.1

94.3

95.9

93.2

95.7

95.2

91.0

無回答

2.4

1.9

3.0

0.6

1.3

0.7

1.2

2.6

5.1
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図表 108 デリバティブ取引経験-年収・時価総額別【問 21】 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式・投信ネット
取引あり

674

株式・投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

現在取引を

行っている

1.7

1.4

1.0

1.7

3.9

4.3

1.1

1.8

1.2

1.3

2.0

5.6

3.6

0.8

以前取引を行ったことがあるが、

現在は行っていない

2.2

1.6

2.7

2.6

2.8

2.6

2.3

1.6

1.9

2.3

3.0

2.2

3.7

1.5

これまでに取引を

行ったことはない

93.7

93.8

95.1

93.5

92.7

91.5

94.8

95.0

94.6

93.8

92.7

88.8

91.8

94.9

無回答

2.4

3.2

1.2

2.2

0.6

1.7

1.8

1.6

2.3

2.6

2.3

3.4

0.9

2.8
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図表 109 取引している(取引していた)デリバティブ取引の種類-性・年代別【問 22-①】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 110 取引している(取引していた)デリバティブ取引の種類-年収・時価総額別【問 22-①】 

 

   n
国内の外為
証拠金取引
(FX)

国内の
有価証券関連
先物(先渡)取引

国内の
有価証券関連
オプション取引

国内の
商品先物
(先渡)取引

カバード
ワラント

国内の商品
オプション取引

外国市場に
上場する
デリバティブ
取引等

その他 無回答

全　体 79

男　性 54

女　性 25

２０～３０代 8

４０代 9

５０代 25

６０～６４歳 8

６５～６９歳 7

７０歳以上 22

性
別

年
代
別

38.0

38.9

36.0

75.0

44.4

60.0

12.5

28.6

9.1

29.1

27.8

32.0

25.0

55.6

28.0

12.5

28.6

27.3

17.7

13.0

28.0

0.0

22.2

4.0

37.5

14.3

31.8

15.2

18.5

8.0

25.0

11.1

20.0

12.5

14.3

9.1

11.4

13.0

8.0

12.5

0.0

12.0

25.0

14.3

9.1

6.3

5.6

8.0

12.5

0.0

0.0

12.5

14.3

9.1

3.8

5.6

0.0

0.0

0.0

0.0

12.5

0.0

9.1

1.3

1.9

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

4.5

8.9

9.3

8.0

0.0

0.0

0.0

12.5

14.3

22.7

   n
国内の外為
証拠金取引
(FX)

国内の
有価証券関連
先物(先渡)取引

国内の
有価証券関連
オプション取引

国内の
商品先物
(先渡)取引

カバード
ワラント

国内の商品
オプション取引

外国市場に
上場する
デリバティブ
取引等

その他 無回答

全　体 79

３００万円
　　　　　未満

30

～５００万円
　　　　　未満

18

～７００万円
　　　　　未満

10

～１０００万円
　　　　　未満

12

１０００万円
　　　　　以上

8

１００万円
　　　　　未満

15

～３００万円
　　　　　未満

17

～５００万円
　　　　　未満

8

～１０００万円
　　　　　未満

11

～３０００万円
　　　　　未満

15

３０００万円
　　　　　以上

7

株式・投信ネッ
ト
取引あり

49

株式・投信ネッ
ト
取引あり

29

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

38.0

26.7

22.2

60.0

41.7

87.5

40.0

35.3

25.0

36.4

40.0

42.9

46.9

24.1

29.1

33.3

27.8

10.0

16.7

50.0

33.3

23.5

37.5

18.2

20.0

57.1

30.6

27.6

17.7

23.3

33.3

10.0

0.0

0.0

6.7

29.4

25.0

18.2

26.7

0.0

18.4

17.2

15.2

16.7

11.1

20.0

8.3

25.0

26.7

11.8

12.5

18.2

13.3

14.3

18.4

10.3

11.4

10.0

5.6

0.0

25.0

25.0

20.0

5.9

0.0

27.3

6.7

14.3

16.3

3.4

6.3

3.3

11.1

10.0

0.0

12.5

6.7

0.0

0.0

9.1

6.7

14.3

8.2

3.4

3.8

0.0

11.1

10.0

0.0

0.0

6.7

5.9

0.0

0.0

0.0

14.3

4.1

3.4

1.3

0.0

5.6

0.0

0.0

0.0

6.7

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.0

0.0

8.9

10.0

11.1

0.0

16.7

0.0

13.3

5.9

0.0

0.0

13.3

0.0

2.0

17.2
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図表 111 取引している(取引していた)デリバティブ取引の目的 

-(各デリバティブ取引経験者)【問 22-②】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

国内の有価証券
関連先物(先渡)取引

23

国内の有価証券
関連オプション取引

14

国内の商品
先物（先渡）取引

12

国内の商品
オプション取引

5

国内の外為
証拠金取引(FX)

30

カバード
ワラント

9

外国市場に
上場する
デリバティブ取引等

3

その他 1

長期の資産運用

43.5

42.9

0.0

20.0

26.7

0.0

33.3

0.0

短期的に儲ける

39.1

50.0

75.0

60.0

63.3

88.9

0.0

0.0

他の有価証券のヘッジ

4.3

7.1

8.3

0.0

0.0

0.0

33.3

0.0

その他

13.0

0.0

16.7

20.0

10.0

11.1

33.3

100.0

無回答

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
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６． 損失の繰越控除について 

（１） 損益通算制度・３年間の損失の繰越控除の認知状況 

●損益通算制度、３年間の損失の繰越控除の認知状況は、｢(損益通算制度、３年間の損失の繰

越控除)両方とも知っている｣は 25.5％、｢損益通算制度は知っている(が、３年間の損失の繰

越控除は知らない)｣が 12.4％、｢３年間の損失の繰越控除は知っている(が、損益通算制度は

知らない)｣が 3.8％、｢両方とも知らない｣は 57.4％であった。 

●属性別にみると、性別では、男性は｢(損益通算制度、３年間の損失の繰越控除)両方とも知っ

ている｣(31.7％)が、女性(17.2％)より高く、女性は｢両方とも知らない｣(65.4％)が男性

(51.5％)よりも高い。個人年収別では、1,000 万円以上の層で｢(損益通算制度、３年間の損

失の繰越控除)両方とも知っている｣が 41.9％と高い。保有する証券の時価総額別では、額が

高い層ほど｢(損益通算制度、３年間の損失の繰越控除)両方とも知っている｣が高い傾向が顕

著である。インターネット取引状況別では、取引がある層の｢(損益通算制度、３年間の損失

の繰越控除)両方とも知っている｣(42.7％)は、ない層(17.4％)と比べて高い。 

図表 112 損益通算制度・３年間の損失の繰越控除の認知状況-性・年代別【問 23】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

両方とも知っている

25.5

31.7

17.2

22.6

23.3

22.7

28.3

29.5

26.1

損益通算制度は知っている

12.4

12.0

13.0

13.8

9.5

15.9

14.2

11.5

10.7

３年間の損失の繰越控除は

知っている

3.8

4.1

3.4

1.3

3.5

2.9

2.4

4.5

5.6

両方とも知らない

57.4

51.5

65.4

61.6

63.4

57.7

54.7

52.6

56.5

無回答

0.9

0.8

1.0

0.6

0.3

0.7

0.4

1.9

1.1



 

93 

図表 113 損益通算制度・３年間の損失の繰越控除の認知状況 

-年収･時価総額・ネット取引状況別【問 23】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円未満 443

３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
           未満

301

３０００万円
           以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

両方とも知っている

25.5

19.7

30.0

28.7

30.7

41.9

14.7

16.4

25.9

27.0

47.5

66.3

42.7

17.4

損益通算制度は知っている

12.4

12.6

12.7

11.7

10.1

16.2

7.9

12.4

15.4

15.8

13.6

14.6

16.2

10.8

３年間の損失の繰越控除は

知っている

3.8

3.5

4.7

3.5

3.4

2.6

1.1

3.4

7.3

4.3

5.0

5.6

4.9

3.4

両方とも知らない

57.4

63.4

51.3

55.7

55.9

36.8

75.6

67.1

50.2

52.0

33.6

13.5

35.9

67.3

無回答

0.9

0.8

1.2

0.4

0.0

2.6

0.7

0.8

1.2

1.0

0.3

0.0

0.3

1.0
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（２） 損失の繰越控除利用経験 

●上場株式や株式投資信託の売買取引により生じた損失の繰越控除を｢利用したことがある｣は

14.7％、｢利用したことがない｣は 83.7％であった。 

●属性別にみると、性別では、男性(19.1％)は、女性(8.8％)より｢利用したことがある｣が高い。

年代別では、高年層ほど｢利用したことがある｣が高い傾向がある。保有する証券の時価総額

別では、額の高い層ほど｢利用したことがある｣が高い傾向があり、3,000 万円以上の層では

48.3％に達する。インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に

比べ、｢利用したことがある｣(28.3％)が高い。 

●繰越控除を利用したことがある 298 人に、上場株式等の損失は、翌年以降３年間で控除でき

たかを聞いてみると、｢３年間で控除できた｣は 53.4％であった。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ｢３年間で控除できた｣(55.4％)が高い。 

図表 114 損失の繰越控除利用経験-性・年代別【問 24-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

利用したことがある

14.7

19.1

8.8

6.9

10.7

12.3

16.1

17.3

18.8

利用したことがない

83.7

79.5

89.4

92.5

87.7

87.2

82.7

80.4

78.9

無回答

1.5

1.4

1.7

0.6

1.6

0.5

1.2

2.2

2.3
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図表 115 損失の繰越控除利用経験-年収･時価総額・ネット取引状況別【問 24-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

利用したことがある

14.7

10.8

20.7

12.6

17.3

23.1

5.2

7.4

15.4

14.1

33.2

48.3

28.3

8.3

利用したことがない

83.7

87.7

77.2

86.5

82.1

74.4

93.7

90.8

83.4

83.2

65.8

51.7

71.2

89.7

無回答

1.5

1.5

2.1

0.9

0.6

2.6

1.1

1.8

1.2

2.6

1.0

0.0

0.4

1.9
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図表 116 損失の繰越控除可否-性・年代別(繰越控除利用者)【問 24-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 117 損失の繰越控除可否-年収･時価総額・ネット取引状況別(繰越控除利用者)【問 24-2】 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 298

男　性 222

女　性 76

２０～３０代 11

４０代 34

５０代 51

６０～６４歳 41

６５～６９歳 54

７０歳以上 107

性
別

年
代
別

３年間で控除できた

53.4

55.4

47.4

63.6

55.9

52.9

63.4

44.4

52.3

３年間で控除できなかった

41.9

39.6

48.7

36.4

38.2

43.1

34.1

50.0

42.1

無回答

4.7

5.0

3.9

0.0

5.9

3.9

2.4

5.6

5.6

   n

全　体 298

３００万円
　　　　　未満

106

～５００万円
　　　　　未満

101

～７００万円
　　　　　未満

29

～１０００万円
　　　　　未満

31

１０００万円
　　　　　以上

27

１００万円
　　　　　未満

23

～３００万円
　　　　　未満

37

～５００万円
　　　　　未満

40

～１０００万円
　　　　　未満

43

～３０００万円
　　　　　未満

100

３０００万円
　　　　　以上

43

株式･投信ネット
取引あり

191

株式･投信ネット
取引なし・不明

105

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

３年間で控除できた

53.4

47.2

55.4

55.2

61.3

55.6

43.5

48.6

62.5

55.8

53.0

60.5

56.0

49.5

３年間で控除できなかった

41.9

47.2

40.6

37.9

35.5

40.7

52.2

45.9

35.0

39.5

40.0

37.2

40.3

43.8

無回答

4.7

5.7

4.0

6.9

3.2

3.7

4.3

5.4

2.5

4.7

7.0

2.3

3.7

6.7
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（３） 損失の繰越控除非利用理由 

●繰越控除を利用したことがない 1,695人に、利用したことがない理由を聞いたところ、｢譲渡

損失が発生したことがないため｣が 26.1％で最も高く、次いで｢やり方がわからないため｣が

25.0％であった。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ｢譲渡損失が発生したことがないため｣(28.9％)

が高い。年代別では、65歳以上で｢譲渡損失が発生したことがないため｣が約２割と低い。個

人年収別では、個人年収が高い層ほど｢譲渡損失が発生したことがないため｣が高い傾向があ

り、1,000 万円以上の層では 42.5％を占める。保有する証券の時価総額別では、3,000 万円

以上の層で｢確定申告が必要となるため｣が 26.1％と特に高い。インターネット取引状況別で

は、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢確定申告が必要となるため｣(15.2％)、｢譲

渡損失が発生したことがないため｣(29.6％)、｢やり方がわからないため｣(31.7％)が高い。 

図表 118 損失の繰越控除非利用理由-性・年代別（繰越控除非利用者）【問 24-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,695

男　性 924

女　性 771

２０～３０代 147

４０代 278

５０代 361

６０～６４歳 210

６５～６９歳 251

７０歳以上 448

性
別

年
代
別

確定申告が

必要となるため

9.2

10.3

7.9

9.5

8.3

9.1

7.1

10.0

10.3

譲渡損失が発生した

ことがないため

26.1

28.9

22.7

30.6

25.9

31.6

32.9

19.1

21.0

やり方が

わからないため

25.0

25.1

24.8

26.5

29.1

23.8

20.5

25.1

24.8

その他

5.0

4.1

6.1

3.4

2.2

4.2

5.7

9.6

5.1

わからない

30.0

27.5

33.1

29.3

28.4

28.3

28.6

29.9

33.5

無回答

4.7

4.1

5.4

0.7

6.1

3.0

5.2

6.4

5.4
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図表 119 損失の繰越控除非利用理由 

-年収･時価総額・ネット取引状況別（繰越控除非利用者）【問 24-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

全　体 1,695

３００万円
　　　　　未満

860

～５００万円
　　　　　未満

376

～７００万円
　　　　　未満

199

～１０００万円
　　　　　未満

147

１０００万円
　　　　　以上

87

１００万円
　　　　　未満

415

～３００万円
　　　　　未満

455

～５００万円
　　　　　未満

216

～１０００万円
　　　　　未満

253

～３０００万円
　　　　　未満

198

３０００万円
　　　　　以上

46

株式･投信ネット
取引あり

480

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,129

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

確定申告が

必要となるため

9.2

7.6

12.5

10.6

8.8

10.3

5.3

7.3

11.6

9.5

18.2

26.1

15.2

7.2

譲渡損失が発生した

ことがないため

26.1

22.7

25.5

28.6

34.7

42.5

23.9

27.3

25.9

32.4

25.3

34.8

29.6

24.8

やり方が

わからないため

25.0

24.2

26.9

25.1

21.8

27.6

23.4

23.3

28.2

28.1

24.2

26.1

31.7

22.5

その他

5.0

5.7

5.1

4.5

1.4

4.6

4.6

6.8

2.8

6.3

5.6

2.2

4.6

5.3

わからない

30.0

34.2

26.9

26.6

30.6

9.2

37.6

30.8

25.9

21.7

22.2

4.3

15.6

34.9

無回答

4.7

5.7

3.2

4.5

2.7

5.7

5.3

4.6

5.6

2.0

4.5

6.5

3.3

5.3
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７． 特定口座制度について 

（１） 特定口座開設状況 

●特定口座の開設状況について、特定口座を｢複数の金融機関で開設している｣は 18.8％、｢一

社の金融機関で開設している｣は 34.7％と、開設率は 53.5％であった。｢開設していない｣は

45.8％であった。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ｢複数の金融機関で開設している｣が高い。個

人年収別では、1,000 万円以上の層で｢複数の金融機関で開設している｣が 30.8％と他の層よ

りも高く、｢一社の金融機関で開設している｣(30.8％)と同じであった。保有する証券の時価

総額別にみると、額の高い層ほど開設率が高い傾向が顕著である。3,000万円以上の層では｢一

社の金融機関で開設している｣(29.2％)よりも｢複数の金融機関で開設している｣(56.2％)の

方が高く、半数以上の人が複数の金融機関で開設している。インターネット取引状況別では、

インターネット取引がある層はない層に比べ、｢複数の金融機関で開設している｣(34.9％)が

高い。 

図表 120 特定口座開設状況-性・年代別【問 25-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

複数の金融機関で

開設している

18.8

21.8

14.8

13.8

18.6

17.6

22.8

20.8

18.3

一社の金融機関で

開設している

34.7

34.8

34.7

32.7

30.0

34.5

37.0

34.9

37.0

開設していない

45.8

42.9

49.9

53.5

50.8

47.3

40.2

43.6

43.7

無回答

0.6

0.6

0.6

0.0

0.6

0.5

0.0

0.6

1.1
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図表 121 特定口座開設状況-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 25-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

複数の金融機関で

開設している

18.8

16.5

21.4

15.2

20.7

30.8

5.4

9.6

18.9

23.7

40.2

56.2

34.9

11.6

一社の金融機関で

開設している

34.7

34.6

36.6

40.4

27.9

30.8

27.8

36.5

43.6

38.8

37.2

29.2

38.7

34.0

開設していない

45.8

48.4

41.7

43.0

51.4

36.8

66.6

53.5

37.5

36.5

21.3

14.6

26.1

53.7

無回答

0.6

0.5

0.4

1.3

0.0

1.7

0.2

0.4

0.0

1.0

1.3

0.0

0.3

0.7
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（２） 特定口座の非開設理由 

●特定口座を開設していない 928 人に、開設していない理由を聞いたところ、｢特定口座制度が

よくわからない｣が 64.2％を占めた。次いで｢(毎年確定申告を行っているため)特定口座制度

を利用する必要がない｣が 14.9％である。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ｢(毎年確定申告を行っているため)特定口座制

度を利用する必要がない｣が高い。年代別では、高年層ほど｢(毎年確定申告を行っているため)

特定口座制度を利用する必要がない｣が高い。保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほ

ど｢(毎年確定申告を行っているため)特定口座制度を利用する必要がない｣が高くなる。 

図表 122 特定口座の非開設理由-性・年代別(非開設者)【問 25-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 928

男　性 498

女　性 430

２０～３０代 85

４０代 161

５０代 196

６０～６４歳 102

６５～６９歳 136

７０歳以上 248

性
別

年
代
別

特定口座制度を

利用する必要がない

14.9

18.1

11.2

9.4

7.5

9.2

14.7

22.1

22.2

特定口座制度が

よくわからない

64.2

63.3

65.3

76.5

70.8

66.3

63.7

58.8

57.3

その他

17.5

16.3

18.8

11.8

18.6

22.4

15.7

15.4

16.5

無回答

3.4

2.4

4.7

2.4

3.1

2.0

5.9

3.7

4.0
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図表 123 特定口座の非開設理由-年収･時価総額・ネット取引状況別(非開設者)【問 25-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 928

３００万円
　　　　　未満

475

～５００万円
　　　　　未満

203

～７００万円
　　　　　未満

99

～１０００万円
　　　　　未満

92

１０００万円
　　　　　以上

43

１００万円
　　　　　未満

295

～３００万円
　　　　　未満

268

～５００万円
　　　　　未満

97

～１０００万円
　　　　　未満

111

～３０００万円
　　　　　未満

64

３０００万円
　　　　　以上

13

株式･投信ネット
取引あり

176

株式･投信ネット
取引なし・不明

675

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

特定口座制度を

利用する必要がない

14.9

11.8

21.7

13.1

18.5

11.6

11.2

11.6

16.5

17.1

34.4

46.2

17.0

13.9

特定口座制度が

よくわからない

64.2

65.1

64.0

65.7

59.8

62.8

66.4

67.9

63.9

64.0

45.3

38.5

60.8

66.1

その他

17.5

18.7

11.8

19.2

20.7

20.9

19.7

17.2

17.5

13.5

17.2

7.7

18.2

16.7

無回答

3.4

4.4

2.5

2.0

1.1

4.7

2.7

3.4

2.1

5.4

3.1

7.7

4.0

3.3
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（３） 特定口座での損失の繰越控除利用経験 

●特定口座を開設している 1,084 人に、特定口座で保有している上場株式や株式投資信託の売

買取引により生じた損失について繰越控除を利用したことがあるか聞いたところ、｢利用した

ことがある｣は 20.8％、｢利用したことがない｣は 77.6％であった。 

●属性別にみると、性別では、男性(26.2％)は女性(12.6％)より｢利用したことがある｣が高い。

年代別では、高年層ほど｢利用したことがある｣が高い傾向がある。時価総額別では、1,000万

円以上の層で｢利用したことがある｣が特に高い。インターネット取引状況別では、インター

ネット取引がある層はない層に比べ、｢利用したことがある｣(30.0％)が高い。 

図表 124 特定口座での損失の繰越控除利用経験-性・年代別(開設者)【問 26-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,084

男　性 657

女　性 427

２０～３０代 74

４０代 154

５０代 216

６０～６４歳 152

６５～６９歳 174

７０歳以上 314

性
別

年
代
別

利用したことがある

20.8

26.2

12.6

10.8

16.9

18.1

19.1

23.6

26.4

利用したことがない

77.6

72.5

85.5

89.2

82.5

81.5

78.3

75.9

70.4

無回答

1.6

1.4

1.9

0.0

0.6

0.5

2.6

0.6

3.2
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図表 125 特定口座での損失の繰越控除利用経験 

-年収･時価総額・ネット取引状況別(開設者)【問 26-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,084

３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

282

～７００万円
　　　　　未満

128

～１０００万円
　　　　　未満

87

１０００万円
　　　　　以上

72

１００万円
　　　　　未満

147

～３００万円
　　　　　未満

231

～５００万円
　　　　　未満

162

～１０００万円
　　　　　未満

190

～３０００万円
　　　　　未満

233

３０００万円
　　　　　以上

76

株式･投信ネット
取引あり

496

株式･投信ネット
取引なし・不明

574

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

利用したことがある

20.8

16.4

26.2

17.2

27.6

30.6

10.9

11.7

18.5

15.3

35.6

44.7

30.0

13.2

利用したことがない

77.6

80.8

73.0

82.8

72.4

68.1

87.8

87.0

77.8

83.2

64.4

53.9

69.8

84.1

無回答

1.6

2.8

0.7

0.0

0.0

1.4

1.4

1.3

3.7

1.6

0.0

1.3

0.2

2.6
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（４） 特定口座での損失の繰越控除可否 

●特定口座で繰越控除を利用したことがある 226 人に、翌年以降３年間で控除できたか聞いた

ところ、｢３年間で控除できた｣は 59.3％であった。 

●属性別にみると、｢３年間で控除できた｣は女性(53.7％)よりも男性(61.0％)で高い。 

図表 126 特定口座での損失の繰越控除可否-性・年代別(利用者)【問 26-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 226

男　性 172

女　性 54

２０～３０代 8

４０代 26

５０代 39

６０～６４歳 29

６５～６９歳 41

７０歳以上 83

性
別

年
代
別

３年間で控除できた

59.3

61.0

53.7

75.0

61.5

53.8

72.4

58.5

55.4

３年間で控除できなかった

39.8

37.8

46.3

25.0

38.5

46.2

27.6

41.5

42.2

無回答

0.9

1.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.4
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図表 127 特定口座での損失の繰越控除可否-年収・時価総額・ネット取引状況別(利用者)【問 26-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 226

３００万円
　　　　　未満

82

～５００万円
　　　　　未満

74

～７００万円
　　　　　未満

22

～１０００万円
　　　　　未満

24

１０００万円
　　　　　以上

22

１００万円
　　　　　未満

16

～３００万円
　　　　　未満

27

～５００万円
　　　　　未満

30

～１０００万円
　　　　　未満

29

～３０００万円
　　　　　未満

83

３０００万円
　　　　　以上

34

株式･投信ネット
取引あり

149

株式･投信ネット
取引なし・不明

76

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

３年間で控除できた

59.3

52.4

58.1

68.2

66.7

68.2

56.3

51.9

66.7

51.7

60.2

67.6

61.1

56.6

３年間で控除できなかった

39.8

45.1

41.9

31.8

33.3

31.8

43.8

48.1

33.3

48.3

37.3

32.4

38.9

40.8

無回答

0.9

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.4

0.0

0.0

2.6
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（５） 特定口座での繰越控除非利用理由 

●特定口座で繰越控除を利用したことがない 841 人にその理由を聞いたところ、｢譲渡損失が発

生したことがないため｣が 43.4％と最も高い。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ、｢確定申告が必要となるため｣｢譲渡損失が発

生したことがないため｣が高い。年代別では、年代が上がるにつれて｢確定申告が必要となるた

め｣が増加傾向にある。保有する証券の時価総額別では、｢確定申告が必要となるため｣は 1,000

～3,000 万円未満の層で 22.7％、3,000万円以上の層では 29.3％と他の層に比べ高い。インタ

ーネット取引状況別では、取引がある層では｢確定申告が必要となるため｣(19.7％)、｢譲渡損

失が発生したことがないため｣(46.8％)が高く、ない層では｢わからない｣(32.9％)が高い。 

図表 128 特定口座での繰越控除非利用理由-性・年代別(非利用者)【問 26-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 841

男　性 476

女　性 365

２０～３０代 66

４０代 127

５０代 176

６０～６４歳 119

６５～６９歳 132

７０歳以上 221

性
別

年
代
別

確定申告が

必要となるため

16.4

19.5

12.3

13.6

15.7

15.9

16.0

16.7

18.1

譲渡損失が発生した

ことがないため

43.4

46.8

38.9

53.0

49.6

52.3

46.2

34.1

33.9

その他

7.8

7.6

8.2

1.5

3.1

5.1

7.6

14.4

10.9

わからない

30.3

25.0

37.3

30.3

29.1

25.6

27.7

31.1

35.7

無回答

2.0

1.1

3.3

1.5

2.4

1.1

2.5

3.8

1.4
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図表 129 特定口座での繰越控除非利用理由-年収･時価総額・ネット取引状況別(非利用者)【問 26-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 841

３００万円
　　　　　未満

405

～５００万円
　　　　　未満

206

～７００万円
　　　　　未満

106

～１０００万円
　　　　　未満

63

１０００万円
　　　　　以上

49

１００万円
　　　　　未満

129

～３００万円
　　　　　未満

201

～５００万円
　　　　　未満

126

～１０００万円
　　　　　未満

158

～３０００万円
　　　　　未満

150

３０００万円
　　　　　以上

41

株式･投信ネット
取引あり

346

株式･投信ネット
取引なし・不明

483

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

確定申告が

必要となるため

16.4

14.1

21.8

13.2

22.2

16.3

8.5

16.4

15.9

15.2

22.7

29.3

19.7

14.1

譲渡損失が発生した

ことがないため

43.4

37.3

43.2

53.8

52.4

57.1

52.7

40.3

49.2

43.7

36.0

48.8

46.8

41.2

その他

7.8

9.6

8.7

4.7

3.2

2.0

3.9

11.4

8.7

4.4

12.0

2.4

5.8

9.3

わからない

30.3

36.3

23.8

28.3

20.6

24.5

32.6

29.9

24.6

34.8

27.3

17.1

26.3

32.9

無回答

2.0

2.7

2.4

0.0

1.6

0.0

2.3

2.0

1.6

1.9

2.0

2.4

1.4

2.5
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８． ＮＩＳＡ(少額投資非課税制度)について 

（１） ＮＩＳＡ口座の開設状況と申込先 

●ＮＩＳＡ口座の開設状況と申込先については、｢証券会社に開設している｣が 37.2％、｢銀

行・信用金庫・信用組合などに開設している｣が 15.1％、｢郵便局に開設している｣が 0.7％

であり、合わせて 53.0％が既に口座を開設しており、その多くが証券会社を選んでいる。

また、｢今後、証券会社で申込む予定｣が 1.9％、｢今後、銀行・信用金庫・信用組合などで

申込む予定｣が 0.4％、｢今後、郵便局で申込む予定｣が 0.4％、｢今後、申込みたいが、どこ

で申込むかは決めていない｣が 6.7％であり、申込み予定の人においては申込先を決めてい

ない人が多い。 

●属性別にみると、性別では、｢銀行・信用金庫・信用組合などに開設している｣は男性より

も女性の方が高い。年代別では、60歳以上は 50代以下に比べて｢証券会社に開設している｣

が４割以上と高い。一方で、20～40 代では｢申込むつもりはない｣が４割台であった。保有

する証券の時価総額別では、額の高い層ほど口座開設率が高く、3,000 万円以上の層では

75.3％が開設している。保有金融資産別でも、額が高い層ほど口座開設率が高い傾向があ

る。インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢証券

会社に開設している｣が高く、｢銀行・信用金庫・信用組合などに開設している｣が低い。 

図表 130 ＮＩＳＡ口座の開設状況と申込先-性・年代別【問 27】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

証券会社に

開設している

37.2

38.8

35.0

28.3

27.1

33.8

40.9

41.3

43.8

銀行・信用

金庫・信用組合

などに開設している

15.1

12.0

19.3

15.1

12.3

14.7

21.3

13.5

15.0

郵便局に

開設している

0.7

0.6

0.8

1.9

0.9

0.2

0.8

0.3

0.7

今後、証券会社で

申込む予定

1.9

2.5

1.0

1.3

1.9

1.7

1.2

1.9

2.5

今後、銀行・信用

金庫・信用組合

などで申込む予定

0.4

0.3

0.7

1.3

0.6

0.5

0.0

0.6

0.2

今後、郵便局で

申込む予定

0.4

0.1

0.9

0.6

0.9

0.2

0.4

0.0

0.5

今後、申込みたいが、

どこで申込むかは

決めていない

6.7

7.6

5.6

7.5

12.6

10.4

5.5

2.6

3.3

申込む

つもりはない

37.3

38.0

36.2

44.0

43.5

38.2

29.9

39.7

33.1

無回答

0.3

0.2

0.5

0.0

0.0

0.2

0.0

0.0

0.9
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図表 131 ＮＩＳＡ口座の開設状況と申込先 

-年収・時価総額・保有金融資産・ネット取引状況別【問 27】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

１０万円未満 13

～５０万円
　　　　　未満

41

～１００万円
　　　　　未満

63

～３００万円
　　　　　未満

290

～５００万円
　　　　　未満

231

～１０００万円
　　　　　未満

403

～３０００万円
　　　　　未満

657

～５０００万円
　　　　　未満

183

５０００万円
　　　　　以上

116

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

保
有
金
融
資
産
別

証券会社に

開設している

37.2

36.6

40.5

35.2

34.1

37.6

20.8

28.7

41.3

46.4

58.8

61.8

23.1

14.6

28.6

31.0

29.9

35.5

42.8

43.2

47.4

50.3

32.4

銀行・信用

金庫・信用組合

などに開設している

15.1

16.5

16.6

11.7

8.9

14.5

10.6

17.2

17.0

18.1

12.0

13.5

0.0

7.3

11.1

14.5

13.0

16.4

15.4

17.5

18.1

10.5

18.0

郵便局に

開設している

0.7

0.6

0.8

0.9

0.0

0.9

0.5

1.0

0.8

1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

2.2

1.5

0.3

0.0

0.0

0.4

0.8

今後、証券会社で

申込む予定

1.9

1.3

2.3

1.3

2.8

5.1

1.1

2.8

1.9

1.6

2.0

1.1

0.0

0.0

3.2

2.1

1.7

2.0

2.0

0.5

2.6

2.4

1.7

今後、銀行・信用

金庫・信用組合

などで申込む予定

0.4

0.3

0.8

0.4

0.0

0.9

0.9

0.0

0.4

0.3

1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.4

0.5

0.5

1.1

0.0

0.3

0.6

今後、郵便局で

申込む予定

0.4

0.6

0.6

0.0

0.0

0.0

0.2

0.8

0.8

0.0

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.4

0.7

0.5

0.5

0.0

0.6

0.3

今後、申込みたいが、

どこで申込むかは

決めていない

6.7

5.5

6.4

9.1

10.6

7.7

9.5

7.2

6.9

6.6

3.7

3.4

0.0

9.8

4.8

8.3

7.8

7.4

6.2

6.6

3.4

8.3

6.0

申込む

つもりはない

37.3

38.1

31.6

41.3

43.6

33.3

56.2

42.1

30.9

25.7

21.9

20.2

76.9

68.3

52.4

43.1

44.2

35.5

32.3

30.1

28.4

27.0

39.7

無回答

0.3

0.4

0.4

0.0

0.0

0.0

0.2

0.2

0.0

0.3

0.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4

0.5

0.2

0.5

0.0

0.1

0.3
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（２） ＮＩＳＡの利用目的 

●ＮＩＳＡ口座を開設した、又は申込みを予定している 1,264 人に、ＮＩＳＡの利用目的を聞

いたところ、｢老後の資金づくり｣(49.4％)が最も高く、｢生活費の足し｣(22.9％)、｢旅行やレ

ジャー資金づくり｣(19.4％)が続く。一方、｢特に目的は考えていない｣は 31.1％であった。

属性別にみると、年代別では、40 代以下で｢子や孫の教育資金づくり｣｢耐久消費財などの購

入資金づくり｣が他の年代よりも高い。保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど｢老

後の資金づくり｣が高くなる。インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層

はない層に比べ、｢旅行やレジャー資金づくり｣(22.8％)が高い。 

●ＮＩＳＡに目的を持って利用している 824人に、最も重視する利用目的を聞いたところ、｢老

後の資金づくり｣(55.0％)が最も高く、次いで｢生活費の足し｣が 14.3％であった。属性別に

みると、性別では、｢生活費の足し｣は男性(52.6％)よりも女性(58.3％)が高い。年代別では、

50代で｢老後の資金づくり｣が高い。個人年収別では、1,000万円以上の層で｢老後の資金づく

り」が 69.1％となる。保有する証券の時価総額別にみると、3,000万円以上の層で｢子や孫へ

残す資金づくり｣が 18.8％と高い。 

図表 132 ＮＩＳＡの利用目的-性・年代別(複数回答)【問 30-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
老後の
資金づくり

生活費の
足し

旅行や
レジャー
資金づくり

子や孫へ
残す
資金づくり

子や孫の
教育
資金づくり

耐久消費財
などの購入
資金づくり

住宅購入の
ための
資金づくり

自身の結婚
資金づくり

その他
特に目的は
考えていない

無回答

全　体 1,264

男　性 718

女　性 546

２０～３０代 89

４０代 179

５０代 255

６０～６４歳 178

６５～６９歳 188

７０歳以上 375

性
別

年
代
別

49.4

49.3

49.5

41.6

39.1

56.5

52.8

45.2

51.7

22.9

23.3

22.5

23.6

19.6

22.7

29.2

21.8

22.1

19.4

21.2

17.0

19.1

21.2

16.9

20.2

22.9

18.1

12.3

12.8

11.7

11.2

8.9

11.4

15.2

12.2

13.6

8.3

8.6

7.9

21.3

15.1

6.7

2.8

4.3

7.7

7.6

9.7

4.8

13.5

14.0

5.9

6.7

6.4

5.3

1.7

1.8

1.6

9.0

3.9

0.8

2.2

0.0

0.3

0.3

0.6

0.0

4.5

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

4.8

4.7

4.9

11.2

3.9

5.5

5.1

3.7

3.7

31.1

29.8

32.8

31.5

33.5

29.8

27.5

38.8

28.5

3.7

3.5

4.0

1.1

3.9

2.4

3.4

3.2

5.6
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図表 133 ＮＩＳＡの利用目的-年収・時価総額・ネット取引状況別(複数回答)【問 30-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
老後の
資金づくり

生活費の
足し

旅行や
レジャー
資金づくり

子や孫へ
残す
資金づくり

子や孫の
教育
資金づくり

耐久消費財
などの購入
資金づくり

住宅購入の
ための
資金づくり

自身の結婚
資金づくり

その他
特に目的は
考えていない

無回答

全　体 1,264

３００万円
　　　　　未満

603

～５００万円
　　　　　未満

331

～７００万円
　　　　　未満

135

～１０００万円
　　　　　未満

101

１０００万円
　　　　　以上

78

１００万円
　　　　　未満

193

～３００万円
　　　　　未満

289

～５００万円
　　　　　未満

179

～１０００万円
　　　　　未満

225

～３０００万円
　　　　　未満

234

３０００万円
　　　　　以上

71

株式･投信ネット
取引あり

491

株式･投信ネット
取引なし・不明

754

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

49.4

49.8

46.5

47.4

56.4

52.6

37.8

44.3

51.4

53.3

57.7

60.6

49.5

49.3

22.9

26.4

22.7

15.6

13.9

21.8

25.4

20.4

24.0

23.1

24.4

21.1

21.0

24.4

19.4

17.9

20.2

23.0

23.8

15.4

18.7

15.9

16.2

23.6

23.5

26.8

22.8

17.4

12.3

11.8

11.2

14.8

16.8

12.8

7.3

10.7

8.4

14.7

18.4

22.5

12.4

12.2

8.3

7.8

7.9

6.7

14.9

9.0

9.3

8.3

6.7

8.9

7.7

7.0

9.0

7.7

7.6

6.3

7.9

12.6

7.9

7.7

8.8

7.6

3.4

10.7

6.8

7.0

8.8

7.0

1.7

1.2

2.4

1.5

2.0

3.8

3.1

1.4

0.0

0.4

2.6

2.8

3.7

0.5

0.3

0.0

1.2

0.0

0.0

0.0

0.5

0.0

0.0

1.3

0.0

0.0

0.6

0.1

4.8

4.6

3.9

8.1

5.0

5.1

5.7

5.2

2.2

4.0

6.0

7.0

6.1

4.0

31.1

31.3

32.9

30.4

27.7

28.2

35.8

34.6

36.3

23.6

24.4

31.0

30.8

31.3

3.7

4.3

3.9

5.2

0.0

1.3

3.6

3.8

2.8

4.4

3.0

1.4

2.0

4.5
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図表 134 ＮＩＳＡの最も重視する利用目的-性・年代別※単数回答【問 30-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

図表 135 ＮＩＳＡの最も重視する利用目的-年収・時価総額・ネット取引状況別※単数回答【問 30-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

   n
老後の
資金づくり

生活費の
足し

旅行や
レジャー
資金づくり

子や孫へ
残す
資金づくり

子や孫の
教育
資金づくり

耐久消費財
などの購入
資金づくり

住宅購入の
ための
資金づくり

自身の結婚
資金づくり

その他 無回答

全　体 824

男　性 479

女　性 345

２０～３０代 60

４０代 112

５０代 173

６０～６４歳 123

６５～６９歳 109

７０歳以上 247

性
別

年
代
別

55.0

52.6

58.3

35.0

43.8

67.1

55.3

52.3

57.5

14.3

15.7

12.5

11.7

16.1

9.2

17.1

15.6

15.8

11.5

12.5

10.1

11.7

14.3

6.4

12.2

16.5

11.3

5.8

7.3

3.8

5.0

3.6

3.5

8.1

4.6

8.1

4.0

2.9

5.5

11.7

9.8

2.9

0.8

2.8

2.4

2.5

2.7

2.3

6.7

5.4

4.0

0.8

0.0

1.2

1.0

0.8

1.2

6.7

2.7

0.0

0.8

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

4.5

4.2

4.9

10.0

4.5

5.8

4.1

5.5

2.0

1.3

1.3

1.4

1.7

0.0

1.2

0.8

2.8

1.6

   n
老後の
資金づくり

生活費の
足し

旅行や
レジャー
資金づくり

子や孫へ
残す
資金づくり

子や孫の
教育
資金づくり

耐久消費財
などの購入
資金づくり

住宅購入の
ための
資金づくり

自身の結婚
資金づくり

その他 無回答

全　体 824

３００万円
　　　　　未満

388

～５００万円
　　　　　未満

209

～７００万円
　　　　　未満

87

～１０００万円
　　　　　未満

73

１０００万円
　　　　　以上

55

１００万円
　　　　　未満

117

～３００万円
　　　　　未満

178

～５００万円
　　　　　未満

109

～１０００万円
　　　　　未満

162

～３０００万円
　　　　　未満

170

３０００万円
　　　　　以上

48

株式･投信ネット
取引あり

330

株式･投信ネット
取引なし・不明

484

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

55.0

54.9

54.1

50.6

52.1

69.1

41.0

52.8

64.2

59.3

52.9

60.4

51.8

56.6

14.3

16.2

17.7

10.3

2.7

10.9

18.8

14.0

16.5

12.3

16.5

2.1

13.6

15.1

11.5

10.8

11.5

16.1

15.1

1.8

17.1

11.2

11.9

13.0

10.0

6.3

11.2

11.8

5.8

5.9

4.8

4.6

11.0

5.5

3.4

4.5

4.6

4.9

8.2

18.8

5.8

6.0

4.0

4.1

3.3

2.3

6.8

3.6

6.8

6.2

0.0

3.7

2.4

0.0

3.9

3.9

2.5

1.5

2.4

6.9

4.1

1.8

5.1

3.4

1.8

2.5

0.6

2.1

3.3

2.1

1.0

1.0

1.0

1.1

1.4

0.0

1.7

1.1

0.0

0.0

2.4

0.0

2.1

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

4.5

3.9

2.9

8.0

6.8

7.3

6.0

5.1

0.9

3.1

5.3

8.3

6.1

3.5

1.3

1.5

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

1.7

0.0

1.2

1.8

2.1

2.1

0.8
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（３） ＮＩＳＡ口座での金融商品の購入資金 

●ＮＩＳＡ口座を開設した、又は申込みを予定している 1,264 人に、ＮＩＳＡ口座での金融商

品の購入資金を聞いたところ、｢預貯金｣が 57.9％を占めた。｢現在保有する株式を売却して(購

入)資金を確保｣(23.6％)、｢現在保有する投資信託を売却して(購入)資金を確保｣(17.1％)、

｢現在保有する公社債を売却して(購入)資金を確保｣(2.3％)のいずれかに回答した“株式・投

信・公社債売却 計”は、36.6％であり、｢月々の収入｣｢ボーナス｣のいずれかに回答した“月々

の収入・ボーナス 計”の 15.3％を上回る。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ｢現在保有する株式を売却して(購入)資金を確

保｣(28.1％)が高い。女性は｢現在保有する投資信託を売却して(購入)資金を確保｣(20.7％)

が高い。年代別では、若年層ほど“月々の収入・ボーナス 計”が高い傾向がある。一方、高

年層では“株式・投信・公社債売却 計”が高くなる。保有する証券の時価総額別では、額が

高い層ほど“株式・投信・公社債売却 計”が高く、500万円以上の層では４割以上となる。

インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢現在保有す

る株式を売却して(購入)資金を確保｣(31.4％)が特に高い。 

図表 136 ＮＩＳＡ口座での金融商品の購入資金-性・年代別(複数回答)【問 29】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※｢月々の収入・ボーナス計｣は、｢月々の収入(給与、年金など)｣又は｢ボーナス｣のいずれかに回答した人の比率。 

※｢株式・投信・公社債売却計｣は、｢現保有の株式を売却して確保｣、｢現保有の投資信託を売却して確保｣、｢現保有の公社債を売却して確保｣の 

いずれかに回答した人の比率。 

   n 預貯金
現在保有する
株式を売却して
資金を確保

現在保有する
投資信託を売
却して資金を確
保

月々の収入
（給与、
年金など）

ボーナス
現在保有する
公社債を売却し
て資金を確保

その他 わからない 無回答
月々の収入・
ボーナス
計

株式・投信・
公社債売却
計

全　体 1,264

男　性 718

女　性 546

２０～３０代 89

４０代 179

５０代 255

６０～６４歳 178

６５～６９歳 188

７０歳以上 375

性
別

年
代
別

57.9

57.2

58.8

64.0

53.6

56.1

63.5

64.4

53.9

23.6

28.1

17.6

15.7

17.3

21.6

26.4

23.9

28.3

17.1

14.3

20.7

7.9

14.5

16.5

20.8

16.0

19.7

12.3

13.2

11.0

18.0

21.8

14.1

9.6

8.0

8.5

5.1

6.8

2.9

15.7

12.3

9.4

1.7

0.5

0.3

2.3

2.4

2.2

0.0

1.1

2.0

3.9

3.2

2.4

4.3

4.6

3.8

1.1

2.8

4.7

5.6

4.8

4.5

6.4

6.0

7.0

7.9

5.6

7.5

5.6

4.8

6.9

4.4

3.8

5.3

2.2

3.9

2.0

4.5

6.4

5.9

15.3

17.1

12.8

27.0

26.8

20.8

10.7

8.5

8.8

36.6

38.2

34.4

22.5

29.1

35.3

40.4

36.2

42.7
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図表 137 ＮＩＳＡ口座での金融商品の購入資金 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(複数回答)【問 29】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※｢月々の収入・ボーナス計｣は、｢月々の収入(給与、年金など)｣又は｢ボーナス｣のいずれかに回答した人の比率。 

※｢株式・投信・公社債売却計｣は、｢現保有の株式を売却して確保｣、｢現保有の投資信託を売却して確保｣、｢現保有の公社債を売却して確保｣の 

いずれかに回答した人の比率。 

 

  

   n 預貯金
現在保有する
株式を売却して
資金を確保

現在保有する
投資信託を売
却して資金を確
保

月々の収入
（給与、
年金など）

ボーナス
現在保有する
公社債を売却し
て資金を確保

その他 わからない 無回答
月々の収入・
ボーナス
計

株式・投信・
公社債売却
計

全　体 1,264

３００万円
　　　　　未満

603

～５００万円
　　　　　未満

331

～７００万円
　　　　　未満

135

～１０００万円
　　　　　未満

101

１０００万円
　　　　　以上

78

１００万円
　　　　　未満

193

～３００万円
　　　　　未満

289

～５００万円
　　　　　未満

179

～１０００万円
　　　　　未満

225

～３０００万円
　　　　　未満

234

３０００万円
　　　　　以上

71

株式･投信ネット
取引あり

491

株式･投信ネット
取引なし・不明

754

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

57.9

56.4

58.3

54.8

61.4

65.4

51.3

59.9

57.5

60.0

60.7

57.7

59.3

56.9

23.6

23.2

23.3

25.9

27.7

20.5

17.6

20.4

25.7

25.8

28.2

33.8

31.4

19.1

17.1

20.9

15.4

13.3

8.9

11.5

7.8

17.0

16.8

22.2

20.9

22.5

14.5

19.2

12.3

8.6

13.9

16.3

17.8

19.2

21.2

11.4

8.4

8.9

12.0

14.1

14.5

11.0

5.1

1.2

4.5

8.9

20.8

12.8

10.4

4.2

4.5

5.3

3.0

4.2

8.4

3.1

2.3

2.2

2.4

1.5

4.0

1.3

0.0

1.7

2.2

2.7

3.4

5.6

2.2

2.4

4.3

4.0

4.8

6.7

2.0

3.8

4.1

2.4

3.4

3.6

7.7

4.2

5.1

3.8

6.4

7.8

5.7

4.4

3.0

6.4

11.9

8.3

4.5

5.3

3.8

2.8

3.7

8.1

4.4

5.5

5.1

4.4

0.0

0.0

2.1

4.8

5.0

3.6

3.4

4.2

3.1

4.9

15.3

9.3

16.6

21.5

29.7

26.9

26.9

14.2

10.6

12.9

13.2

15.5

18.7

13.1

36.6

40.1

35.0

31.9

34.7

28.2

25.4

35.3

38.0

42.2

41.5

47.9

39.9

35.3
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（４） ＮＩＳＡ口座での金融商品購入経験 

●ＮＩＳＡ口座を開設した 1,072 人に、ＮＩＳＡ口座での金融商品の購入経験を聞いたところ、

金融商品を｢購入したことがある｣が 66.9％、｢購入したことがない｣が 29.6％であった。 

●属性別にみると、保有する証券の時価総額別では、1,000万円以上の層で｢購入したことがあ

る｣が７割を超えている。インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はな

い層に比べ、｢購入したことがある｣が 77.7％と高い。 

図表 138 ＮＩＳＡ口座での金融商品購入経験-性・年代別(ＮＩＳＡ口座開設者)【問 28-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,072

男　性 597

女　性 475

２０～３０代 72

４０代 128

５０代 202

６０～６４歳 160

６５～６９歳 172

７０歳以上 338

性
別

年
代
別

購入したことがある

66.9

67.8

65.7

73.6

64.1

69.3

67.5

71.5

62.4

購入したことがない

29.6

28.5

30.9

26.4

32.8

29.7

27.5

25.0

32.2

無回答

3.5

3.7

3.4

0.0

3.1

1.0

5.0

3.5

5.3
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図表 139 ＮＩＳＡ口座での金融商品購入経験 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(ＮＩＳＡ口座開設者)【問 28-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

全　体 1,072

３００万円
　　　　　未満

527

～５００万円
　　　　　未満

282

～７００万円
　　　　　未満

110

～１０００万円
　　　　　未満

77

１０００万円
　　　　　以上

62

１００万円
　　　　　未満

141

～３００万円
　　　　　未満

235

～５００万円
　　　　　未満

153

～１０００万円
　　　　　未満

199

～３０００万円
　　　　　未満

213

３０００万円
　　　　　以上

67

株式･投信ネット
取引あり

413

株式･投信ネット
取引なし・不明

645

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

購入したことがある

66.9

67.4

66.3

64.5

67.5

69.4

57.4

61.3

66.7

66.8

77.9

76.1

77.7

60.8

購入したことがない

29.6

28.5

31.2

31.8

29.9

27.4

40.4

33.2

32.7

28.1

19.7

20.9

19.4

35.2

無回答

3.5

4.2

2.5

3.6

2.6

3.2

2.1

5.5

0.7

5.0

2.3

3.0

2.9

4.0
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（５） ＮＩＳＡ口座での金融商品の非購入理由 

●ＮＩＳＡ口座での金融商品の非購入者 317 人に対して、購入したことがない理由を聞いたと

ころ、｢特に急いで投資(を)する必要はない(ため)｣が 60.9％を占めて最も高い。次いで｢投資

する資金が確保できなかった(ため)｣が 20.2％、｢投資の時期を見極めている(ため)｣が 18.9％

であった。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性よりも｢投資の時期を見極めている(ため)｣(22.9％)、

「非課税枠の繰越しや再利用ができない制度｣(10.6％)等が高く、女性は男性よりも｢特に急

いで投資(を)する必要はない(ため)｣(63.9％)、｢口座開設の景品を目的としていた｣(14.3％)

が高い。保有する証券の時価総額別では、300 万円未満の層では｢投資する資金が確保できな

かった(ため)｣が他の層に比べ高い。インターネット取引状況別では、インターネット取引が

ある層はない層に比べ、｢投資の時期を見極めている(ため)｣(33.8％)が高く、一方、インタ

ーネット取引がない層は｢特に急いで投資(を)する必要はない(ため)｣(67.0％)が高い。 

●購入したことがない理由を回答した 314人に、最も当てはまる理由を聞いたところ、｢特に急

いで投資(を)する必要はない(ため)｣が 38.9％を占める。次いで｢投資する資金が確保できな

かった(ため)｣が 15.0％であった。インターネット取引状況別では、インターネット取引があ

る層はない層に比べ、｢投資の時期を見極めている(ため)｣(17.5％)、｢ＮＩＳＡでの投資に適

した金融商品がない｣(13.8％)が高い。一方、インターネット取引がない層では「特に急いで

投資(を)する必要はない(ため)｣が 45.1％を占めている。 

図表 140 ＮＩＳＡ口座での金融商品の非購入理由-性・年代別(非購入者) (複数回答)【問 28-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
特に急いで
投資する
必要はない

投資する
資金が確保
できなかった

投資の
時期を
見極めている

どの商品に
投資をするか
迷っている

ＮＩＳＡでの投資
に適した金融商
品がない

口座開設の
景品を目的
としていた

非課税保有
期間に５年の
制限がある

非課税枠の繰
越しや再利用が
できない制度

その他 無回答

全　体 317

男　性 170

女　性 147

２０～３０代 19

４０代 42

５０代 60

６０～６４歳 44

６５～６９歳 43

７０歳以上 109

性
別

年
代
別

60.9

58.2

63.9

68.4

50.0

60.0

56.8

55.8

67.9

20.2

21.8

18.4

10.5

33.3

21.7

13.6

11.6

22.0

18.9

22.9

14.3

10.5

23.8

23.3

20.5

18.6

15.6

12.6

11.2

14.3

26.3

14.3

20.0

15.9

9.3

5.5

11.4

10.0

12.9

10.5

14.3

10.0

13.6

7.0

11.9

9.8

5.9

14.3

36.8

11.9

8.3

11.4

4.7

6.4

8.2

11.2

4.8

0.0

4.8

6.7

9.1

11.6

10.1

6.3

10.6

1.4

0.0

9.5

6.7

4.5

11.6

4.6

7.9

8.2

7.5

15.8

2.4

6.7

6.8

14.0

7.3

0.9

0.6

1.4

0.0

0.0

0.0

4.5

2.3

0.0
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図表 141 ＮＩＳＡ口座での金融商品の非購入理由 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(非購入者) (複数回答)【問 28-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
特に急いで
投資する
必要はない

投資する
資金が確保
できなかった

投資の
時期を
見極めている

どの商品に
投資をするか
迷っている

ＮＩＳＡでの投資
に適した金融商
品がない

口座開設の
景品を目的
としていた

非課税保有
期間に５年の
制限がある

非課税枠の繰
越しや再利用が
できない制度

その他 無回答

全　体 317

３００万円
　　　　　未満

150

～５００万円
　　　　　未満

88

～７００万円
　　　　　未満

35

～１０００万円
　　　　　未満

23

１０００万円
　　　　　以上

17

１００万円
　　　　　未満

57

～３００万円
　　　　　未満

78

～５００万円
　　　　　未満

50

～１０００万円
　　　　　未満

56

～３０００万円
　　　　　未満

42

３０００万円
　　　　　以上

14

株式･投信ネット
取引あり

80

株式･投信ネット
取引なし・不明

227

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

60.9

62.7

63.6

57.1

56.5

47.1

68.4

62.8

56.0

60.7

42.9

71.4

42.5

67.0

20.2

22.7

18.2

17.1

17.4

17.6

31.6

25.6

22.0

14.3

11.9

0.0

16.3

22.5

18.9

15.3

19.3

20.0

39.1

17.6

15.8

20.5

18.0

17.9

28.6

21.4

33.8

14.1

12.6

12.0

10.2

22.9

13.0

11.8

14.0

16.7

16.0

12.5

7.1

7.1

15.0

11.9

11.4

8.0

14.8

14.3

8.7

17.6

12.3

6.4

16.0

8.9

19.0

14.3

16.3

9.7

9.8

14.7

4.5

14.3

0.0

0.0

15.8

11.5

10.0

8.9

4.8

0.0

6.3

9.7

8.2

8.0

10.2

5.7

4.3

5.9

5.3

2.6

12.0

12.5

9.5

28.6

10.0

7.9

6.3

5.3

6.8

2.9

13.0

11.8

1.8

3.8

6.0

3.6

19.0

21.4

15.0

3.5

7.9

8.7

6.8

5.7

4.3

11.8

8.8

3.8

6.0

5.4

16.7

14.3

11.3

6.6

0.9

2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

1.3

2.0

1.8

0.0

0.0

0.0

1.3



 

120 

図表 142 ＮＩＳＡ口座での金融商品の主な非購入理由-性・年代別(非購入者)※単数回答【問 28-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

図表 143 ＮＩＳＡ口座での金融商品の主な非購入理由  

-年収・時価総額・ネット取引状況別(非購入者)※単数回答【問 28-3】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

   n
特に急いで
投資する
必要はない

投資する
資金が確保
できなかった

投資の
時期を
見極めている

ＮＩＳＡでの投資
に適した金融商
品がない

口座開設の
景品を目的
としていた

何に投資を
するか
迷っている

非課税保有
期間に５年の
制限がある

非課税枠の繰
越しや再利用が
できない制度

その他 無回答

全　体 314

男　性 169

女　性 145

２０～３０代 19

４０代 42

５０代 60

６０～６４歳 42

６５～６９歳 42

７０歳以上 109

性
別

年
代
別

38.9

36.7

41.4

31.6

33.3

35.0

33.3

40.5

45.9

15.0

16.0

13.8

5.3

21.4

13.3

9.5

9.5

19.3

9.9

10.7

9.0

10.5

9.5

18.3

9.5

11.9

4.6

7.6

7.1

8.3

0.0

14.3

6.7

11.9

4.8

6.4

6.1

3.0

9.7

31.6

2.4

6.7

7.1

4.8

2.8

5.1

5.3

4.8

10.5

9.5

6.7

7.1

2.4

1.8

3.8

5.3

2.1

0.0

0.0

1.7

4.8

7.1

5.5

3.2

5.3

0.7

0.0

4.8

3.3

4.8

4.8

1.8

6.7

5.9

7.6

10.5

2.4

6.7

7.1

11.9

5.5

3.8

4.7

2.8

0.0

2.4

1.7

4.8

2.4

6.4

   n
特に急いで
投資する
必要はない

投資する
資金が確保
できなかった

投資の
時期を
見極めている

ＮＩＳＡでの投資
に適した金融商
品がない

口座開設の
景品を目的
としていた

何に投資を
するか
迷っている

非課税保有
期間に５年の
制限がある

非課税枠の繰
越しや再利用が
できない制度

その他 無回答

全　体 314

３００万円
　　　　　未満

147

～５００万円
　　　　　未満

88

～７００万円
　　　　　未満

35

～１０００万円
　　　　　未満

23

１０００万円
　　　　　以上

17

１００万円
　　　　　未満

57

～３００万円
　　　　　未満

77

～５００万円
　　　　　未満

49

～１０００万円
　　　　　未満

55

～３０００万円
　　　　　未満

42

３０００万円
　　　　　以上

14

株式･投信ネット
取引あり

80

株式･投信ネット
取引なし・不明

224

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

38.9

39.5

42.0

34.3

39.1

29.4

38.6

42.9

36.7

36.4

28.6

28.6

21.3

45.1

15.0

18.4

11.4

14.3

4.3

17.6

24.6

18.2

14.3

12.7

7.1

0.0

11.3

17.0

9.9

8.2

6.8

11.4

30.4

11.8

7.0

11.7

12.2

12.7

9.5

7.1

17.5

7.6

7.6

5.4

6.8

11.4

8.7

17.6

7.0

5.2

8.2

7.3

11.9

14.3

13.8

5.4

6.1

8.8

3.4

8.6

0.0

0.0

12.3

5.2

4.1

9.1

0.0

0.0

5.0

5.4

5.1

2.7

8.0

11.4

0.0

5.9

3.5

6.5

8.2

1.8

7.1

7.1

7.5

4.5

3.8

2.0

6.8

5.7

0.0

5.9

0.0

0.0

6.1

9.1

4.8

14.3

2.5

4.5

3.2

2.7

3.4

0.0

13.0

0.0

0.0

3.9

0.0

1.8

11.9

7.1

8.8

1.3

6.7

8.2

5.7

0.0

4.3

11.8

5.3

2.6

4.1

5.5

16.7

14.3

11.3

4.9

3.8

4.1

5.7

2.9

0.0

0.0

1.8

3.9

6.1

3.6

2.4

7.1

1.3

4.5
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（６） ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由 

●ＮＩＳＡを申込むつもりはない 754 人に、その理由を聞いたところ、｢制度が複雑でわかりづ

らい(こと)｣が 42.2％で最も高い。次いで｢口座開設手続きが面倒そう(なため)｣が 33.4％で

ある。 

●属性別にみると、性別では、女性は男性に比べ「制度が複雑でわかりづらい(こと)」、｢口座

開設手続きが面倒そう(なため)｣が高い。年代別では、若年層ほど｢口座開設手続きが面倒そ

う(なため)｣が高い傾向がある。保有する証券の時価総額別では、額が低い層ほど「投資する

資金が確保できなかった(ため)」が高く、額が高い層ほど「年間投資可能額が小さい(ため)」

が高い。インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢年

間投資可能額が小さい(ため)｣(25.8％)が高い。 

●申込むつもりはない理由を回答した 716人に、最も当てはまる理由を聞いたところ、｢制度が

複雑でわかりづらい(こと)｣が 27.2％を占めて最も高い。次いで｢投資する資金が確保できな

かった(ため)｣が 16.1％であった。属性別にみると、インターネット取引状況別では、インタ

ーネット取引がある層はない層に比べ、｢年間投資可能額が小さい(ため)｣｢ＮＩＳＡ口座以外

との間で損益通算ができない(ため)｣が高く、｢投資する資金が確保できなかった(ため)｣｢投

資したい金融商品が対象ではない(ため)｣が低かった。 

図表 144 ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由 

-性・年代別(ＮＩＳＡ非利用意向者)（複数回答）【問 33-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
制度が
複雑で
わかりづらい

口座開設
手続きが
面倒そう

投資する
資金が確保
できなかった

年間投資
可能額が
小さい

口座開設に
マイナンバー
提出を要する

非課税期間
が限定されて
いる

投資したい
金融商品が
対象では
ない

NISA口座以
外との間で損
益通算ができ
ない

口座開設
可能期間
の設定

非課税枠の
繰越しや
再利用が
できない

その他 無回答

全　体 754

男　性 442

女　性 312

２０～３０代 70

４０代 138

５０代 158

６０～６４歳 76

６５～６９歳 124

７０歳以上 188

性
別

年
代
別

42.2

37.8

48.4

41.4

48.6

44.9

43.4

34.7

39.9

33.4

29.4

39.1

40.0

42.8

39.9

28.9

27.4

24.5

21.4

20.6

22.4

25.7

23.9

24.1

26.3

24.2

11.7

16.7

19.5

12.8

17.1

12.3

15.2

14.5

22.6

18.1

8.1

6.6

10.3

4.3

8.7

9.5

13.2

8.9

5.3

7.4

8.4

6.1

8.6

8.7

7.6

10.5

8.1

4.3

4.4

5.9

2.2

4.3

0.7

5.1

6.6

4.8

5.3

4.1

6.1

1.3

5.7

4.3

2.5

5.3

4.0

4.3

3.4

4.5

1.9

1.4

2.9

4.4

6.6

3.2

2.7

2.5

2.9

1.9

0.0

2.9

1.3

5.3

4.8

1.6

23.1

22.4

24.0

18.6

16.7

20.9

23.7

29.0

27.1

5.0

5.2

4.8

0.0

2.9

5.1

3.9

3.2

10.1
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図表 145 ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(ＮＩＳＡ非利用意向者)（複数回答）【問 33-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
制度が
複雑で
わかりづらい

口座開設
手続きが
面倒そう

投資する
資金が確保
できなかった

年間投資
可能額が
小さい

口座開設に
マイナンバー
提出を要する

非課税期間
が限定されて
いる

投資したい
金融商品が
対象では
ない

NISA口座以
外との間で損
益通算ができ
ない

口座開設
可能期間
の設定

非課税枠の
繰越しや
再利用が
できない

その他 無回答

全　体 754

３００万円
　　　　　未満

374

～５００万円
　　　　　未満

154

～７００万円
　　　　　未満

95

～１０００万円
　　　　　未満

78

１０００万円
　　　　　以上

39

１００万円
　　　　　未満

249

～３００万円
　　　　　未満

211

～５００万円
　　　　　未満

80

～１０００万円
　　　　　未満

78

～３０００万円
　　　　　未満

66

３０００万円
　　　　　以上

18

株式･投信ネット
取引あり

182

株式･投信ネット
取引なし・不明

500

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

42.2

45.7

39.0

37.9

44.9

33.3

45.4

44.1

38.8

38.5

31.8

33.3

42.3

41.2

33.4

33.2

33.8

30.5

41.0

35.9

32.1

36.0

36.3

29.5

31.8

27.8

34.1

31.8

21.4

23.3

16.9

23.2

26.9

10.3

28.5

21.3

15.0

16.7

10.6

5.6

18.1

21.8

16.7

15.2

16.9

17.9

15.4

28.2

7.6

14.2

21.3

26.9

36.4

55.6

25.8

14.8

8.1

8.3

9.1

8.4

9.0

0.0

5.2

10.0

11.3

7.7

9.1

0.0

9.9

7.0

7.4

5.9

3.9

15.8

6.4

17.9

4.8

6.6

12.5

9.0

15.2

5.6

11.5

6.2

4.4

2.9

7.8

6.3

3.8

2.6

3.2

4.7

7.5

9.0

3.0

0.0

2.7

5.2

4.1

1.9

6.5

4.2

9.0

5.1

1.6

3.3

5.0

10.3

7.6

16.7

11.0

2.2

3.4

2.7

2.6

7.4

5.1

2.6

3.2

2.8

8.8

3.8

3.0

0.0

3.8

3.8

2.5

1.6

3.9

0.0

3.8

7.7

0.0

2.8

7.5

2.6

6.1

0.0

3.8

2.2

23.1

24.1

22.7

26.3

15.4

20.5

27.3

19.9

18.8

26.9

19.7

16.7

12.6

27.8

5.0

5.3

3.9

3.2

3.8

5.1

5.6

3.8

3.8

6.4

4.5

5.6

3.3

5.4
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図表 146 ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由として最も当てはまるもの 

-性・年代別(ＮＩＳＡ非利用意向者)※単数回答【問 33-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

 

図表 147 ＮＩＳＡを申込むつもりはない理由として最も当てはまるもの 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(ＮＩＳＡ非利用意向者)※単数回答【問 33-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

   n
制度が
複雑で
わかりづらい

投資する
資金が確保
できなかった

口座開設
手続きが
面倒そう

年間投資
可能額が
小さい

口座開設に
マイナンバー
提出を要する

投資したい
金融商品が
対象では
ない

非課税期間
が限定されて
いる

NISA口座以
外との間で損
益通算ができ
ない

口座開設
可能期間
の設定

非課税枠の
繰越しや
再利用が
できない

その他 無回答

全　体 716

男　性 419

女　性 297

２０～３０代 70

４０代 134

５０代 150

６０～６４歳 73

６５～６９歳 120

７０歳以上 169

性
別

年
代
別

27.2

24.3

31.3

22.9

27.6

28.0

24.7

18.3

35.5

16.1

15.5

16.8

20.0

19.4

18.0

17.8

17.5

8.3

14.7

14.1

15.5

21.4

19.4

19.3

12.3

9.2

8.9

11.5

14.8

6.7

7.1

8.2

9.3

12.3

16.7

13.6

2.5

1.9

3.4

1.4

2.2

3.3

1.4

4.2

1.8

2.2

3.1

1.0

2.9

0.7

2.0

1.4

3.3

3.0

2.0

2.4

1.3

2.9

3.0

1.3

5.5

0.8

0.6

1.5

2.4

0.3

1.4

0.7

0.7

2.7

2.5

1.8

1.0

1.0

1.0

0.0

0.7

0.0

2.7

0.8

1.8

0.4

0.7

0.0

0.0

1.5

0.0

0.0

0.0

0.6

19.3

18.9

19.9

18.6

14.2

17.3

17.8

23.3

23.1

1.7

1.0

2.7

1.4

2.2

0.7

1.4

3.3

1.2

   n
制度が
複雑で
わかりづらい

投資する
資金が確保
できなかった

口座開設
手続きが
面倒そう

年間投資
可能額が
小さい

口座開設に
マイナンバー
提出を要する

投資したい
金融商品が
対象では
ない

非課税期間
が限定されて
いる

NISA口座以
外との間で損
益通算ができ
ない

口座開設
可能期間
の設定

非課税枠の
繰越しや
再利用が
できない

その他 無回答

全　体 716

３００万円
　　　　　未満

354

～５００万円
　　　　　未満

148

～７００万円
　　　　　未満

92

～１０００万円
　　　　　未満

75

１０００万円
　　　　　以上

37

１００万円
　　　　　未満

235

～３００万円
　　　　　未満

203

～５００万円
　　　　　未満

77

～１０００万円
　　　　　未満

73

～３０００万円
　　　　　未満

63

３０００万円
　　　　　以上

17

株式･投信ネット
取引あり

176

株式･投信ネット
取引なし・不明

473

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

27.2

29.4

27.7

22.8

25.3

24.3

26.8

29.6

24.7

24.7

22.2

17.6

19.3

30.0

16.1

17.5

12.2

17.4

21.3

5.4

24.3

16.3

10.4

6.8

7.9

0.0

13.6

16.3

14.7

12.7

14.9

15.2

22.7

16.2

14.0

18.2

15.6

9.6

12.7

5.9

22.2

10.8

11.5

9.9

13.5

8.7

10.7

24.3

5.1

7.9

15.6

19.2

27.0

52.9

19.9

9.3

2.5

2.5

3.4

3.3

0.0

0.0

1.7

2.5

5.2

2.7

3.2

0.0

5.1

1.5

2.2

1.1

4.7

4.3

0.0

2.7

1.7

2.0

5.2

4.1

1.6

0.0

0.6

3.0

2.0

2.0

0.7

4.3

2.7

0.0

0.9

2.5

2.6

4.1

1.6

0.0

4.0

1.3

1.5

0.8

3.4

1.1

2.7

0.0

0.4

1.0

1.3

5.5

3.2

5.9

4.5

0.6

1.0

1.1

2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.0

2.6

1.4

0.0

0.0

0.6

1.3

0.4

0.3

0.0

0.0

0.0

5.4

0.0

0.5

1.3

1.4

0.0

0.0

0.6

0.4

19.3

19.8

17.6

20.7

14.7

21.6

22.6

16.7

15.6

19.2

17.5

11.8

9.1

23.5

1.7

2.8

0.0

2.2

0.0

0.0

2.6

1.0

0.0

1.4

3.2

5.9

0.6

2.1
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（７） ＮＩＳＡの改善してほしい点 

●ＮＩＳＡ口座を開設した、又は申込みを予定している 1,264 人に、ＮＩＳＡの改善してほし

い点について聞いたところ、｢非課税期間の拡充｣が 51.3％、｢年間投資可能額の拡大｣が

36.6％であった。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ｢非課税期間の拡充｣｢年間投資可能額の拡大｣

が特に高い。年代別では、20～30代で｢ＮＩＳＡ口座非課税枠の繰越しや再利用｣(32.6％)が

他の年代と比べて高い。個人年収別では、個人年収が高い層ほど｢非課税期間の拡充｣｢年間投

資可能額の拡大｣が高い傾向がある。保有する証券の時価総額別では、1,000万円以上の層で

｢非課税期間の拡充｣が約６割、｢年間投資可能額の拡大｣が約５割と高い。インターネット取

引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢非課税期間の拡充｣｢ＮＩＳＡ

口座非課税枠の繰越しや再利用｣｢一般・特定口座との間の損益通算｣が高い。 

●ＮＩＳＡの改善してほしい点がある 870人に、最も改善してほしい点を聞くと、｢非課税期間

の拡充｣が 43.2％と最も高く、次いで｢年間投資可能額の拡大｣が 22.2％であった。属性別に

みると、インターネット取引状況別では、インターネット取引がない層はある層に比べ、｢非

課税期間の拡充｣が高い。 

図表 148 ＮＩＳＡの改善してほしい点-性・年代別(複数回答)【問 32-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
非課税期間
の拡充

年間投資
可能額
の拡大

NISA口座
非課税枠の
繰越しや
再利用

口座開設可能
期間の恒久化

一般・特定口座
との間の
損益通算

NISA口座
投資可能
商品の拡大

その他 わからない 無回答

全　体 1,264

男　性 718

女　性 546

２０～３０代 89

４０代 179

５０代 255

６０～６４歳 178

６５～６９歳 188

７０歳以上 375

性
別

年
代
別

51.3

54.5

47.3

55.1

53.6

58.0

53.9

46.8

45.9

36.6

42.2

29.1

37.1

35.8

39.6

39.3

33.5

34.9

21.6

23.7

18.9

32.6

17.3

21.2

25.8

19.1

20.5

20.1

22.6

16.8

22.5

24.6

24.3

19.1

16.5

16.8

19.0

21.3

15.9

25.8

23.5

18.4

22.5

20.7

13.1

8.4

8.5

8.2

14.6

7.8

9.8

13.5

5.9

5.1

1.7

2.1

1.3

0.0

2.2

3.1

1.1

2.7

0.8

22.2

19.1

26.4

16.9

16.8

22.0

19.7

21.8

27.7

8.9

8.2

9.9

4.5

5.6

5.9

8.4

14.4

11.2
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図表 149 ＮＩＳＡの改善してほしい点-年収・時価総額・ネット取引状況別(複数回答)【問 32-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
非課税期間
の拡充

年間投資
可能額
の拡大

NISA口座
非課税枠の
繰越しや
再利用

口座開設可能
期間の恒久化

一般・特定口座
との間の
損益通算

NISA口座
投資可能
商品の拡大

その他 わからない 無回答

全　体 1,264

３００万円
　　　　　未満

603

～５００万円
　　　　　未満

331

～７００万円
　　　　　未満

135

～１０００万円
　　　　　未満

101

１０００万円
　　　　　以上

78

１００万円
　　　　　未満

193

～３００万円
　　　　　未満

289

～５００万円
　　　　　未満

179

～１０００万円
　　　　　未満

225

～３０００万円
　　　　　未満

234

３０００万円
　　　　　以上

71

株式･投信ネット
取引あり

491

株式･投信ネット
取引なし・不明

754

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

51.3

47.1

52.9

54.8

59.4

60.3

46.6

48.4

45.8

52.9

63.2

60.6

59.9

46.4

36.6

32.5

36.3

40.0

45.5

52.6

27.5

31.1

37.4

36.4

50.4

50.7

43.0

33.2

21.6

19.6

22.7

24.4

28.7

21.8

16.1

17.3

21.8

21.8

30.8

31.0

30.5

16.2

20.1

16.7

20.5

21.5

31.7

29.5

17.1

20.4

21.8

20.0

20.1

31.0

23.2

17.9

19.0

17.7

15.7

25.2

21.8

25.6

9.8

15.9

18.4

21.3

26.9

31.0

30.1

12.2

8.4

7.8

6.0

11.9

12.9

9.0

7.8

9.7

8.9

8.4

9.8

1.4

10.2

7.3

1.7

1.8

1.8

2.2

0.0

1.3

1.0

1.4

1.1

1.8

3.8

0.0

2.6

1.2

22.2

27.0

20.2

17.8

14.9

11.5

32.1

24.9

25.1

20.9

12.0

9.9

12.0

28.0

8.9

9.1

11.2

8.9

5.0

5.1

7.8

8.7

7.3

10.7

6.0

14.1

6.5

10.5
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図表 150 ＮＩＳＡの最も改善してほしい点-性・年代別※単数回答【問 32-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

 

図表 151 ＮＩＳＡの最も改善してほしい点-年収・時価総額・ネット取引状況別※単数回答【問 32-2】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

   n
非課税期間
の拡充

年間投資
可能額
の拡大

一般・特定口座
との間の
損益通算

NISA口座
非課税枠の
繰越しや
再利用

口座開設可能
期間の恒久化

NISA口座
投資可能
商品の拡大

その他 無回答

全　体 870

男　性 522

女　性 348

２０～３０代 70

４０代 139

５０代 184

６０～６４歳 128

６５～６９歳 120

７０歳以上 229

性
別

年
代
別

43.2

41.2

46.3

42.9

43.9

47.8

47.7

34.2

41.5

22.2

26.2

16.1

17.1

21.6

17.4

19.5

26.7

27.1

11.4

11.5

11.2

7.1

14.4

12.5

8.6

16.7

8.7

9.1

7.9

10.9

17.1

6.5

5.4

10.2

10.0

10.0

6.2

5.9

6.6

8.6

5.8

7.1

5.5

4.2

6.6

3.9

3.1

5.2

7.1

3.6

4.3

7.0

1.7

2.2

2.2

2.5

1.7

0.0

2.9

3.3

0.8

4.2

1.3

1.8

1.7

2.0

0.0

1.4

2.2

0.8

2.5

2.6

   n
非課税期間
の拡充

年間投資
可能額
の拡大

一般・特定口座
との間の
損益通算

NISA口座
非課税枠の
繰越しや
再利用

口座開設可能
期間の恒久化

NISA口座
投資可能
商品の拡大

その他 無回答

全　体 870

３００万円
　　　　　未満

385

～５００万円
　　　　　未満

227

～７００万円
　　　　　未満

99

～１０００万円
　　　　　未満

81

１０００万円
　　　　　以上

65

１００万円
　　　　　未満

116

～３００万円
　　　　　未満

192

～５００万円
　　　　　未満

121

～１０００万円
　　　　　未満

154

～３０００万円
　　　　　未満

192

３０００万円
　　　　　以上

54

株式･投信ネット
取引あり

400

株式･投信ネット
取引なし・不明

464

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

43.2

42.6

43.2

46.5

44.4

43.1

48.3

48.4

36.4

50.0

37.0

35.2

37.8

47.8

22.2

19.5

25.6

24.2

21.0

24.6

18.1

15.6

29.8

19.5

27.6

27.8

21.8

22.8

11.4

11.9

9.3

11.1

8.6

15.4

7.8

9.9

9.9

11.7

13.5

18.5

15.3

8.2

9.1

10.1

11.0

3.0

9.9

6.2

8.6

7.8

12.4

8.4

8.9

9.3

11.5

6.9

6.2

7.0

4.8

6.1

8.6

4.6

7.8

9.4

5.0

3.9

3.6

7.4

5.3

6.9

3.9

4.4

2.2

5.1

4.9

1.5

6.0

4.2

5.0

2.6

4.2

0.0

4.0

3.7

2.2

2.6

2.2

3.0

0.0

1.5

1.7

2.1

0.8

1.9

4.2

0.0

2.8

1.7

1.8

1.8

1.8

1.0

2.5

3.1

1.7

2.6

0.8

1.9

1.0

1.9

1.8

1.9
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（８） 非課税期間について 

●ＮＩＳＡに改善してほしい点がある 870 人に、非課税期間(５年間)について当てはまるもの

を聞くと、｢現行の非課税期間では短い｣が 64.4％と最も高く、｢非課税期間内に損失が発生し

ても他の利益と通算(が)できない(のが不満である)｣(35.9％)、「期限が来たときに手続きが

煩雑(である)｣(33.9％)が続く。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ｢非課税期間内に損失が発生しても他の利益と

通算(が)できない(のが不満である)｣が高い。年代別では、60～64 歳で｢期限が来たときに手

続きが煩雑(である)｣、65～69歳で「非課税期間内(に)損失が(発生しても)他(の)利益と通算

(が)できない(のが不満である)」が高い。保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど｢非

課税期間内に損失が発生しても他の利益と通算(が)できない(のが不満である)｣が高い傾向

がある。インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢非

課税期間内に損失が発生しても他の利益と通算(が)できない(のが不満である)｣(40.0％)が

高い。 

図表 152 非課税期間について-性・年代別(複数回答)【問 32-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
現行の
非課税期間では短い

非課税期間内に
損失が発生しても
他の利益と
通算できない

期限が
来たときに
手続きが煩雑

非課税期間終了後に
非課税口座以外に
払い出されると不利に
なる可能性がある

特にない その他 無回答

全　体 870

男　性 522

女　性 348

２０～３０代 70

４０代 139

５０代 184

６０～６４歳 128

６５～６９歳 120

７０歳以上 229

性
別

年
代
別

64.4

65.7

62.4

51.4

58.3

72.3

69.5

63.3

63.3

35.9

39.3

30.7

37.1

29.5

33.7

31.3

46.7

38.0

33.9

32.6

35.9

34.3

35.3

38.6

45.3

24.2

27.9

26.3

25.7

27.3

25.7

22.3

28.3

31.3

29.2

23.1

8.3

8.6

7.8

8.6

9.4

5.4

6.3

10.0

10.0

0.6

0.4

0.9

0.0

0.7

1.1

0.8

0.0

0.4

1.8

1.7

2.0

0.0

0.7

1.1

0.0

0.8

5.2
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図表 153 非課税期間について-年収・時価総額・ネット取引状況別(複数回答)【問 32-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n
現行の
非課税期間では短い

非課税期間内に
損失が発生しても
他の利益と
通算できない

期限が
来たときに
手続きが煩雑

非課税期間終了後に
非課税口座以外に
払い出されると不利に
なる可能性がある

特にない その他 無回答

全　体 870

３００万円
　　　　　未満

385

～５００万円
　　　　　未満

227

～７００万円
　　　　　未満

99

～１０００万円
　　　　　未満

81

１０００万円
　　　　　以上

65

１００万円
　　　　　未満

116

～３００万円
　　　　　未満

192

～５００万円
　　　　　未満

121

～１０００万円
　　　　　未満

154

～３０００万円
　　　　　未満

192

３０００万円
　　　　　以上

54

株式･投信ネット
取引あり

400

株式･投信ネット
取引なし・不明

464

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

64.4

62.9

66.1

66.7

66.7

64.6

70.7

62.0

57.9

63.6

70.8

64.8

62.5

65.7

35.9

34.3

41.0

34.3

30.9

32.3

22.4

26.6

35.5

38.3

44.8

53.7

40.0

32.8

33.9

34.3

30.8

37.4

37.0

35.4

36.2

38.0

32.2

33.1

33.9

22.2

34.3

33.8

26.3

29.1

22.5

24.2

27.2

24.6

17.2

26.6

22.3

27.9

29.7

37.0

28.0

25.0

8.3

8.3

7.9

7.1

11.1

7.7

10.3

8.3

10.7

6.5

6.8

3.7

9.0

7.8

0.6

1.0

0.0

0.0

0.0

1.5

0.0

0.0

0.8

0.6

1.0

0.0

1.0

0.2

1.8

1.3

2.6

3.0

1.2

1.5

1.7

0.5

2.5

3.2

2.1

0.0

1.3

2.4
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（９） ロールオーバーについて 

●ＮＩＳＡ口座を開設した、又は申込みを予定している 1,264 人に、ロールオーバーについて

知っていることを聞いたところ、｢翌年の非課税枠にロールオーバーできる(こと)｣が 16.9％、

｢ロールオーバーは 120万円まで(となること)」が 16.4％で、｢知らなかった」が 66.0％を占

める。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ「翌年の非課税枠にロールオーバーできる」｢ロ

ールオーバーは 120 万円まで(となること)」が高く、女性は男性に比べ｢知らなかった｣が高

い。年代別では、20～30 代で｢ロールオーバーした金額分、非課税枠が費消される｣が他の年

代に比べて高い。保有する証券の時価総額別では、額が低い層ほど｢知らなかった｣が高い。

インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢翌年の非課

税枠にロールオーバーできる｣(25.3％)が高く、取引がない層はある層に比べ、｢知らなかっ

た｣(69.5％)が高い。 

図表 154 ロールオーバーについて知っていること-性・年代別【問 30-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
翌年の非課税枠に
ロールオーバー
できる

ロールオーバーは
１２０万円まで
となる

ロールオーバーした
金額分、非課税枠が
費消される

ロールオーバーの
際は時価で
移管となる

知らなかった 無回答

全　体 1,264

男　性 718

女　性 546

２０～３０代 89

４０代 179

５０代 255

６０～６４歳 178

６５～６９歳 188

７０歳以上 375

性
別

年
代
別

16.9

21.2

11.4

24.7

14.5

16.9

18.0

17.0

15.7

16.4

18.9

13.0

23.6

15.1

11.4

19.7

13.3

18.7

8.1

9.7

6.0

19.1

8.9

5.9

9.6

5.3

7.5

6.6

8.4

4.2

12.4

8.4

7.5

7.3

2.7

5.3

66.0

62.7

70.3

64.0

70.4

72.2

61.2

68.1

61.3

7.0

6.4

7.7

1.1

4.5

5.5

6.2

8.5

10.1
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図表 155 ロールオーバーについて知っていること-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 30-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n
翌年の非課税枠に
ロールオーバー
できる

ロールオーバーは
１２０万円まで
となる

ロールオーバーした
金額分、非課税枠が
費消される

ロールオーバーの
際は時価で
移管となる

知らなかった 無回答

全　体 1,264

３００万円
　　　　　未満

603

～５００万円
　　　　　未満

331

～７００万円
　　　　　未満

135

～１０００万円
　　　　　未満

101

１０００万円
　　　　　以上

78

１００万円
　　　　　未満

193

～３００万円
　　　　　未満

289

～５００万円
　　　　　未満

179

～１０００万円
　　　　　未満

225

～３０００万円
　　　　　未満

234

３０００万円
　　　　　以上

71

株式･投信ネット
取引あり

491

株式･投信ネット
取引なし・不明

754

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

16.9

13.1

19.0

22.2

20.8

26.9

7.8

15.9

15.6

17.8

23.1

32.4

25.3

11.9

16.4

13.6

18.7

18.5

20.8

21.8

10.9

15.9

14.0

16.9

21.8

25.4

19.3

14.6

8.1

6.0

8.5

11.1

9.9

16.7

3.6

8.3

7.8

8.9

8.5

18.3

11.6

5.8

6.6

3.6

8.8

8.9

10.9

11.5

4.1

5.9

3.9

7.1

8.5

15.5

11.2

3.7

66.0

68.7

65.3

60.0

62.4

57.7

78.2

68.5

68.7

61.3

62.0

49.3

60.7

69.5

7.0

8.0

5.7

8.1

5.0

6.4

6.2

5.5

4.5

10.7

5.1

5.6

4.1

8.5
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（１０） ＮＩＳＡ口座での積立投資利用経験・利用意向 

●ＮＩＳＡ口座を開設した、又は申込みを予定している 1,264 人に、ＮＩＳＡ口座での積立投

資利用経験・利用意向を聞いたところ、｢既に利用している｣が 11.6％、｢利用したいと思う｣

が 21.0％で、｢利用したいと思わない｣が 56.3％を占める。 

●属性別にみると、年代別では、50 代以下で｢利用したいと思う｣が約３割と、60歳以上に比べ

て高い。 

図表 156 ＮＩＳＡ口座での積立投資利用経験・利用意向-性・年代別【問 31-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,264

男　性 718

女　性 546

２０～３０代 89

４０代 179

５０代 255

６０～６４歳 178

６５～６９歳 188

７０歳以上 375

性
別

年
代
別

既に利用している

11.6

10.9

12.5

11.2

11.2

8.2

9.6

13.3

14.1

利用したいと思う

21.0

21.0

20.9

28.1

31.8

27.1

17.4

14.4

14.9

利用したいと思わない

56.3

57.4

54.8

56.2

48.0

56.9

64.0

55.9

56.3

無回答

11.2

10.7

11.9

4.5

8.9

7.8

9.0

16.5

14.7
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図表 157 ＮＩＳＡ口座での積立投資利用経験・利用意向 

-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 31-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 1,264

３００万円
　　　　　未満

603

～５００万円
　　　　　未満

331

～７００万円
　　　　　未満

135

～１０００万円
　　　　　未満

101

１０００万円
　　　　　以上

78

１００万円
　　　　　未満

193

～３００万円
　　　　　未満

289

～５００万円
　　　　　未満

179

～１０００万円
　　　　　未満

225

～３０００万円
　　　　　未満

234

３０００万円
　　　　　以上

71

株式･投信ネット
取引あり

491

株式･投信ネット
取引なし・不明

754

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

既に利用している

11.6

12.6

11.2

9.6

5.9

14.1

11.4

9.7

8.9

14.2

12.8

12.7

10.2

12.7

利用したいと思う

21.0

18.6

21.5

27.4

22.8

24.4

23.8

24.9

17.3

21.3

15.8

18.3

22.2

19.9

利用したいと思わない

56.3

56.9

55.9

49.6

65.3

51.3

51.8

54.7

65.9

51.1

65.4

56.3

60.5

53.7

無回答

11.2

11.9

11.5

13.3

5.9

10.3

13.0

10.7

7.8

13.3

6.0

12.7

7.1

13.7
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（１１） ＮＩＳＡ口座での毎月の積立意向額(現在積立額) 

●ＮＩＳＡ口座で積立投資を利用している(利用したいと思う)411 人に、毎月の積立意向額(現

在積立額)を聞いたところ、｢１万円未満｣(20.7％)、｢１～３万円未満｣(47.4％)を合わせた“３

万円未満”が 68.1％を占める。 

●属性別にみると、年代別では、50代以下は 60歳以上に比べ“３万円未満”が高い。個人年収

別では、1,000 万円以上の層で｢３～５万円未満｣が 23.3％と高い。保有する証券の時価総額

別では、100 万円未満の層で｢１万円未満｣(32.4％)が高い。 

図表 158 ＮＩＳＡ口座での毎月の積立意向額(現在積立額)-性・年代別【問 31-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 411

男　性 229

女　性 182

２０～３０代 35

４０代 77

５０代 90

６０～６４歳 48

６５～６９歳 52

７０歳以上 109

性
別

年
代
別

１万円未満

20.7

20.5

20.9

20.0

20.8

28.9

10.4

21.2

18.3

１～３万円未満

47.4

45.0

50.5

62.9

54.5

52.2

45.8

34.6

40.4

３～５万円未満

12.4

13.1

11.5

11.4

10.4

10.0

10.4

17.3

14.7

５～７万円未満

2.2

3.1

1.1

0.0

3.9

1.1

2.1

3.8

1.8

７～１０万円未満

5.6

5.7

5.5

0.0

5.2

2.2

10.4

5.8

8.3

１０万円以上

4.9

7.0

2.2

2.9

3.9

1.1

8.3

11.5

4.6

無回答

6.8

5.7

8.2

2.9

1.3

4.4

12.5

5.8

11.9
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図表 159 ＮＩＳＡ口座での毎月の積立意向額(現在積立額) 

-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 31-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

全　体 411

３００万円
　　　　　未満

188

～５００万円
　　　　　未満

108

～７００万円
　　　　　未満

50

～１０００万円
　　　　　未満

29

１０００万円
　　　　　以上

30

１００万円
　　　　　未満

68

～３００万円
　　　　　未満

100

～５００万円
　　　　　未満

47

～１０００万円
　　　　　未満

80

～３０００万円
　　　　　未満

67

３０００万円
　　　　　以上

22

株式･投信ネット
取引あり

159

株式･投信ネット
取引なし・不明

246

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

１万円未満

20.7

24.5

18.5

24.0

20.7

3.3

32.4

28.0

21.3

8.8

9.0

22.7

23.9

18.3

１～３万円未満

47.4

47.3

46.3

46.0

55.2

43.3

50.0

57.0

55.3

43.8

38.8

22.7

46.5

49.2

３～５万円未満

12.4

11.2

14.8

8.0

10.3

23.3

10.3

4.0

14.9

18.8

13.4

22.7

10.7

13.4

５～７万円未満

2.2

0.5

1.9

6.0

0.0

10.0

0.0

2.0

0.0

3.8

6.0

0.0

1.9

2.0

７～１０万円未満

5.6

4.3

6.5

8.0

6.9

3.3

1.5

4.0

2.1

8.8

7.5

13.6

6.3

5.3

１０万円以上

4.9

5.3

1.9

8.0

6.9

3.3

0.0

1.0

2.1

3.8

14.9

13.6

5.0

4.1

無回答

6.8

6.9

10.2

0.0

0.0

13.3

5.9

4.0

4.3

12.5

10.4

4.5

5.7

7.7
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（１２） 株式数比例配分方式の認知状況 

●株式数比例配分方式の認知状況について、｢(｢株式数比例配分方式｣を知っており、)既に証券

会社で手続を行っている｣のは 18.8％で、これに｢(｢株式数比例配分方式｣を知っており、)今

後証券会社で手続を行う予定である｣(2.3％)、｢(｢株式数比例配分方式｣は)知っているが、(証

券会社で)手続きを行う予定はない｣(8.3％)を合わせた認知率は 29.4％となる。 

●属性別にみると、性別では、｢(｢株式数比例配分方式｣を知っており、)既に証券会社で手続を

行っている｣は男性の方が高い。保有する証券の時価総額別では、額の高い層ほど｢(｢株式数

比例配分方式｣を知っており、)既に証券会社で手続を行っている｣が高い傾向がある。インタ

ーネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢(｢株式数比例配分

方式｣を知っており、)既に証券会社で手続を行っている｣(30.4％)が高く、取引がない層はあ

る層に比べ、｢初めて知った｣(74.1％)が高い。 

図表 160 株式数比例配分方式の認知状況-性・年代別【問 34】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

既に証券会社で

手続を行っている

18.8

20.9

15.9

20.8

13.9

15.0

21.3

18.3

22.9

今後証券会社で

手続を行う予定である

2.3

2.8

1.6

0.6

1.6

2.4

2.8

3.5

2.1

知っているが、

手続きを行う予定はない

8.3

8.6

7.8

5.7

6.6

8.0

7.1

9.6

9.9

初めて知った

69.1

65.9

73.4

73.0

77.9

74.2

68.1

67.0

61.1

無回答

1.6

1.8

1.3

0.0

0.0

0.5

0.8

1.6

4.0
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図表 161 株式数比例配分方式の認知状況-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 34】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円未満 443

３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
           未満

301

３０００万円
           以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

既に証券会社で

手続を行っている

18.8

15.5

22.8

19.6

20.1

24.8

8.8

15.0

20.5

21.1

33.6

37.1

30.4

13.9

今後証券会社で

手続を行う予定である

2.3

1.7

1.8

4.3

3.4

3.4

1.1

1.8

4.2

3.6

1.7

3.4

2.4

2.4

知っているが、

手続きを行う予定はない

8.3

8.7

7.2

7.8

8.9

9.4

6.3

7.6

10.4

10.2

8.6

15.7

9.1

7.7

初めて知った

69.1

72.4

66.5

66.5

67.0

60.7

83.1

74.3

64.1

61.5

54.8

42.7

57.3

74.1

無回答

1.6

1.7

1.6

1.7

0.6

1.7

0.7

1.4

0.8

3.6

1.3

1.1

0.9

1.9
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（１３） ジュニアＮＩＳＡの利用意向 

●ジュニアＮＩＳＡの利用意向について、｢是非利用したい｣(1.8％)と｢利用したい｣(5.9％)を

合わせた“利用意向あり”は 7.7％であった。 

●属性別にみると、年代別では、20～30代で“利用意向あり”(15.7％)が他の年代よりも高い。

保有する証券の時価総額別では、3,000万円以上の層で“利用意向あり”が 20.2％となった。

インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層(12.2％)は、ない層(5.8％)

よりも“利用意向あり”が高い。 

図表 162 ジュニアＮＩＳＡの利用意向-性・年代別【問 35-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

是非利用したい

1.8

2.2

1.4

2.5

2.8

1.9

1.2

1.3

1.6

利用したい

5.9

6.3

5.3

13.2

6.3

5.6

5.1

4.8

4.8

どちらともいえない

20.8

20.7

20.9

29.6

23.3

22.7

20.9

16.0

18.0

利用する気はない

46.7

45.0

49.1

29.6

38.5

42.8

51.6

59.0

50.2

わからない

23.6

24.4

22.5

25.2

28.4

26.3

21.3

18.6

22.2

無回答

1.2

1.5

0.8

0.0

0.6

0.7

0.0

0.3

3.3
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図表 163 ジュニアＮＩＳＡの利用意向-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 35-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円未満 443

３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
           未満

301

３０００万円
           以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

是非利用したい

1.8

1.2

1.6

3.0

2.2

4.3

0.9

1.2

0.4

2.3

4.0

5.6

3.7

1.0

利用したい

5.9

4.9

6.4

7.0

8.9

5.1

5.2

4.6

4.6

6.9

6.3

14.6

8.5

4.8

どちらともいえない

20.8

20.1

18.3

22.2

25.1

29.1

19.6

23.4

22.0

18.1

22.3

16.9

25.1

18.4

利用する気はない

46.7

48.8

49.7

42.2

38.0

40.2

44.5

45.3

49.8

46.7

47.8

51.7

42.6

49.0

わからない

23.6

23.8

22.4

25.2

25.1

19.7

29.1

24.6

22.4

23.0

18.6

11.2

19.3

25.6

無回答

1.2

1.2

1.6

0.4

0.6

1.7

0.7

1.0

0.8

3.0

1.0

0.0

0.9

1.2
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（１４） ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由 

●ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない 1,843 人に、その理由を聞いたところ、｢(ジュニアＮＩ

ＳＡ制度の)内容がよくわからない(ため)｣(25.2％)、｢投資資金として確保できる資金がない

(ため)｣(18.6％)の順に高い。 

●属性別にみると、性別では、男性は女性に比べ「年間投資可能額が小さい｣が高い。年代別で

は、20～30 代で「18 歳まで資金(に)払出しの制限が課される(ため)｣が 20.9％と高い。保有

する証券の時価総額別では、額が高い層ほど「年間投資可能額が小さい｣が高い傾向があり、

3,000万円以上の層では 23.9％となる。額が低い層ほど、｢(ジュニアＮＩＳＡ制度の)内容が

よくわからない(ため)｣｢投資資金として確保できる資金がない(ため)｣が高い。インターネッ

ト取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比べ、｢18歳まで資金(に)払出し

の制限が課される(ため)｣｢非課税保有期間に５年の制限がある｣が高い。 

●ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由がある 1,317 人に、その理由として最も当てはまる

ものを聞いたところ、｢(ジュニアＮＩＳＡ制度の)内容がよくわからない(ため)｣が 24.2％と

最も高く、次いで｢投資資金として確保できる資金がない(ため)｣が 19.4％となった。属性別

にみると、性別では、女性は男性に比べ「(ジュニアＮＩＳＡ制度の)内容がよくわからない(た

め)」が高い。年代別では、若年層ほど「(ジュニアＮＩＳＡ制度の)内容がよくわからない(た

め)」が高い傾向がある。個人年収別では、個人年収が低い層ほど｢投資資金として確保でき

る資金がない(ため)｣が高い。 
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図表 164 ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由-性・年代別（複数回答）【問 35-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
内容が
よくわからない

投資資金
として
確保できる
資金がない

１８歳まで
資金に払出し
の制限が
課される

非課税保有
期間に５年の
制限がある

既に子・孫の
資金準備が
できている

年間投資
可能額が
小さい

関係者が
複数に
わたり
調整が面倒

ジュニアＮＩＳＡ
制度が時限
措置である

全　体 1,843

男　性 1,046

女　性 797

２０～３０代 134

４０代 286

５０代 380

６０～６４歳 238

６５～６９歳 292

７０歳以上 513

性
別

年
代
別

25.2

23.5

27.4

29.9

33.6

30.0

25.2

20.9

18.1

18.6

17.1

20.6

14.9

21.0

18.9

17.2

19.9

17.9

10.7

12.8

8.0

20.9

13.6

9.7

9.2

8.2

9.4

10.4

12.2

7.9

9.0

13.3

11.6

13.0

7.9

8.4

9.7

11.1

7.9

6.7

8.7

7.1

10.5

11.0

11.9

9.0

11.8

5.3

4.5

7.7

9.2

9.7

7.9

10.9

8.7

7.8

9.8

8.2

7.3

7.9

9.7

11.0

8.4

7.1

7.9

5.9

9.0

6.6

10.3

8.8

4.5

5.1

   n

全　体 1,843

男　性 1,046

女　性 797

２０～３０代 134

４０代 286

５０代 380

６０～６４歳 238

６５～６９歳 292

７０歳以上 513

性
別

年
代
別

口座開設に
マイナンバー
の提出が
求められる

投資商品を
売却しても、
損益通算
できない

非課税枠の
繰越し・
再利用が
できない

教育資金
一括贈与
制度を
利用している

投資したい
金融商品が
対象外

その他 わからない 無回答

6.6

5.2

8.4

6.7

7.7

7.9

6.3

5.5

5.7

3.2

3.4

2.9

2.2

2.1

3.4

1.7

3.4

4.5

1.9

2.6

1.0

0.7

1.4

2.9

0.8

1.4

2.5

1.8

1.7

1.9

0.7

1.4

1.1

1.3

1.4

3.3

1.8

2.1

1.4

3.7

1.7

0.5

1.3

1.4

2.7

9.1

9.5

8.7

7.5

7.3

9.2

12.2

8.9

9.2

26.4

25.7

27.2

26.1

24.8

24.5

22.3

26.4

30.6

2.2

2.3

2.0

1.5

1.4

2.1

1.3

2.7

2.9
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図表 165 ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由 

-年収・時価総額・ネット取引状況別（複数回答）【問 35-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
内容が
よくわからない

投資資金と
して確保できる
資金がない

１８歳まで資金
に払出しの制限
が課される

非課税保有
期間に５年の
制限がある

既に子・孫の
資金準備が
できている

年間投資
可能額が
小さい

関係者が
複数にわたり
調整が面倒

ジュニアＮＩＳＡ
制度が時限
措置である

全　体 1,843

３００万円
　　　　　未満

909

～５００万円
　　　　　未満

440

～７００万円
　　　　　未満

206

～１０００万円
　　　　　未満

158

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円
　　　　　未満

413

～３００万円
　　　　　未満

467

～５００万円
　　　　　未満

244

～１０００万円
　　　　　未満

267

～３０００万円
　　　　　未満

267

３０００万円
　　　　　以上

71

株式･投信ネット
取引あり

586

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,170

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

25.2

24.0

26.4

26.7

27.8

26.0

33.2

27.4

21.7

24.0

17.6

12.7

25.8

24.8

18.6

22.4

17.5

12.1

15.2

8.7

21.8

21.4

18.0

16.1

15.0

7.0

18.8

18.4

10.7

8.1

10.9

13.1

22.8

10.6

8.2

10.1

12.7

10.1

14.6

15.5

20.5

6.2

10.4

8.1

10.5

17.5

13.3

12.5

8.0

10.3

12.3

11.6

9.7

19.7

17.2

7.4

9.7

7.2

11.6

12.6

13.9

14.4

7.3

7.7

9.4

12.4

15.0

15.5

9.4

10.0

9.0

6.7

9.8

9.2

14.6

15.4

4.4

6.6

9.8

8.2

18.4

23.9

11.9

7.7

8.7

7.9

10.2

10.2

6.3

11.5

6.1

6.0

7.8

14.6

13.1

11.3

9.6

8.3

7.1

5.3

7.7

11.2

9.5

8.7

5.1

4.9

6.6

9.0

11.2

14.1

10.6

5.7

   n

全　体 1,843

３００万円
　　　　　未満

909

～５００万円
　　　　　未満

440

～７００万円
　　　　　未満

206

～１０００万円
　　　　　未満

158

１０００万円
　　　　　以上

104

１００万円
　　　　　未満

413

～３００万円
　　　　　未満

467

～５００万円
　　　　　未満

244

～１０００万円
　　　　　未満

267

～３０００万円
　　　　　未満

267

３０００万円
　　　　　以上

71

株式･投信ネット
取引あり

586

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,170

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

口座開設にマイ
ナンバーの提出
が求められる

投資商品を売却
しても、損益
通算できない

非課税枠の
繰越し・再利用
ができない

教育資金
一括贈与制度を
利用している

投資したい
金融商品が
対象外

その他 わからない 無回答

6.6

7.7

6.4

4.4

6.3

3.8

6.5

5.6

6.1

9.7

6.0

5.6

8.4

5.8

3.2

3.2

3.4

2.9

3.2

2.9

1.9

1.9

3.3

3.0

5.6

9.9

4.9

2.3

1.9

1.4

1.4

2.4

5.7

1.9

0.7

1.5

3.3

1.5

3.0

2.8

2.2

1.6

1.8

1.8

2.3

1.9

1.3

1.0

0.5

1.3

2.5

3.4

2.6

2.8

1.7

2.0

1.8

1.5

3.0

0.5

1.9

1.0

1.7

1.5

2.5

2.2

2.2

0.0

1.5

1.7

9.1

9.2

9.8

10.2

3.8

11.5

8.2

10.1

8.6

6.0

13.5

11.3

9.6

9.2

26.4

29.2

23.0

24.8

24.1

18.3

32.0

27.6

22.5

22.8

20.2

18.3

18.8

29.7

2.2

2.2

2.0

2.4

1.3

1.9

1.5

1.3

1.2

4.1

2.6

4.2

2.0

2.1
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図表 166 ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由として最も当てはまるもの 

-性・年代別（単数回答）【問 35-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。 

   n
内容が
よくわからない

投資資金
として
確保できる
資金がない

既に子・孫の
資金準備が
できている

１８歳まで
資金に払出し
の制限が
課される

関係者が
複数に
わたり
調整が面倒

年間投資
可能額が
小さい

非課税保有
期間に５年の
制限がある

口座開設に
マイナンバー
の提出が
求められる

全　体 1,317

男　性 753

女　性 564

２０～３０代 97

４０代 211

５０代 279

６０～６４歳 182

６５～６９歳 207

７０歳以上 341

性
別

年
代
別

24.2

21.1

28.4

30.9

33.2

27.2

22.0

22.2

16.7

19.4

18.3

20.9

11.3

20.9

19.7

17.0

21.3

20.8

9.5

10.4

8.3

7.2

7.1

6.1

9.3

11.6

13.2

6.9

8.2

5.1

20.6

8.1

5.4

5.5

5.8

5.0

6.2

5.7

6.7

5.2

4.3

5.4

7.1

9.7

5.6

4.9

7.0

2.1

2.1

1.9

3.9

6.0

5.3

7.6

4.6

4.8

4.4

3.1

5.2

5.7

8.2

3.9

2.3

2.9

2.4

3.5

2.1

3.3

3.9

1.1

2.9

2.9

   n

全　体 1,317

男　性 753

女　性 564

２０～３０代 97

４０代 211

５０代 279

６０～６４歳 182

６５～６９歳 207

７０歳以上 341

性
別

年
代
別

ジュニアＮＩＳＡ
制度が時限
措置である

投資商品を
売却しても、
損益通算
できない

投資したい
金融商品が
対象外

教育資金
一括贈与
制度を
利用している

非課税枠の
繰越し・
再利用が
できない

その他 わからない 無回答

2.8

3.2

2.3

1.0

2.4

4.3

5.5

1.0

2.1

1.4

1.5

1.2

1.0

0.5

2.2

0.5

1.4

1.8

0.9

1.2

0.5

2.1

0.5

0.4

0.5

0.5

1.8

0.8

0.3

1.6

1.0

0.0

0.4

0.5

1.0

1.8

0.2

0.1

0.4

0.0

0.5

0.0

0.5

0.0

0.3

11.6

12.0

11.2

10.3

9.0

11.8

14.3

11.1

12.3

3.6

3.9

3.2

2.1

3.3

3.6

1.6

2.4

5.9

2.0

2.0

2.1

0.0

1.3

1.9

1.5

1.9

3.7
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図表 167 ジュニアＮＩＳＡの利用を望まない理由として最も当てはまるもの 

-年収・時価総額・ネット取引状況別（単数回答）【問 35-3】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査項目は単数回答であるが、属性別の比較しやすさを考慮して棒グラフを採用している。  

   n
内容が
よくわからない

投資資金と
して確保できる
資金がない

既に子・孫の
資金準備が
できている

１８歳まで資金
に払出しの制限
が課される

関係者が
複数にわたり
調整が面倒

年間投資
可能額が
小さい

非課税保有
期間に５年の
制限がある

口座開設にマイ
ナンバーの提出
が求められる

全　体 1,317

３００万円
　　　　　未満

624

～５００万円
　　　　　未満

330

～７００万円
　　　　　未満

150

～１０００万円
　　　　　未満

118

１０００万円
　　　　　以上

83

１００万円
　　　　　未満

275

～３００万円
　　　　　未満

332

～５００万円
　　　　　未満

186

～１０００万円
　　　　　未満

195

～３０００万円
　　　　　未満

206

３０００万円
　　　　　以上

55

株式･投信ネット
取引あり

464

株式･投信ネット
取引なし・不明

798

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

24.2

24.8

22.1

21.3

26.3

28.9

34.2

27.7

19.4

20.5

15.0

14.5

22.2

25.1

19.4

23.7

19.1

13.3

12.7

8.4

22.5

23.8

17.7

16.9

14.1

7.3

17.0

20.6

9.5

7.2

10.6

13.3

12.7

12.0

7.6

9.6

7.5

12.8

10.7

14.5

6.9

10.8

6.9

4.8

7.6

8.7

13.6

7.2

6.9

6.6

8.6

5.1

5.8

10.9

12.1

4.0

6.2

6.3

5.8

7.3

3.4

9.6

3.3

4.2

3.8

13.8

8.7

3.6

6.7

5.8

4.9

4.0

5.2

4.7

5.9

8.4

2.2

3.3

8.6

3.6

8.3

12.7

5.2

5.0

4.6

4.2

4.5

4.7

5.9

7.2

1.5

4.8

7.0

6.2

5.3

5.5

6.0

3.9

2.9

3.2

3.6

2.0

2.5

0.0

3.3

3.0

4.3

2.6

1.9

1.8

3.0

2.8

   n

全　体 1,317

３００万円
　　　　　未満

624

～５００万円
　　　　　未満

330

～７００万円
　　　　　未満

150

～１０００万円
　　　　　未満

118

１０００万円
　　　　　以上

83

１００万円
　　　　　未満

275

～３００万円
　　　　　未満

332

～５００万円
　　　　　未満

186

～１０００万円
　　　　　未満

195

～３０００万円
　　　　　未満

206

３０００万円
　　　　　以上

55

株式･投信ネット
取引あり

464

株式･投信ネット
取引なし・不明

798

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

ジュニアＮＩＳＡ
制度が時限
措置である

投資商品を売却
しても、損益
通算できない

投資したい
金融商品が
対象外

教育資金
一括贈与制度を
利用している

非課税枠の
繰越し・再利用
ができない

その他 わからない 無回答

2.8

2.2

2.1

7.3

3.4

1.2

1.5

1.5

4.3

3.1

4.9

3.6

3.7

2.4

1.4

1.3

1.5

0.7

1.7

2.4

0.7

0.3

1.6

1.5

1.9

3.6

1.9

1.0

0.9

1.0

1.5

0.0

0.8

0.0

1.5

0.0

1.6

1.0

1.0

0.0

0.4

1.1

0.8

1.4

0.6

0.0

0.0

0.0

0.7

0.9

1.1

0.5

1.0

0.0

0.4

1.1

0.2

0.3

0.3

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

0.0

0.0

1.8

0.2

0.3

11.6

12.2

11.5

14.0

4.2

13.3

10.9

12.3

11.3

8.2

15.0

14.5

10.8

12.4

3.6

3.4

3.9

2.7

6.8

1.2

2.9

1.8

3.2

4.1

6.3

5.5

3.4

3.9

2.0

2.0

2.3

2.5

1.4

0.0

2.3

1.7

1.5

3.7

2.1

0.0

0.4

2.9
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９． 金融所得の一体課税について  
●上場株式、株式投資信託、公社債、公社債投資信託の売買損益や分配金等と損益通算可能に

なったとしたら、新たに取引を行いたいと思う金融商品・取引は、｢外国為替証拠金取引(Ｆ

Ｘ)｣(4.3％)が最も高い。一方、｢わからない｣が 84.5％を占める。 

●属性別にみると、年代別では、若年層ほど｢外国為替証拠金取引(ＦＸ)｣が高い。個人年収別

では、個人年収が高い層ほど｢外国為替証拠金取引(ＦＸ)｣が高い傾向がある。 

図表 168 損益通算可能なら新たに取引を行いたい商品・取引-性・年代別(複数回答)【問 36】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
外国為替
証拠金取引(FX)

有価証券関連の
先物(先渡)取引

有価証券関連の
オプション取引

商品先物(先渡)
取引

商品
オプション取引

カバード
ワラント

その他 わからない 無回答

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

4.3

5.7

2.6

12.6

7.3

4.6

3.1

2.6

1.8

3.2

4.1

2.0

7.5

4.1

3.4

2.4

2.2

2.3

3.1

4.4

1.4

2.5

3.2

3.4

3.1

2.9

3.2

1.0

1.5

0.3

5.0

1.6

0.5

0.4

0.6

0.4

0.6

0.8

0.3

1.9

0.9

0.5

0.8

0.3

0.2

0.1

0.3

0.0

0.6

0.3

0.2

0.0

0.0

0.0

3.7

3.7

3.7

1.3

2.5

2.2

5.1

4.5

5.1

84.5

81.0

89.3

77.4

83.9

86.7

86.2

87.5

82.9

2.4

2.8

1.9

1.9

0.3

1.4

1.6

1.3

5.3
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図表 169 損益通算可能なら新たに取引を行いたい商品・取引 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(複数回答)【問 36】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n
外国為替
証拠金取引(FX)

有価証券関連の
先物(先渡)取引

有価証券関連の
オプション取引

商品先物(先渡)
取引

商品
オプション取引

カバード
ワラント

その他 わからない 無回答

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

4.3

2.5

4.1

6.1

8.4

11.1

4.1

5.4

3.5

3.0

5.6

3.4

8.6

2.2

3.2

1.6

3.9

3.9

8.4

4.3

2.5

4.4

3.5

1.6

4.0

4.5

5.5

2.2

3.1

2.0

3.7

3.5

4.5

7.7

1.4

3.6

3.1

3.3

5.0

4.5

3.9

2.9

1.0

0.6

0.8

0.9

2.2

3.4

0.9

1.0

0.8

1.0

1.0

3.4

1.3

0.9

0.6

0.4

0.4

0.0

1.1

3.4

0.7

0.6

1.2

0.7

0.0

1.1

0.9

0.5

0.1

0.0

0.2

0.0

1.1

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

0.3

0.0

0.3

0.1

3.7

3.4

4.7

4.8

0.6

4.3

4.1

2.2

3.5

3.0

6.0

9.0

4.6

3.3

84.5

88.7

82.3

80.4

80.4

75.2

88.0

83.2

86.5

85.9

79.4

80.9

78.8

87.4

2.4

2.2

2.3

3.5

0.6

2.6

0.7

3.0

0.8

3.6

2.7

1.1

1.5

2.5
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１０． 社会保障・税番号制度(マイナンバー)について 

●金融機関からマイナンバーの提出を求められたか聞いたところ、｢(金融機関より)提出を求め

られた｣が 24.3％で、金融機関より提出を求められていない｣が 74.8％を占める。 

●属性別にみると、年代別では、60代で｢(金融機関より)提出を求められた｣が約３割と高い。

個人年収別では、1,000万円以上の層で｢(金融機関より)提出を求められた｣が 33.3％と高い。

保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど｢(金融機関より)提出を求められた｣が高く

なり、3,000 万円以上の層では 41.6％となる。 

●金融機関でマイナンバーの提出を求められた 492 人に、提出を求められた感想を聞いたとこ

ろ、｢(マイナンバーを金融機関に提出したが)悪用や漏えいしないか不安(である)｣が最も高

く、52.0％を占めた。次いで｢特に抵抗なく(マイナンバーを)提出した｣(26.8％)、｢何種類も

(の)本人確認書類の提示を求められ面倒(であった)｣(25.0％)であった。 

●属性別にみると、性別では、男性は｢特に抵抗なく(マイナンバーを)提出した｣(33.8％)が女

性(17.5％)より高い。一方で、女性は｢(マイナンバーを金融機関に提出したが)悪用や漏えい

しないか不安(である)｣(57.3％)が男性(48.0％)より高い。 

図表 170 金融機関からマイナンバー提出を求められたか-性・年代別【問 37】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

提出を求められた

24.3

24.2

24.5

16.4

18.0

21.7

32.7

29.2

25.5

提出を求められていない

74.8

74.7

74.9

83.6

82.0

77.8

67.3

69.9

72.2

無回答

0.9

1.1

0.6

0.0

0.0

0.5

0.0

1.0

2.3
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図表 171 金融機関からマイナンバー提出を求められたか-年収･時価総額・ネット取引状況別【問 37】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

提出を求められた

24.3

24.0

24.8

22.6

21.2

33.3

13.5

20.4

25.5

28.9

34.9

41.6

26.1

23.8

提出を求められていない

74.8

75.3

73.3

77.4

78.2

66.7

86.2

77.8

74.5

69.1

64.5

58.4

73.4

75.0

無回答

0.9

0.7

1.8

0.0

0.6

0.0

0.2

1.8

0.0

2.0

0.7

0.0

0.4

1.1
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図表 172 マイナンバー提出を求められた感想-性・年代別(複数回答)【問 38】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 173 マイナンバー提出を求められた感想 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(複数回答)【問 38】 

 

 

 

   n
悪用や漏えい
しないか不安

特に抵抗なく提出した
何種類も本人
確認書類の提示を
求められ面倒

提出求められ口座
開設をやめた

その他 わからない 無回答

全　体 492

３００万円
　　　　　未満

235

～５００万円
　　　　　未満

121

～７００万円
　　　　　未満

52

～１０００万円
　　　　　未満

38

１０００万円
　　　　　以上

39

１００万円
　　　　　未満

60

～３００万円
　　　　　未満

102

～５００万円
　　　　　未満

66

～１０００万円
　　　　　未満

88

～３０００万円
　　　　　未満

105

３０００万円
　　　　　以上

37

株式･投信ネット
取引あり

176

株式･投信ネット
取引なし・不明

300

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

52.0

56.6

45.5

50.0

63.2

38.5

53.3

53.9

51.5

45.5

50.5

56.8

49.4

52.7

26.8

18.7

33.9

38.5

26.3

38.5

30.0

31.4

19.7

27.3

29.5

18.9

26.1

28.0

25.0

25.1

24.8

26.9

31.6

17.9

18.3

18.6

22.7

30.7

30.5

29.7

26.1

23.7

1.8

0.9

2.5

0.0

5.3

2.6

0.0

2.0

1.5

2.3

0.0

0.0

1.7

1.7

11.2

14.0

10.7

5.8

2.6

12.8

13.3

3.9

19.7

13.6

10.5

13.5

12.5

10.3

4.1

5.1

3.3

3.8

0.0

5.1

8.3

2.9

6.1

3.4

2.9

5.4

5.1

3.7

1.8

0.9

3.3

1.9

0.0

5.1

1.7

3.9

1.5

1.1

1.9

0.0

0.0

3.0

   n
悪用や漏えい
しないか不安

特に抵抗なく提出した
何種類も本人
確認書類の提示を
求められ面倒

提出求められ口座
開設をやめた

その他 わからない 無回答

全　体 492

男　性 281

女　性 211

２０～３０代 26

４０代 57

５０代 90

６０～６４歳 83

６５～６９歳 91

７０歳以上 145

性
別

年
代
別

52.0

48.0

57.3

34.6

40.4

58.9

59.0

54.9

49.7

26.8

33.8

17.5

34.6

31.6

24.4

22.9

28.6

26.2

25.0

24.9

25.1

38.5

15.8

30.0

24.1

26.4

22.8

1.8

2.1

1.4

3.8

1.8

2.2

0.0

1.1

2.8

11.2

8.5

14.7

3.8

8.8

12.2

10.8

11.0

13.1

4.1

3.2

5.2

7.7

7.0

2.2

3.6

2.2

4.8

1.8

2.1

1.4

0.0

3.5

0.0

2.4

1.1

2.8
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１１． 相続税制について 

（１）上場株式の相続税制について 

●上場株式の相続税制について聞いたところ、｢親子間で(上場株式を継続保有することで)円滑な

資産移転が可能(と)な(るような)制度が必要(である)｣が 36.0％で最も高い。次いで｢(保有して

いる上場株式を)生前(に)贈与しやすい(ような)課税制度が必要(である)｣(30.5％)、｢(上場株式

の相続時にも)保険のように非課税枠が必要(である)｣(27.8％)であった。 

●属性別にみると、女性よりも男性で｢(上場株式の相続税評価は、)現行制度どおりでよい｣

(24.0％)、｢(上場株式の相続税)評価は(、他の財産の相続税評価との比較から)時価から一定程

度割り引くべき｣(20.7％)が高い。女性では｢親子間で(上場株式を継続保有することで)円滑な資

産移転が可能(と)な(るような)制度が必要(である)｣(39.2％)が高い。年代別では、70歳以上で

｢(保有している上場株式を)生前(に)贈与しやすい(ような)課税制度が必要(である)」が 36.1％

と高い。保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど｢親子間で(上場株式を継続保有するこ

とで)円滑な資産移転が可能(と)な(るような)制度が必要(である)｣｢(保有している上場株式を)

生前(に)贈与しやすい(ような)課税制度が必要(である)｣等が高くなる傾向にある。 

図表 174 上場株式の相続税制について-性・年代別【問 39】 

 

 

 

 

   n

親子間での
円滑な資産
移転可能な
制度が必要

生前贈与
しやすい課税
制度が必要

保険のように
非課税枠が
必要

現行制度
どおりでよい

評価を時価から
一定程度
割り引くべき

納税時までの
価格変動
リスクを
考慮し評価

評価が他の
資産と比べて
不利

評価は死亡日
前1年程度の
期間で判定
すべき

その他 無回答

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

36.0

33.6

39.2

34.6

36.6

38.6

34.3

34.3

35.7

30.5

30.6

30.5

26.4

30.6

31.9

25.6

24.7

36.1

27.8

27.5

28.1

23.3

22.7

31.4

31.9

23.4

29.8

21.3

24.0

17.7

20.1

28.1

21.5

19.7

19.2

19.7

17.1

20.7

12.3

15.1

12.0

16.4

20.5

14.7

21.0

17.1

17.3

16.8

13.8

11.0

19.3

18.1

20.8

17.3

13.2

14.9

10.9

14.5

9.5

14.5

14.2

13.5

13.4

11.9

12.7

10.8

10.7

9.1

10.9

11.8

10.3

15.5

6.8

6.2

7.5

6.3

4.7

5.1

9.4

8.3

7.2

3.1

2.7

3.6

0.6

2.2

1.9

2.4

3.5

5.1
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図表 175 上場株式の相続税制について-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 39】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

親子間での
円滑な資産
移転可能な
制度が必要

生前贈与
しやすい課税
制度が必要

保険のように
非課税枠が
必要

現行制度
どおりでよい

評価を時価から
一定程度
割り引くべき

納税時までの
価格変動
リスクを
考慮し評価

評価が他の
資産と比べて
不利

評価は死亡日
前1年程度の
期間で判定
すべき

その他 無回答

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

36.0

36.0

33.3

38.7

35.2

43.6

31.4

32.5

38.2

40.5

40.9

44.9

38.4

35.1

30.5

31.8

29.8

31.3

27.9

27.4

29.3

26.1

30.9

31.9

35.2

40.4

30.7

31.4

27.8

26.9

28.1

30.9

29.6

26.5

23.3

24.2

31.7

34.9

32.9

29.2

28.8

28.4

21.3

19.4

22.2

25.7

28.5

17.1

26.9

23.6

18.5

17.1

20.6

14.6

21.1

21.4

17.1

13.7

19.1

20.0

21.8

26.5

11.3

14.0

15.4

22.7

25.2

28.1

20.0

16.3

17.1

17.2

18.3

10.9

19.6

19.7

9.7

16.6

15.8

17.8

26.9

29.2

20.0

16.1

13.2

11.5

13.1

15.2

17.3

17.1

8.4

10.6

15.8

15.5

20.6

21.3

19.6

10.6

11.9

11.6

10.9

13.0

9.5

19.7

7.7

13.2

12.0

12.5

13.3

24.7

12.9

11.9

6.8

8.4

6.6

5.2

1.7

3.4

6.5

6.6

9.3

5.6

6.0

2.2

5.6

6.8

3.1

3.2

3.5

2.6

1.1

1.7

2.5

2.8

3.1

4.3

2.3

0.0

1.6

3.3
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（２）相続対策として資産配分を変更しようとする資産 

●相続対策を考え、資産配分を変更しようと考えた場合、増加させようと考える資産は｢現金・

預金｣が最も高く、61.1％であった。次いで｢保険｣(25.0％)、｢不動産｣(18.8％)、｢有価証券(上

場株式等)｣(13.4％)であった。 

●属性別にみると、男性は女性に比べ｢不動産｣(22.5％)、｢有価証券(上場株式等)｣(17.3％)が

高い。個人年収別では、個人年収が高い層ほど｢不動産｣｢有価証券(上場株式等)｣が高くなる。

保有する証券の時価総額別では、額が高い層ほど｢有価証券(上場株式等)｣が高い傾向がある。 

●逆に、減少させようと考える資産としては、｢有価証券(上場株式等)｣が 19.6％で最も高く、

次いで｢不動産｣(12.3％)、｢貴金属｣(8.2％)であった。 

●属性別にみると、年代別では、20～30代で｢不動産｣(17.6％)、｢美術品｣(13.2％)、｢貴金属｣

(12.6％)が他の年代と比べ高い。一方、65～69歳では｢有価証券(上場株式等)｣(23.4％)が高

い。保有する証券の時価総額別では、1,000 万円以上の層で｢有価証券(上場株式等)｣が２割

台後半で高い。インターネット取引状況別では、インターネット取引がある層はない層に比

べ、｢有価証券(上場株式等)｣(23.6％)が高い。 
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図表 176 資産配分の変更を考えた場合、増加させようと考える資産-性・年代別【問 40-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 177 資産配分の変更を考えた場合、増加させようと考える資産 

-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 40-1】 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n 現金・預金 保険 不動産
有価証券
（上場株式等）

貴金属 信託 美術品 特になし その他 無回答

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

61.1

60.1

62.5

62.9

63.1

60.9

61.4

59.9

60.2

25.0

22.9

27.8

28.9

25.2

27.8

28.7

25.0

20.1

18.8

22.5

13.9

17.6

19.6

21.7

16.9

14.1

20.1

13.4

17.3

8.1

11.3

11.7

12.6

12.2

13.1

16.2

6.9

7.2

6.4

8.8

5.7

8.2

5.9

6.1

6.9

5.0

5.0

5.1

5.7

5.7

4.1

5.9

3.5

5.6

0.5

0.8

0.2

1.9

0.3

0.0

1.2

0.3

0.5

24.4

24.4

24.4

22.6

21.5

22.7

25.2

24.4

27.5

1.3

0.9

2.0

1.3

1.3

1.0

0.4

2.2

1.6

1.0

1.2

0.8

0.0

0.9

1.0

0.4

1.0

1.8

   n 現金・預金 保険 不動産
有価証券
（上場株式等）

貴金属 信託 美術品 特になし その他 無回答

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

61.1

61.3

59.8

62.6

61.5

62.4

60.5

61.7

64.5

61.2

59.5

52.8

58.8

62.4

25.0

23.9

26.5

27.8

26.8

23.1

25.7

23.6

21.6

30.9

24.9

22.5

23.7

25.8

18.8

15.2

16.6

20.4

31.8

36.8

18.1

19.4

19.7

17.4

19.9

13.5

17.5

19.2

13.4

10.5

15.0

12.6

20.7

23.9

6.3

13.6

11.6

18.4

20.9

22.5

16.3

12.6

6.9

5.7

8.4

7.8

8.4

7.7

7.7

5.8

8.5

6.6

8.0

4.5

9.2

5.6

5.0

4.4

5.7

7.0

3.4

6.8

3.8

5.0

4.2

6.3

6.3

5.6

4.5

5.6

0.5

0.7

0.4

0.0

1.1

0.0

0.9

0.4

0.4

0.0

1.0

1.1

0.9

0.4

24.4

27.0

23.0

22.6

20.1

17.1

28.0

23.0

24.7

23.4

22.6

24.7

23.7

24.9

1.3

1.8

0.8

0.9

0.6

0.9

1.1

1.2

1.5

1.0

1.0

2.2

1.5

1.0

1.0

1.0

1.0

0.9

0.6

0.9

0.7

1.8

0.8

0.3

1.0

0.0

0.7

1.0
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図表 178 資産配分の変更を考えた場合、減少させようと考える資産-性・年代別【問 40-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 179 資産配分の変更を考えた場合、減少させようと考える資産 

-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 40-2】 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n
有価証券
（上場株式等）

不動産 貴金属 美術品 保険 信託 現金・預金 特になし その他 無回答

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

19.6

19.8

19.3

22.0

17.0

19.6

20.5

23.4

17.8

12.3

12.9

11.5

17.6

10.7

14.7

13.0

10.9

10.4

8.2

7.4

9.2

12.6

9.1

10.9

7.5

6.1

5.8

7.5

7.6

7.3

13.2

7.6

9.2

7.5

6.7

4.9

7.2

7.3

7.1

6.3

6.3

8.0

5.9

6.7

8.3

7.0

5.5

9.0

7.5

7.9

9.4

5.1

8.3

4.8

6.4

7.3

5.2

8.8

6.3

6.8

6.3

7.4

5.1

45.8

45.1

46.8

41.5

50.8

43.7

46.9

45.8

45.2

1.4

0.9

2.0

0.6

1.3

0.7

0.4

2.2

2.1

6.9

6.9

7.0

0.6

3.5

3.4

7.1

6.4

13.4

   n
有価証券
（上場株式等）

不動産 貴金属 美術品 保険 信託 現金・預金 特になし その他 無回答

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

19.6

18.8

22.2

22.2

16.8

17.9

16.3

17.6

19.3

18.8

26.6

29.2

23.6

18.0

12.3

11.7

12.1

14.8

14.5

10.3

12.2

14.2

10.8

11.5

10.3

16.9

13.2

12.2

8.2

8.5

4.5

8.7

12.3

11.1

9.5

9.0

7.3

8.2

6.0

2.2

6.8

8.2

7.5

7.5

5.5

7.4

9.5

10.3

9.3

8.2

6.2

7.9

5.0

2.2

6.5

7.6

7.2

6.4

8.0

7.8

8.9

5.1

7.0

7.2

8.1

9.2

6.3

4.5

6.1

7.7

7.0

7.5

7.4

4.3

6.7

6.8

6.1

6.2

8.1

7.2

9.0

3.4

6.7

7.5

6.4

4.4

8.2

7.4

9.5

11.1

4.7

6.8

5.0

6.9

8.0

9.0

8.3

5.6

45.8

48.3

45.0

44.8

40.2

39.3

53.5

45.9

46.3

46.1

38.9

34.8

43.5

47.1

1.4

1.8

1.6

0.0

0.6

0.9

0.9

1.6

1.9

1.6

0.7

3.4

1.2

1.1

6.9

7.3

7.0

4.8

5.6

6.8

4.1

6.2

7.3

5.9

9.3

9.0

4.2

8.1
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１２． 確定拠出年金制度について 

●確定拠出年金制度の加入状況は、｢企業型に加入(している)｣が 10.9％、｢個人型に加入(し

ている)｣が 4.3％で、合わせて 15.2％が加入している。一方で｢(確定拠出年金に)加入して

いない｣は 63.6％を占める。 

●属性別にみると、性別では、企業型の加入率は男性(16.0％)の方が女性(3.9％)よりも高い。

年代別では 20～30 代では企業型への加入率が 25.2％と最も高い。個人型は、最も加入率

の高い 50代でも 7.2％である。個人年収別では、個人年収が高い層ほど企業型の加入率が

高く、700 万円以上の層では約３割を占める。保有する証券の時価総額別では、額が低い

層ほど企業型の加入率が高い傾向がある。インターネット取引状況別では、インターネッ

ト取引がある層はない層に比べ、企業型の加入率(14.4％)が高い。 

●企業型の確定拠出年金制度に加入している 220人に、｢マッチング拠出｣の利用状況を聞い

たところ、｢利用している｣が 18.6％、｢利用したいが、勤め先の企業が｢マッチング拠出｣

に対応していない(ため、利用できない)｣が 6.8％、｢利用していない(または、既に企業拠

出が限度額に達している等で利用できない)｣が 27.3％であった。属性別にみると、個人年

収別では、1,000万円以上の層で｢利用している｣が 28.6％と高い。一方で、｢利用したいが、

勤め先の企業が｢マッチング拠出｣に対応していない(ため、利用できない)｣も 11.4％と他

の層よりも高い。 

●全員に確定拠出年金制度の改善点を聞いたところ、｢引き出し条件の緩和｣(12.9％)が最も

高く、｢毎月の拠出限度額を引き上げ｣(8.9％)、｢拠出限度額の使い残しの翌年以降への繰

越し(を可能にする)｣(6.4％)が続く。属性別にみると、年代別では、若年層ほど｢引き出し

条件の緩和｣が高い傾向がある。個人年収別では、個人年収が高い層ほど「毎月の拠出限度

額を引き上げ」が高く、1,000万円以上の層では 23.1％となる。インターネット取引状況

別では、インターネット取引がある層はない層に比べ｢引き出し条件の緩和｣(16.6％)が高

い。 

図表 180 確定拠出年金制度への加入有無-性・年代別【問 41】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

企業型に加入

10.9

16.0

3.9

25.2

17.7

15.7

6.7

3.2

5.6

個人型に加入

4.3

3.9

4.9

2.5

6.6

7.2

4.3

5.4

0.7

加入していない

63.6

60.9

67.3

42.1

48.3

57.7

75.2

74.7

71.3

わからない

16.4

13.9

19.7

23.3

18.9

13.5

11.8

14.4

18.3

無回答

4.8

5.2

4.2

6.9

8.5

5.8

2.0

2.2

4.0
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図表 181 確定拠出年金制度への加入有無-年収・時価総額・ネット取引状況別【問 41】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

企業型に加入

10.9

3.0

11.9

18.3

31.3

29.9

13.8

12.8

10.8

9.5

9.3

5.6

14.4

9.5

個人型に加入

4.3

4.0

4.7

4.3

1.7

7.7

3.6

5.4

3.5

2.6

4.7

4.5

5.8

3.7

加入していない

63.6

69.6

64.9

54.8

46.9

57.3

54.2

59.3

66.4

70.7

74.8

75.3

63.9

63.8

わからない

16.4

19.8

15.2

12.2

11.7

2.6

21.9

16.2

15.4

14.1

8.6

13.5

11.3

18.1

無回答

4.8

3.7

3.3

10.4

8.4

2.6

6.5

6.4

3.9

3.0

2.7

1.1

4.6

4.9
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図表 182 企業型におけるマッチング拠出の利用状況-性・年代別(企業型加入者)【問 42】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 183 企業型におけるマッチング拠出の利用状況 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(企業型加入者)【問 42】 

 

 

 

 

 

   n

全　体 220

男　性 186

女　性 34

２０～３０代 40

４０代 56

５０代 65

６０～６４歳 17

６５～６９歳 10

７０歳以上 32

性
別

年
代
別

利用している

18.6

19.9

11.8

27.5

17.9

15.4

17.6

10.0

18.8

利用したいが勤め先が

「マッチング拠出」に非対応

6.8

7.5

2.9

2.5

5.4

13.8

0.0

0.0

6.3

利用していない

（利用できない）

27.3

27.4

26.5

32.5

25.0

23.1

35.3

40.0

25.0

わからない

41.8

39.2

55.9

32.5

46.4

44.6

41.2

40.0

40.6

無回答

5.5

5.9

2.9

5.0

5.4

3.1

5.9

10.0

9.4

   n

全　体 220

３００万円
　　　　　未満

29

～５００万円
　　　　　未満

58

～７００万円
　　　　　未満

42

～１０００万円
　　　　　未満

56

１０００万円
　　　　　以上

35

１００万円
　　　　　未満

61

～３００万円
　　　　　未満

64

～５００万円
　　　　　未満

28

～１０００万円
　　　　　未満

29

～３０００万円
　　　　　未満

28

３０００万円
　　　　　以上

5

株式･投信ネット
取引あり

97

株式･投信ネット
取引なし・不明

120

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

利用している

18.6

10.3

20.7

14.3

17.9

28.6

14.8

17.2

25.0

27.6

17.9

20.0

19.6

17.5

利用したいが勤め先が

「マッチング拠出」に非対応

6.8

6.9

3.4

2.4

10.7

11.4

4.9

3.1

10.7

10.3

14.3

0.0

8.2

5.8

利用していない

（利用できない）

27.3

27.6

32.8

23.8

25.0

25.7

27.9

23.4

28.6

27.6

32.1

20.0

26.8

27.5

わからない

41.8

48.3

39.7

52.4

37.5

34.3

47.5

51.6

32.1

27.6

35.7

20.0

37.1

46.7

無回答

5.5

6.9

3.4

7.1

8.9

0.0

4.9

4.7

3.6

6.9

0.0

40.0

8.2

2.5
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図表 184 確定拠出年金制度についての改善点-性・年代別(複数回答)【問 43】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図表 185 確定拠出年金制度についての改善点 

-年収・時価総額・ネット取引状況別(複数回答)【問 43】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n
引き出し
条件の緩和

毎月の
拠出限度額
を引き上げ

拠出限度額の
使い残しの翌年
以降への繰越し

マッチング拠出
上限額の撤廃

その他
改善してほしい点
は特にない

わからない 無回答

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

12.9

13.9

11.6

18.2

18.6

16.4

13.0

9.6

7.4

8.9

11.3

5.8

10.1

9.5

10.1

11.4

8.0

6.9

6.4

6.6

6.0

6.3

6.6

8.0

8.3

4.8

5.1

4.5

5.2

3.5

5.0

6.6

6.3

2.4

3.8

3.2

1.9

2.2

1.6

1.3

0.9

2.7

1.6

2.2

2.1

12.2

14.6

8.8

16.4

12.9

14.5

11.0

9.9

10.6

62.4

56.7

70.1

52.8

55.2

57.0

61.0

69.9

69.5

2.0

2.3

1.6

0.6

0.3

0.7

1.2

1.6

4.9

   n
引き出し
条件の緩和

毎月の
拠出限度額
を引き上げ

拠出限度額の
使い残しの翌年
以降への繰越し

マッチング拠出
上限額の撤廃

その他
改善してほしい点
は特にない

わからない 無回答

全　体 2,024

３００万円
　　　　　未満

981

～５００万円
　　　　　未満

487

～７００万円
　　　　　未満

230

～１０００万円
　　　　　未満

179

１０００万円
　　　　　以上

117

１００万円
　　　　　未満

443

～３００万円
　　　　　未満

501

～５００万円
　　　　　未満

259

～１０００万円
　　　　　未満

304

～３０００万円
　　　　　未満

301

３０００万円
　　　　　以上

89

株式･投信ネット
取引あり

674

株式･投信ネット
取引なし・不明

1,258

ネ

ッ
ト
取
引
状
況
別

個
人
年
収
別

保
有
す
る
証
券
の
時
価
総
額
別

12.9

10.3

13.1

15.2

20.1

18.8

14.0

15.0

15.1

10.5

11.0

9.0

16.6

10.9

8.9

6.1

8.8

9.1

15.6

23.1

6.3

8.6

10.4

10.2

13.3

6.7

10.8

8.6

6.4

5.3

6.2

8.3

6.1

13.7

5.9

5.8

7.7

5.6

8.3

7.9

8.9

5.2

4.5

3.4

3.1

5.2

9.5

10.3

3.4

3.8

5.8

5.3

7.3

2.2

6.8

3.3

1.9

1.6

2.5

1.3

1.7

4.3

0.9

2.4

2.3

2.0

2.7

3.4

2.4

1.7

12.2

8.9

13.1

17.8

19.6

14.5

12.6

12.4

10.8

14.5

8.3

18.0

14.7

10.8

62.4

71.3

61.8

53.0

45.3

34.2

64.1

60.1

61.8

61.5

63.5

59.6

55.0

66.0

2.0

2.0

1.8

1.7

0.6

3.4

1.1

2.6

1.2

1.6

2.0

3.4

1.2

2.4
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１３． 調査対象者の属性 

（１） 性・年代 

図表 186 性別【Ｆ１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 187 年代【Ｆ２】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

年
代
別

男性

57.4

56.6

55.8

55.6

49.6

55.8

64.3

女性

42.6

43.4

44.2

44.4

50.4

44.2

35.7

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

性
別

２０～２４歳

0.1

0.1

0.1

２５～２９歳

0.7

0.8

0.6

３０～３４歳

2.4

2.2

2.6

３５～３９歳

4.7

4.6

4.8

４０～４４歳

7.4

7.1

7.8

４５～４９歳

8.3

8.1

8.5

５０～５４歳

8.9

7.7

10.6

５５～５９歳

11.5

12.0

10.8

６０～６４歳

12.5

10.8

14.8

６５～６９歳

15.4

15.0

16.0

７０歳以上

28.1

31.4

23.5
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（２） 職業 

図表 188 職業【Ｆ３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 自身の収入源 

図表 189 自身の収入源【Ｆ４】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

卸・小売・

ｻｰﾋﾞｽ業主

8.4

12.3

3.2

12.6

10.4

11.4

6.7

8.3

4.9

製造･修理･

加工業主

2.5

4.0

0.5

2.5

3.8

4.6

2.0

1.9

0.9

自由業

1.5

1.7

1.2

1.3

2.5

1.7

1.6

1.9

0.5

管理職

7.0

11.3

1.3

6.3

12.3

15.2

7.5

1.9

0.9

事務系

勤め人

7.6

6.6

8.9

26.4

13.9

11.4

6.3

1.6

0.0

技術系

勤め人

5.8

9.1

1.4

15.7

13.6

7.5

5.1

1.6

0.2

労務系

勤め人

2.5

3.7

0.8

5.0

4.7

4.8

2.0

0.6

0.0

農林・漁業

1.4

2.0

0.6

0.0

0.3

0.5

2.4

2.2

2.1

公務員

2.9

4.0

1.4

5.7

3.8

6.5

3.5

0.6

0.0

学生

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

専業主婦

16.3

0.0

38.3

14.5

11.4

13.8

26.4

18.6

15.7

ﾊﾟｰﾄ･

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

･ﾌﾘｰﾀｰ

9.6

2.2

19.6

5.7

19.2

14.3

10.2

8.7

2.1

無職・

年金のみ

29.1

37.3

18.0

0.6

0.6

3.1

20.1

45.5

66.9

その他

5.0

5.4

4.4

3.8

3.5

5.1

5.5

6.1

5.3

無回答

0.3

0.3

0.5

0.0

0.0

0.2

0.8

0.3

0.5

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

給与所得

41.5

45.5

36.0

81.1

82.0

73.4

36.2

12.2

2.8

事業所得

4.7

6.6

2.1

3.8

5.4

6.0

5.1

5.8

2.8

利子・配当

3.6

2.8

4.6

1.3

2.2

2.4

7.9

4.5

3.3

貯蓄の取り崩し

2.0

1.4

2.8

1.9

1.6

2.2

5.1

1.3

1.1

家賃・地代

3.0

2.9

3.1

0.6

0.3

2.9

5.1

4.2

3.7

恩給・年金

38.0

39.0

36.7

0.0

0.0

1.2

30.3

69.6

82.7

その他

1.6

0.9

2.6

1.3

0.3

1.9

3.9

1.0

1.4

特に収入なし

5.5

0.7

11.9

10.1

8.2

9.9

6.3

1.3

1.4

無回答

0.2

0.3

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.7
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（４） 自身の年収 

図表 190 自身の年収【Ｆ５】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 世帯人数 

図表 191 世帯人数【Ｆ６】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

６０歳以上 1,134

性
別

年
代
別

３００万円未満

48.5

26.2

78.5

29.6

38.8

40.1

63.0

54.5

55.5

３００～５００

万円未満

24.1

31.8

13.7

39.6

16.4

10.9

18.5

29.2

33.3

５００～７００

万円未満

11.4

17.0

3.8

15.7

18.0

16.9

7.5

8.3

5.8

７００～１０００

万円未満

8.8

14.8

0.8

11.3

18.0

17.1

4.7

2.9

2.1

１０００～１２００

万円未満

2.7

4.4

0.3

1.9

3.5

6.8

1.6

1.3

0.7

１２００～１５００

万円未満

1.6

2.5

0.3

0.6

2.5

3.9

1.6

0.6

0.2

１５００～２０００

万円未満

0.7

1.3

0.0

1.3

1.3

1.0

0.0

0.6

0.5

２０００万円以上

0.8

1.3

0.1

0.0

0.9

1.2

2.0

1.0

0.0

無回答

1.5

0.9

2.3

0.0

0.6

2.2

1.2

1.6

1.9

56.9 28.8 6.9 2.9

1.1 0.60.40.7

1.7

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

１人

6.6

4.6

9.3

5.7

1.9

3.6

6.7

6.4

11.6

２人

37.7

39.3

35.6

5.7

7.3

20.3

40.6

58.3

63.9

３人

22.1

21.9

22.5

27.7

19.6

30.7

28.0

20.5

14.1

４人

20.3

20.9

19.5

36.5

47.0

29.2

16.5

6.1

3.9

５人

8.8

8.7

9.0

17.6

18.6

12.6

4.3

2.9

3.5

６人

2.6

2.8

2.4

5.0

3.2

3.1

1.6

2.9

1.6

７人

1.1

1.1

1.0

1.9

1.9

0.5

1.2

1.3

0.7

８人

0.2

0.3

0.1

0.0

0.6

0.0

0.0

0.6

0.0

９人以上

0.0

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

無回答

0.4

0.4

0.5

0.0

0.0

0.0

0.8

1.0

0.7
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（６） 世帯年収 

図表 192 世帯年収【Ｆ７】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７） 20 歳未満の子供・孫の有無 

図表 193 20歳未満の子供・孫の有無(同居問わず)(複数回答) 【Ｆ８】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   n

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

３００万円未満

12.5

10.3

15.4

3.1

5.0

6.3

16.5

17.9

19.0

３００～５００

万円未満

28.4

28.3

28.4

19.5

14.8

13.5

29.5

36.2

44.4

５００～７００

万円未満

18.1

18.8

17.1

23.9

23.0

16.7

18.5

15.4

16.0

７００～１０００

万円未満

21.0

22.5

18.9

34.6

31.9

28.5

16.5

14.1

11.4

１０００～１２００

万円未満

8.7

8.1

9.6

9.4

13.2

12.8

7.5

8.0

4.0

１２００～１５００

万円未満

5.1

5.5

4.6

4.4

6.3

10.4

5.5

2.9

1.9

１５００～２０００

万円未満

2.9

3.4

2.2

3.8

2.2

6.3

3.1

3.2

0.4

２０００万円以上

2.0

2.5

1.4

1.3

2.8

4.1

2.4

1.6

0.4

無回答

1.2

0.4

2.3

0.0

0.6

1.4

0.4

0.6

2.5

   n 未就学児 小学生 中学生 高校生
専修学校・
各種学校生

高専・短大生 大学生
その他の学生
（予備校生
・浪人生）

あてはまる子供
・孫はいない

無回答

全　体 2,024

男　性 1,162

女　性 862

２０～３０代 159

４０代 317

５０代 414

６０～６４歳 254

６５～６９歳 312

７０歳以上 568

性
別

年
代
別

27.5

26.4

29.0

47.2

15.1

12.1

42.1

45.2

23.9

32.2

32.1

32.4

37.1

44.5

8.2

22.0

46.8

38.0

20.2

20.6

19.6

10.1

36.0

11.8

6.3

19.2

26.9

18.1

17.5

18.9

3.1

33.4

16.7

2.8

8.3

26.9

1.4

1.4

1.5

0.0

2.5

1.2

0.0

0.3

2.6

1.0

0.7

1.5

0.0

3.2

1.0

0.0

0.3

1.1

9.8

9.7

10.0

0.0

10.1

14.3

2.0

2.2

16.9

1.0

1.0

0.9

0.0

1.6

1.4

0.0

0.0

1.6

33.7

34.1

33.3

34.0

12.6

50.0

50.0

31.1

27.8

1.4

1.7

0.9

0.0

0.9

0.7

0.8

0.6

3.2
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＜金融商品の保有実態やお考えについてお伺いします。＞ 

【主な金融商品・取引一覧表】 

・預貯金 → 銀行預金（円貨、外貨）、ゆうちょ銀貯金（郵便貯金）など 

・信託 → 貸付信託、金銭信託、教育資金贈与信託、遺言信託など 

・株式 → 
株式（株式ミニ投資、株式累積投資、従業員持株制度を含む）、 
新株予約権など（外国で発行されたものを含む） 

・投資信託 → 
株式投資信託、公社債投資信託、ＭＭＦ、ＭＲＦ、ＥＴＦ（上場投資信託）、

ＲＥＩＴ（不動産投資信託）など（外国で発行されたものを含む） 

・公社債 → 
国債、地方債、社債、転換社債、金融債、仕組債など（外国で発行された

ものを含む） 

・デリバティブ取引   

 

有価証券関連デリバテ

ィブ取引 
→ 

有価証券関連の先物取引、オプション取引、ＣＦＤ取引、バイナリー・ 
オプション取引など（日経 225 先物、ＪＰＸ日経 400 先物、日経 225 
オプション、日経 225mini など） 

有価証券関連デリバテ

ィブ取引以外の 

デリバティブ取引 

→ 
外為証拠金取引（FX）、ＣＦＤ取引、バイナリー・オプション取引、 
商品先物取引など 

 

【全員にお伺いします。】 

問１ 次の金融商品（又は取引）のうち、あなたが現在保有（又は取引）しているものをお答えください。

ご回答に当たってはページ上部の【主な金融商品・取引一覧表】をご参照ください。 

(いくつでも) 【n=2,024】 

1 預貯金 （普通預金、当座預金や定期預金など） 97.0 

2 信託 8.0 

3 株式 75.4 

4 投資信託 52.8 

5 公社債 21.8 

6 有価証券関連デリバティブ取引 0.9 

7 有価証券関連デリバティブ取引以外の 

デリバティブ取引               ○をつけた方は 0.9 

8 その他 問７－１へお進みください 1.3 

9 いずれも持っていない（及び、行っていない） - 

(NA: - ) 

【問１で「１」～「５」のいずれかに○をつけた方へお伺いします。】 

問２ あなたが現在保有している金融商品（問１の「１」～「５」）の合計額はいくら位ですか。 

預貯金以外については時価で計算してください。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 10 万円未満 0.6 

2 10～50万円未満 2.0 

3 50～100万円未満 3.1 

4 100～300 万円未満 14.3 

5 300～500 万円未満 11.4 

6 500～1,000万円未満 19.9 

7 1,000～3,000万円未満 32.5 

8 3,000～5,000万円未満 9.0 

9 5,000 万円以上 5.7 

(NA: 1.3 ) 
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問３ そのうち、有価証券（問１の「３」～「５」）の保有額はいくら位ですか。時価で計算 

してください。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 10 万円未満 2.8 

2 10～50万円未満 10.1 

3 50～100万円未満 9.0 

4 100～300 万円未満 24.8 

5 300～500 万円未満 12.8 

6 500～1,000万円未満 15.0 

7 1,000～3,000万円未満 14.9 

8 3,000～5,000万円未満 2.5 

9 5,000 万円以上 1.9 

10 有価証券は保有していない - 

⇒「10」に○をつけた方は問７－１へ 

お進みください 

(NA: 6.3 ) 

【問３ で「１」～「９」のいずれかに○をつけた方へお伺いします。】 

問４ あなたが有価証券を購入した目的をお答えください。(いくつでも) 【n=1,897】 

1 老後の生活資金のため 37.3 

2 子供や孫の将来のため 16.0 

3 耐久消費財（自動車、家電など） 

の購入やレジャーのため 6.4 

4 使い道は決めていないが、 

長期の資産運用のため 42.0 

5 短期的に儲けるため 7.9 

6 配当金、分配金、利子を得るため 53.5 

7 株主優待を得るため 23.4 

8 その企業等を応援するため 7.6 

9 証券投資を通じて経済の勉強をするため 6.2 

10 その他 5.5 

(NA: 5.1 ) 

問５－１ あなたは、いつから証券投資を行っていますか。(１つだけ) 【n=1,897】 

1 平成 28年（2016年） 0.4 

2 平成 27年（2015年） 2.4 

3 平成 26年（2014年） 2.6 

 

4 平成 17年～25年（2005～2013年） 24.9 

5 平成 13年～16年（2001～2004年） 10.2 

6 平成 12年（2000年）以前 41.1 

7 覚えていない 13.2 

(NA: 5.1 ) 

【問５－１ で「１」～「３」に○をつけた方へお伺いします。】 

問５－２ あなたは、ＮＩＳＡをきっかけに証券投資を始めましたか（ＮＩＳＡの概要については 

P11をご参照ください）。(１つだけ) 【n=103】 

1 はい 45.6 

2 いいえ 54.4 

(NA: - ) 

【問３ で「１」～「９」のいずれかに○をつけた方へお伺いします。】 

問６ あなたが初めて購入した金融商品をお答えください。(１つだけ) 【n=1,897】 

1 株式 53.8 

2 株式投資信託 11.1 

3 ＥＴＦ（上場投資信託） 0.8 

4 ＲＥＩＴ（不動産投資信託） 2.4 

5 公社債投資信託 4.7 

6 外国で作られた投資信託 

（外貨建てＭＭＦなど） 4.4 

7 個人向け国債 7.9 

8 その他公社債 1.8 

9 その他 1.2 

10 覚えていない 3.3 

(NA: 8.6 ) 

⇒「４」～「７」に○をつけた方は 

問６へお進みください 
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＜株式についてお伺いします。＞ 

【全員にお伺いします。】 

問７－１ あなたは､これまでに株式を保有したことがありますか。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 現在持っている 75.4 

2 以前持っていたが、現在は持っていない 8.7 

3 これまでに持ったことがない 15.3 

(NA: 0.6 ) 

【問７－１で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問７－２ あなたが現在保有している株式の種類をお答えください。(いくつでも) 【n=1,526】 

1 国内の証券取引所に上場されている国内株 92.3 

2 国内の証券取引所に上場されている外国株 3.5 

3 証券取引所に上場されていない国内株 3.5 

4 国内で上場されていない外国株 2.4 

5 従業員持株制度で管理されている株式 8.2 

 

(NA: - ) 

問８－１ あなたが現在保有している株式の総額は、時価でおよそどの位ですか｡(１つだけ) 

 【n=1,526】 

1 10 万円未満 4.2 

2 10～50万円未満 15.9 

3 50～100万円未満 13.1 

4 100～300 万円未満 26.7 

5 300～500 万円未満  12.5 

6 500～1,000万円未満 13.2 

7 1,000～3,000万円未満 10.6 

8 3,000～5,000万円未満 2.0 

9 5,000 万円以上 1.4 

(NA: 0.5 ) 

問８－２ あなたが現在保有している株式の１銘柄あたりの投資額は、およそどの位ですか。 

     複数銘柄を保有している場合は１銘柄あたりの平均額をお知らせください。 

(１つだけ) 【n=1,526】 

1 10 万円未満 10.1 

2 10～50万円未満 31.0 

3 50～100万円未満 24.3 

4 100～200 万円未満 16.6 

5 200～300 万円未満  6.8 

6 300～500 万円未満 6.0 

7 500万円以上 4.7 

(NA: 0.5 ) 

問９ 株式の投資方針について、最も当てはまるものを教えてください。(１つだけ) 【n=1,526】 

1 概ね長期保有だが、ある程度値上がり益があれば売却する 48.5 

2 値上がり益重視であり、短期間に売却する 8.1 

3 配当を重視している（配当の状況によっては売却する） 13.0 

4 株主優待を重視している 11.5 

5 その他（具体的に                    ） 2.6 

6 特に決めていない 16.3 

(NA: 0.1 ) 

問 10 株式の平均的な保有期間を教えてください。(１つだけ) 【n=1,526】 

1 １日 0.1 

2 ～１か月 1.5 

3 ～３か月 1.4 

4 ～６か月 3.3 

5 ～１年 7.1 

6 ～３年 19.9 

7 ～５年 17.3 

8 ～７年 5.8 

9 ～10年 10.2 

10 10 年超 32.8 

(NA: 0.4 ) 

○をつけた方は問 15へお進みください 
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問 11 あなたは、主にどこで株式の売買注文をしていますか。(１つだけ) 【n=1,526】 

1 証券会社や銀行等の店頭（店舗への電話注文、営業員が訪問しての注文を含む） 42.2 

2 証券会社のインターネット取引（携帯電話、スマートフォン等による取引を含む） 37.5 

3 証券会社や銀行等のコールセンター 6.2 

4 その他 13.2 

(NA: 0.8 ) 

問 12 あなたの昨年＜平成 27 年＞中（わからない場合は、概ね１年間）の株式の売買損益 

（含み益や含み損は除く）について教えてください。(１つだけ) 【n=1,526】 

1 500万円以上の売買益が出た 0.6 

2 300～500 万円未満の売買益が出た 1.0 

3 100～300 万円未満の売買益が出た 3.6 

4 50～100万円未満の売買益が出た 6.0 

5 50 万円未満の売買益が出た 12.4 

6 ほぼ損益はゼロであった 

（±１万円以内程度） 11.9 

7 50 万円未満の売買損が出た 7.6 

8 50～100万円未満の売買損が出た 3.8 

9 100～300 万円未満の売買損が出た 2.9 

10 300～500 万円未満の売買損が出た 0.5 

11 500万円以上の売買損が出た 0.3 

12 昨年＜平成 27年＞中は株式を 

売買しなかった 48.6 

(NA: 0.9 ) 

問 13 あなたが昨年＜平成 27 年＞中（わからない場合は、概ね１年間）に受け取った株式の 

配当金の金額について教えてください。(１つだけ) 【n=1,526】 

1 １万円未満 27.3 

2 １～５万円未満 28.2 

3 ５～10万円未満  13.6 

4 10～20万円未満 9.9 

5 20～50万円未満 6.2 

6 50～100万円未満 3.0 

7 100万円以上 1.4 

8 配当金は受領していない 10.1 

(NA: 0.3 ) 

問 14 あなたは、株式（国内で発行されたもの）の配当金を主にどのような形で受領されて 

いますか。(１つだけ) 【n=1,526】 

1 郵便局、ゆうちょ銀行の窓口で現金で受け取る 31.2 

2 指定の銀行口座で受け取る 33.3 

3 証券会社の取引口座で受け取る 30.2 

4 国内で発行された株式は保有していない・配当金は受け取っていない 4.4 

(NA: 0.9 ) 
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＜投資信託についてお伺いします。＞ 

【全員にお伺いします。】 

問 15 あなたは､これまでに投資信託を保有したことがありますか。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 現在持っている 52.8 

2 以前持っていたが、現在は持っていない 14.4 

3 これまでに持ったことがない 32.1 

(NA: 0.7 ) 

【問 15で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 16  ①あなたが保有している投資信託の種類はどれですか。下の表の当てはまるものの番号に 

○印をつけてください。(いくつでも) 

②また、保有している投資信託ごとの購入金額と総合計がいくら位かお答えください。 

(それぞれ１つだけ) 

①現在保有している投資信託の種類 

          (いくつでも) 【n=1,068】 

    

 ②保有している投資信託の購入金額 

 （保有種類ごとの合計額） 

 50 
万円 
未満 

50～ 
 100 
万円 
未満 

100～ 
 300 
万円 
未満 

300～ 
 500 
万円 
未満 

500～ 
 1,000 
万円 
未満 

1,000 
万円 
以上 

(NA) 

1 公社債投資信託 

（国債や社債を中心に運用する 

もので、日本で作られたもの） 

【n=337】 

31.6 
→ 17.2 16.0 30.9 13.6 12.2 8.6 1.5 

2 株式投資信託 

（株式を組み入れたもので、 

日本で作られたもの） 

【n=611】 

57.2 
→ 17.5 19.6 33.9 10.6 11.9 5.1 1.3 

3 ＥＴＦ（上場投資信託） 
【n=102】 

9.6 
→ 19.6 22.5 30.4 15.7 4.9 4.9 2.0 

4 ＲＥＩＴ（不動産投資信託） 

（ﾏﾝｼｮﾝやｵﾌｨｽﾋﾞﾙ等に投資するもの） 

【n=308】 

28.8 
→ 16.2 23.7 33.1 11.4 7.5 5.8 2.3 

5 外国で作られた投資信託 

（外貨建てＭＭＦなど外国籍の投資信託） 

【n=405】 

37.9 
→ 15.8 18.8 35.1 12.3 10.6 6.2 1.2 

        
総合計 

（保有している投資信託の購入金額の合計） 
【n=1,068】 → 11.5 13.3 28.1 12.9 13.9 11.9 8.4 

 

問 17 あなたは、どこで投資信託の売買注文をしていますか。(いくつでも) 【n=1,068】 

1 証券会社の店頭（店舗への電話注文、営業員が訪問しての注文を含む） 39.1 

2 証券会社のインターネット取引（携帯電話、スマートフォン等による取引を含む） 17.3 

3 証券会社のコールセンター 4.6 

4 銀行の店頭（店舗への電話注文、営業員が訪問しての注文を含む） 42.4 

5 銀行のインターネット取引（携帯電話、スマートフォン等による取引を含む） 8.1 

6 銀行のコールセンター 1.2 

7 その他（具体的に                          ） 3.0  
(NA: 0.4 ) 

○をつけた方は問 20へお進みください 

※保有している種類がわからない場合は、 
最も近いと思われるものに○をつけて 
ください。 
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問 18 昨年＜平成 27年＞中（わからない場合は、概ね１年間）に受け取った投資信託の 

分配金について教えてください。(１つだけ) 【n=1,068】 

1 １万円未満 14.1 

2 １～５万円未満 17.6 

3 ５～10万円未満  12.3 

4 10～20万円未満 11.5 

5 20～50万円未満 14.1 

6 50～100万円未満 8.4 

7 100万円以上 6.1 

8 分配金を受領していない 15.1 

(NA: 0.7) 

問 19 あなたは、投資信託を購入するにあたり、どういった点を重視しますか。(いくつでも) 

 【n=1,068】 

1 成長性や収益性の高さ 40.1 

2 安定性やリスクの低さ 60.9 

3 分配金の頻度や実績 37.2 

4 環境貢献といった 

社会的責任への配慮 1.1 

5 商品のわかりやすさ 13.4 

6 評価会社による評価 7.2 

7 購入・販売手数料の安さ 14.1 

8 信託報酬の安さ 6.2 

9 純資産額の大きさ 7.7 

10 その他 2.3 

11 重視する点は特にない 3.3 

12 わからない 2.5 

(NA: 0.7 ) 

 

＜公社債についてお伺いします。＞ 

【全員にお伺いします。】 

問 20 あなたは、これまでに公社債（国債、地方債、社債、転換社債、金融債、円建外債など） 

を保有したことがありますか。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 現在持っている 21.8 

2 以前持っていたが、現在は持っていない 24.4 

3 これまでに持ったことがない 52.6 

(NA: 1.2 ) 

 

＜デリバティブ取引についてお伺いします。＞ 

【全員にお伺いします。】 

問 21 あなたは､これまでにデリバティブ取引を行ったことがありますか。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 現在取引を行っている    1.7 

2 以前取引を行ったことがあるが、現在は行っていない 2.2 

3 これまでに取引を行ったことがない      ⇒ 問 23 へお進みください 93.7 

(NA: 2.4) 

○をつけた方は 

問 22へお進みください 
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【問 21 で「１」又は「２」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 22 ①あなたが取引している（取引していた）デリバティブ取引の種類はどれですか。 

下の表の当てはまるものの番号に○印をつけてください。(いくつでも) 

②また、取引している（取引していた）デリバティブ取引についてその目的を 

お答えください。(それぞれ１つだけ) 

①現在取引している（取引していた）デリバティブ 

取引の種類 (いくつでも) 【n=79】 

    

 ②取引している（取引していた） 

デリバティブの目的 

 長期の 
資産運用 
のため 

短期的に 
儲ける 
ため 

他の 
有価証券 
のヘッジ 
のため 

その他 

 

(NA) 

1 国内の有価証券関連先物（先渡）取引 

（CFD 取引を含む） 

（例 日経 225 先物等） 

【n=23】 

29.1 
→ 43.5 39.1 4.3 13.0 - 

2 国内の有価証券関連のオプション取引 

（例 日経 225 オプション等） 

【n=14】 

17.7 
→ 42.9 50.0 7.1 - - 

3 国内の商品先物（先渡）取引 

（CFD 取引を含む） 

（例 金、原油等） 

【n=12】 

15.2 
→ - 75.0 8.3 16.7 - 

4 国内の商品オプション取引 

（例 金、原油等） 

【n=5】 

6.3 
→ 20.0 60.0 - 20.0 - 

5 国内の外為証拠金取引（FX） 

（外国市場に上場するものを除く） 

（例 クリック 365、国内店頭ＦＸ等） 

【n=30】 

38.0 
→ 26.7 63.3 - 10.0 - 

6 カバードワラント 

（例 e ワラント等） 

【n=9】 

11.4 
 - 88.9 - 11.1 - 

7 外国市場に上場するデリバティブ取引等 
【n=3】 

3.8 
→ 33.3 - 33.3 33.3 - 

8 その他 
【n=1】 

1.3 
→ - - - 100.0 - 

 (NA: 8.9) 

 

 

※取引している（取引していた）種類が 
わからない場合は、最も近いと思われる 
ものに○をつけてください。 
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＜損失の繰越控除についてお伺いします。＞ 

【説明１】上場株式等の売買取引から損失が生じた場合には、これらの取引の損失と、利益や配当金・ 

分配金と相殺した上で税額を計算する「損益通算」が認められています。また、上場株式等を譲渡した 

場合に生じた損失の金額が、譲渡の年において控除しきれない場合、その控除しきれない金額を翌年 

以降３年間にわたり、株式等に係る譲渡による利益や配当金・分配金の金額から控除することができ 

ます。繰越控除の適用には確定申告が必要となります。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 23 この損益通算制度、３年間の損失の繰越控除についてどの程度知っていますか。(１つだけ) 

【n=2,024】 

1 損益通算制度、３年間の損失の繰越控除両方とも知っている 25.5 

2 損益通算制度は知っているが、３年間の損失の繰越控除は知らない 12.4 

3 ３年間の損失繰越控除は知っているが、損益通算制度は知らない 3.8 

4 両方とも知らない 57.4 

(NA: 0.9) 

問 24－１ この上場株式や株式投資信託の売買取引により生じた損失の繰越控除を利用した 

ことがありますか。 (１つだけ) 【n=2,024】 

1 利用したことがある   ⇒ ○をつけた方は問 24－２へお進みください  14.7 

2 利用したことがない   ⇒ ○をつけた方は問 24－３へお進みください  83.7 

(NA: 1.5) 

【問 24－１で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 24－２ 上場株式等の損失は、翌年以降３年間で上場株式等の譲渡所得から控除できましたか。 

(１つだけ) 【n=298】 

1 ３年間で控除できた 53.4 

2 ３年間で控除できなかった 41.9 

(NA: 4.7) 

【問 24－１で「２」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 24－３ 繰越控除を「利用したことがない」理由として、当てはまるものをお答えください。 

(１つだけ) 【n=1,695】 

1 確定申告が必要となるため 9.2 

2 譲渡損失が発生したことがないため 26.1 

3 やり方がわからないため 25.0 

4 その他（具体的に                    ） 5.0 

5 わからない 30.0 

(NA: 4.7) 
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＜特定口座制度についてお伺いします。＞ 

【説明２】「特定口座」は、証券会社等が上場株式、公募公社債や投資信託の売買取引による税額等を 

計算して投資家に代わり納税を行ったり、証券会社等が発行する書類を利用して投資家が簡単に 

確定申告をすることができる仕組みです。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 25－１ あなたは、特定口座を開設していますか。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 複数の金融機関で開設している   18.8 

2 一社の金融機関で開設している    34.7 

3 開設していない 45.8 

(NA: 0.6) 

【問 25－１ で「３」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 25－２ 「特定口座」を「開設していない」理由として、当てはまるものをお答えください。 

(１つだけ) 【n=928】 

1 毎年確定申告を行っているため 

特定口座制度を利用する必要がない 14.9 

2 特定口座制度がよくわからない 64.2 

3 その他 17.5 

(NA: 3.4) 

【問 25－１で「１」、「２」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 26－１ 特定口座で保有している上場株式や株式投資信託の売買取引により生じた損失に 

ついて繰越控除を利用したことがありますか。 (１つだけ) 【n=1,084】 

1 利用したことがある   ⇒ ○をつけた方は問 26－２へお進みください 20.8 

2 利用したことがない   ⇒ ○をつけた方は問 26－３へお進みください 77.6 

(NA: 1.6) 

【問 26－１で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 26－２ 特定口座内で生じた上場株式等の損失について、翌年以降３年間で上場株式等の 

譲渡所得から控除できましたか。(１つだけ) 【n=226】 

1 ３年間で控除できた 59.3 

2 ３年間で控除できなかった 39.8 

(NA: 0.9) 

【問 26－１で「２」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 26－３ 繰越控除を「利用したことがない」理由として、当てはまるものをお答えください。 

(１つだけ) 【n=841】 

1 確定申告が必要となるため 16.4 

2 譲渡損失が発生したことがないため 43.4 

3 その他（具体的に                 ） 7.8 

4 わからない 30.3 

(NA: 2.0) 

「１」、「２」に○をつけた方は 

問 26－１へお進みください 

 

問 27 へ 

お進みください 
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＜ＮＩＳＡ（少額投資非課税制度）についてお伺いします。＞ 

【説明３－１】ＮＩＳＡ（ニーサ）について 

【ＮＩＳＡの概要】 

ＮＩＳＡは、平成 26年１月から導入された少額投資非課税制度です。平成 26年～35年の 10年間、 

ＮＩＳＡ口座を開設することができ、年間 120万円まで上場株式、ＥＴＦ（上場投資信託）、 

ＲＥＩＴ（不動産投資信託）、株式投資信託等への投資による配当金・分配金や売買益が 

５年間非課税となります。 

 

【ＮＩＳＡの主な特徴】 

・日本国内にお住まいの 20 歳以上の方はどなたでも開設できます。 

・ＮＩＳＡ口座の開設は１人１口座のみです。 

・ＮＩＳＡ口座を開設するには、① 非課税適用確認申請書、② 非課税口座開設届出書、 

③ 住民票の写し等（平成 25 年１月１日の住所が記載されたもの）を金融機関に提出する必要が 

あります。 

・年間投資可能額は 120万円（平成 27 年までは 100万円）までです。 

・非課税枠の未使用分の翌年繰り越し・売却分の再利用はできません。 

・他の特定口座・一般口座との損益通算、３年間の損失の繰越控除はできません。 

【全員にお伺いします。】 

問 27 あなたは、ＮＩＳＡ口座を開設していますか。あるいは開設の申込みを行う予定ですか。 
 (１つだけ) 【n=2,024】 

1 証券会社に開設している 37.2 

2 銀行・信用金庫・信用組合などに開設 

している 15.1 

3 郵便局に開設している 0.7 

4 今後、証券会社で申込む予定 1.9 

5 今後、銀行・信用金庫・信用組合などで 

申込む予定 0.4 

6 今後、郵便局で申込む予定 0.4 

7 今後、申込みたいが、どこで申込むかは 

決めていない 6.7 

8 申込むつもりはない 37.3 

(NA: 0.3) 

  

「１」～「３」に○をつけた方は 

問 28－１へお進みください 

「４」～「７」に○をつけた方は 

問 29 へお進みください 

「８」に○をつけた方は 

問 33－１へお進みください 
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【問 27 で「１」～「３」（開設済の方）に○をつけた方へお伺いします。】 

問 28－１ あなたは、これまでにＮＩＳＡ口座で金融商品を購入したことがありますか。 

(１つだけ) 【n=1,072】 

1 購入したことがある   ⇒ ○をつけた方は問 29へお進みください 66.9 

2 購入したことがない   ⇒ ○をつけた方は問 28－２へお進みください 29.6 

(NA: 3.5) 

【問 28－１ で「２」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 28－２ ＮＩＳＡ口座で、金融商品を「購入していない」理由として、当てはまるものを 

お答えください。(いくつでも) 〔MA〕：【n=317】、問 28-3 〔SA〕：【n=314】 

 〔MA〕 〔SA〕 

1 投資の時期を見極めているため 18.9 9.9 

2 特に急いで投資をする必要はないため 60.9 38.9 

3 非課税枠の未使用分の翌年繰り越し・売却分の再利用ができない 

制度のため、投資の見通しが立てられないから 6.3 3.2 

4 非課税で保有できる期間に５年の制限があるため、 

投資の見通しが立てられないから 8.2 3.8 

5 投資はしたいが、ＮＩＳＡでの投資に適した金融商品がないため 11.4 7.6 

6 どの金融商品に投資をするか迷っているため 12.6 5.1 

7 投資する資金が確保できなかったため 20.2 15.0 

8 口座開設キャンペーンの景品を目的としていたため 9.8 6.1 

9 その他（具体的に                  ） 7.9 6.7 

 (NA ) 0.9 3.8 

 

問 28－３ そのなかで最も当てはまるものをお選びください。 

（問 28－２の選択肢番号を１つ記入） 

 

 

 

【問 27で「１」～「７」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 29 あなたは、ＮＩＳＡ口座で金融商品を購入する場合、どのような資金で購入しますか 

（購入する予定ですか）。(いくつでも) 【n=1,264】 

1 月々の収入（給与、年金など） 12.3 

2 ボーナス 5.1 

3 預貯金 57.9 

4 現在保有する株式を売却して購入資金を確保 23.6 

5 現在保有する投資信託を売却して購入資金を確保 17.1 

6 現在保有する公社債を売却して購入資金を確保 2.3 

7 その他 4.3 

8 わからない 6.4 

(NA: 4.4) 
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【問 27で「１」～「７」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 30－１ あなたは、ＮＩＳＡをどのような目的で利用されましたか（利用する予定ですか）。 

(いくつでも) 〔MA〕：【n=1,264】、問 30-2 〔SA〕：【n=824】 

 〔MA〕 〔SA〕 

1 老後の資金づくり 49.4 55.0 

2 住宅購入のための資金づくり 1.7 1.0 

3 旅行やレジャー資金づくり 19.4 11.5 

4 耐久消費財（自動車や家電） 

などの購入資金づくり 7.6 2.5 

 〔MA〕 〔SA〕 

5 自身の結婚資金づくり 0.3 - 

6 生活費の足し 22.9 14.3 

7 子や孫の教育資金づくり 8.3 4.0 

8 子や孫へ残す資金づくり 12.3 5.8 

9 その他 4.8 4.5 

10 特に目的は考えていない 31.1 - 

 

 (NA) 3.7 1.3 

 

【問 30－１で「１」～「９」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 30－２ そのなかで最も重視する目的をお選びください。 

（問 30－１の選択肢番号を１つ記入） 

 

 

 

【問 27で「１」～「７」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 30－３ 非課税期間である５年間の終了する年末において保有する金融商品を翌年の非課税枠 

に年末の時価で 120万円まで移管可能であること（「ロールオーバー」といいます。 

（P11 説明３－１をご参照ください））をご存知ですか。以下のなかでご存知だった 

事柄をお選びください。（いくつでも）【n=1,264】 

1 翌年の非課税枠にロールオーバーできること 16.9 

2 ロールオーバーの際は時価で移管となること 6.6 

3 ロールオーバーは 120 万円までとなること 16.4 

4 ロールオーバーした金額分、非課税枠が費消されること 8.1 

5 知らなかった 66.0 

(NA: 7.0) 

【問 27で「１」～「７」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 31－１ ＮＩＳＡ口座での積立投資の利用意向についてお伺いします。あなたはＮＩＳＡ 

口座で積立投資を利用したいと思いますか。若しくはＮＩＳＡ口座で既に積立投資 

していますか。 (１つだけ) 【n=1,264】 

1 既に利用している 11.6 

2 利用したいと思う 21.0 

3 利用したいと思わない  ⇒「３」に○をつけた方は問 32－１へお進みください 56.3 

(NA: 11.2) 

 

 

 

⇒「10」に○をつけた方は  

問 30－３へお進みください 

「１」、「２」に○をつけた方は問 31－２へ  

お進みください 
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【問 31－１で「１」、「２」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 31－２ ＮＩＳＡ口座で毎月どれだけの額の積立を行いたいと思いますか。 

（若しくは行っていますか）。 (１つだけ) 【n=411】 

1 １万円未満 20.7 

2 １～３万円未満 47.4 

3 ３～５万円未満 12.4 

4 ５～７万円未満 2.2 

5 ７～10万円未満 5.6 

6 10 万円以上 4.9 

(NA: 6.8) 

【問 27で「１」～「７」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 32－１ ＮＩＳＡについて、今後どういった点を改善していけばよいと思われますか。 

(いくつでも) 〔MA〕：【n=1,264】、問 32-2 〔SA〕：【n=870】 

 〔MA〕 〔SA〕 

1 非課税期間（５年間）の拡充（延長又は恒久化） 51.3 43.2 

2 口座開設可能期間（平成 26 年～35 年の 10年間）の恒久化 20.1 6.2 

3 年間投資可能額 （120 万円）の拡大 36.6 22.2 

4 ＮＩＳＡ口座で非課税枠の未使用分の翌年繰り越し 

・売却分の再利用をできるようにすること 21.6 9.1 

5 ＮＩＳＡ口座で投資できる商品の拡大 

（現行では、上場株式、株式投資信託等に限定されている） 8.4 3.9 

6 一般口座や特定口座との間で損益通算をできるようにすること 19.0 11.4 

7 その他（具体的に                     ） 1.7 2.2 

8 わからない 22.2 - 

 (NA) 8.9 1.8 

 

【問 32－１で「１」～「７」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 32－２ また、そのなかで最も改善してほしい点をお選びください。 

（問 32－１の選択肢番号を１つ記入） 
 

 

 

 

【問 32－１で「１」～「７」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 32－３ 非課税期間（5年間）についてあなたの考えに当てはまるものをお選びください。 

（いくつでも）【n=870】 

1 現行の非課税期間では短い 64.4 

2 期限が来たときに手続きが煩雑である 33.9 

3 非課税期間内に損失が発生しても他の利益と通算ができないのが不満である 35.9 

4 非課税期間終了後に非課税口座以外に払い出されるとその時点の時価が取得価額と 

されてしまうため不利になる可能性がある 26.3 

5 特にない 8.3 

6 その他（具体的に                        ） 0.6 

(NA: 1.8) 

 

⇒ ○をつけた方は問 34へお進みください 
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【問 27 で「８」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 33－１ ＮＩＳＡを「申込むつもりはない」理由として、当てはまるものをお答えください。 

(いくつでも) 〔MA〕：【n=754】、問 33-2 〔SA〕：【n=716】 

 〔MA〕 〔SA〕 

1 制度が複雑でわかりづらいこと 42.2 27.2 

2 口座開設手続きにマイナンバーの提出が求められるため 8.1 2.5 

3 口座開設手続きが面倒そうなため 33.4 14.7 

4 投資したい金融商品がＮＩＳＡ口座の対象ではないため 4.4 2.2 

5 非課税期間（５年間）が限定されているため 7.4 2.0 

6 口座開設可能期間（平成 26 年～35 年の 10年間）が設けられているため 3.4 1.0 

7 年間投資可能額（120万円）が小さいため 16.7 11.5 

8 非課税枠の未使用分の翌年繰り越し・売却分の再利用ができないため 2.5 0.4 

9 ＮＩＳＡ口座以外で保有する上場株式等との間で損益通算ができないため 4.1 1.5 

10 投資する資金が確保できなかったため 21.4 16.1 

11 その他 23.1 19.3 

 (NA) 5.0 1.7 

 

問 33－２ そのなかで最も当てはまるものをお選びください。 

（問 33－１の選択肢番号を１つ記入） 

 

 

 

 

 

【全員にお伺いします。】 

問 34  ＮＩＳＡ口座で買付けた上場株式の配当金を非課税とするためには、全ての配当金を 

証券会社で受け取るようにする方式（証券会社毎の保有残高に応じて支払われるため 

「株式数比例配分方式」といいます。）を利用する必要がありますが、このことを 

ご存知でしたか。当てはまるものをお答えください。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 「株式数比例配分方式」を知っており、既に証券会社で手続を行っている 18.8 

2 「株式数比例配分方式」を知っており、今後証券会社で手続を行う予定である 2.3 

3 「株式数比例配分方式」は知っているが、証券会社で手続きを行う予定はない 8.3 

4 初めて知った 69.1 

(NA: 1.6) 
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【説明３－２】ジュニアＮＩＳＡ（ニーサ）について 

【ジュニアＮＩＳＡの概要】 

平成28年より、次世代を担う子や孫の教育資金づくりや資産形成などをサポートする観点から、「ジュニアＮＩＳＡ」 

制度が導入されました。ジュニアＮＩＳＡでの投資可能期間は、平成28年４月から平成35年 

12月末までであり、投資による配当金・分配金や売買益が非課税となるのは投資した年から５年間です。 

【ジュニアＮＩＳＡの主な特徴】 

・日本にお住まいの未成年者（０歳から19歳まで）の方はどなたでも開設できます。 

・ジュニアＮＩＳＡ口座の開設手続の際には、金融機関に個人番号カード等を提示し、個人番号 

（マイナンバー）を告知する必要があります。また、未成年者非課税適用確認書の交付申請書 

及び未成年者口座開設届出書を金融機関に提出する必要があります。 

・口座開設者が18歳（3月31日時点で18歳である年の1月1日）になるまでの払出し制限が課されています。 

・ジュニアＮＩＳＡ口座の開設は１人１口座です。 

・年間投資可能額は80万円までです。 

・非課税枠の未使用分の翌年繰り越し・売却分の再利用はできません。 

・他の特定口座・一般口座との損益通算、３年間の損失の繰越控除はできません。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 35－１ お子様やお孫様のために（現在、お子様やお孫様がいない方は将来的に）、ジュニア 

ＮＩＳＡを利用したいと思われますか。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 是非利用したい 1.8 

2 利用したい 5.9 

3 どちらともいえない 20.8 

4 利用する気はない 46.7 

5 わからない 23.6 

(NA: 1.2) 

【問 35－１ で「３」、「４」、「５」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 35－２ ジュニアＮＩＳＡ制度の利用を望まない理由（現在、お子様やお孫様がいない方は将来的に利用 

を望まない理由）をお選びください。(いくつでも) 〔MA〕：【n=1,843】、問 33-2 〔SA〕：【n=1,317】 

 〔MA〕 〔SA〕 

1 既に子・孫のための資金の準備ができているため 9.7 9.5 

2 ジュニアＮＩＳＡ制度の内容がよくわからないため 25.2 24.2 

3 教育資金一括贈与制度を利用しているため（予定があるため） 1.8 0.8 

4 ジュニアＮＩＳＡ制度が時限措置であるため 7.1 2.8 

5 年間投資可能額 （80万円）が小さいため 9.0 4.9 

6 非課税で保有できる期間に５年の制限があるため、 

投資の見通しが立てられないから 10.4 4.6 

7 投資したい金融商品がジュニアＮＩＳＡ口座の対象ではないため 1.8 0.9 

8 投資資金として確保できる資金がないため 18.6 19.4 

9 18 歳まで資金に払出しの制限が課されるため 10.7 6.9 

10 口座開設手続きにマイナンバーの提出が求められるため 6.6 2.9 

11 投資した商品を売却しても、損益通算できないため 3.2 1.4 

12 非課税枠の未使用分の翌年繰り越し・売却分の再利用ができないため 1.9 0.2 

13 関係する者が複数にわたり調整が面倒なため 8.7 6.2 

14 その他（具体的に                    ） 9.1 11.6 

15 わからない    ⇒ 「15」に○をつけた方は問 36 へお進みください 26.4 - 

 (NA) 2.2 3.6 

 

【問 35－２で「１」～「14」に○をつけた人にお伺いします。】 

問 35－３ そのなかで最も当てはまるものをお選びください。 

（問 35－２の選択肢番号を１つ記入） 
 

「１」「２」に○をつけた方は問 36へお進みください 
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＜金融所得の一体課税についてお伺いします。＞ 

【説明４】現在、特定口座で上場株式等の売買取引から損失が生じた場合には、その取引の損失と、利益 

や配当金・分配金と相殺した上で税額を計算する「損益通算」が認められています。また、確定申告 

することにより、翌年以降３年間の上場株式等の利益や配当金・分配金から控除できます。平成 28 年 

１月から、特定口座内で損益通算できる範囲に国債、社債、公社債投資信託の売買損益や利子・分配金 

等を加えることができるようになりました。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 36 上場株式、株式投資信託、公社債、公社債投資信託の売買損益や分配金等と損益通算可能 

になったとしたら、新たに取引を行いたいと思う金融商品・取引をお選びください。 

 (いくつでも) 【n=2,024】 

1 有価証券関連の先物（先渡）取引（例 日経 225先物等） 3.2 

2 有価証券関連のオプション取引（例 日経 225オプション取引等） 3.1 

3 商品先物（先渡）取引 1.0 

4 商品オプション取引 0.6 

5 外国為替証拠金取引（ＦＸ） 4.3 

6 カバードワラント 0.1 

7 その他（具体的に                        ） 3.7 

8 わからない 84.5 

(NA: 2.4) 

 

＜社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）についてお伺いします。＞ 

【説明５】平成28年１月から、マイナンバーについて社会保障及び税分野における利用が開始されておりますが、 

将来的には、確定申告の簡素化などが図られるほか、その利用範囲の拡大が予想されます。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 37 マイナンバー制度が導入されましたが、あなたは、金融機関からマイナンバーの提出を 

求められましたか。 (ひとつだけ) 【n=2,024】 

1 金融機関より提出を求められた    ⇒「１」に○をつけた方は問 38 へお進みください 24.3 

2 金融機関より提出を求められていない ⇒「２」に○をつけた方は問 39 へお進みください 74.8 

(NA: 0.9) 

【問 37 で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 38 あなたは、金融機関からマイナンバーの提出を求められてどのような感想をもちましたか。 

(いくつでも) 【n=492】 

1 マイナンバーを金融機関に提出したが悪用や漏えいしないか不安である 52.0 

2 証券会社で口座開設しようとしたらマイナンバーの提出を求められたので開設を 

取りやめた 1.8 

3 何種類もの本人確認書類の提示を求められ面倒であった 25.0 

4 特に抵抗なくマイナンバーを提出した 26.8 

5 その他（具体的に                           ） 11.2 

6 わからない 4.1 

(NA: 1.8) 
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＜相続税制についてお伺いします。＞ 

【説明６】上場株式の相続税評価額は、被相続人の死亡日の株価（又は当月、前月、前々月の月平均株価 

の内、最も低い価額）です。これに他の資産を加算のうえ、最高で 55％の相続税が課税されます。 

一方、不動産（土地）の相続税評価額は、被相続人が死亡した年の１月１日の路線価（公示価格 

（＝時価）の 80％程度）です。 

また、保険には、死亡保険金の非課税枠（500 万円×法定相続人）があります。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 39 上場株式の相続税制について、どのように考えますか。(いくつでも) 【n=2,024】 

1 上場株式の相続税評価は、現行制度どおりでよい 21.3 

2 上場株式の相続税評価は、他の財産の相続税評価との比較から時価から一定程度 

割り引くべき 17.1 

3 上場株式の相続税評価は、死亡日の前１年程度の期間で判定すべき 

（死亡日前、直近３か月では判定期間が短い） 11.9 

4 上場株式の相続税評価は、他の資産（不動産や保険）と比べて不利である 13.2 

5 上場株式の相続時にも保険のように非課税枠が必要である 27.8 

6 上場株式の株価は日々の値動きがあり、死亡日と納税時の間に価格変動リスクが 

存在するため価格変動リスクを考慮した上で相続税評価がなされるべき 17.1 

7 親子間で上場株式を継続保有することで円滑な資産移転が可能となるような税制が 

必要である 36.0 

8 保有している上場株式を生前に贈与しやすいような課税制度が必要である 30.5 

9 その他（具体的に                          ） 6.8 

(NA: 3.1) 

【全員にお伺いします。】 

問 40－１ あなたが、もし御自身の相続対策を考え、資産配分の構成を変更しようと考えた場合、 

以下のどの財産の構成割合を増加しようと考えますか。 (３つまで) 【n=2,024】 

1 現金・預金 61.1 

2 不動産 18.8 

3 有価証券（上場株式等） 13.4 

4 貴金属 6.9 

5 美術品 0.5 

6 信託 5.0 

7 保険 25.0 

8 特になし 24.4 

9 その他（具体的に      ） 1.3 

 

(NA: 1.0) 

【全員にお伺いします。】 

問 40－２ 問 40－１とは逆に、財産の構成割合を減少させようと考えるものは以下のなかでどれですか。 

（３つまで) 【n=2,024】 

1 現金・預金 6.4 

2 不動産 12.3 

3 有価証券（上場株式等） 19.6 

4 貴金属 8.2 

5 美術品 7.5 

6 信託 7.0 

7 保険 7.2 

8 特になし 45.8 

9 その他（具体的に      ） 1.4 

 

(NA: 6.9) 
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＜確定拠出年金制度についてお伺いします。＞ 

【説明７】確定拠出年金について 

【確定拠出年金の制度】 

  確定拠出年金（いわゆる「日本版 401k」）は、加入者や加入者が勤めている企業が資金を出して 

積立を行い、その積立金を加入者自らが投資信託や預金などで運用し、運用の結果に応じた積立額を 

老後に年金として受け取る制度で、【企業型】と【個人型】があります。【企業型】には、この制度を 

実施する企業に勤務する人が加入でき、【個人型】には、自営業者や企業年金のない企業に勤めて 

いて、かつ、この制度を実施していない企業に勤務する人が加入できます。 

  なお、平成 27年度税制改正大綱において、現在は【企業型】に加入することができない専業主婦 

などの被扶養配偶者や公務員の他、一定の場合に限り、【企業型】に加入している人や企業年金の 

ある企業に勤めている人についても、【個人型】に加入できるようになることが決定されています。 

 

【確定拠出年金制度の特徴】 

・毎月の掛金の額が課税所得から控除されるなどの税制上の優遇がありますが、「年金」という 

性格上、原則として積立金は 60 歳になるまで引出せません（死亡時や一定期間一定以上の障害 

状態になったときなどを除く）。 

・毎月の掛金の拠出額に制限があり、加入しているのが【企業型】か【個人型】かなどの条件に 

より、その上限額が 2.3万円から 6.8万円と異なっています。 

・【企業型】については、加入者である従業員自身が自己の資金を追加の掛金として企業の掛金に 

上乗せ拠出（マッチング拠出）ができます。マッチング拠出には、上限が設けられており、企業 

の掛金を加入者本人の掛金が上回ることはできません（例えば、企業の掛金が１万円の場合、 

マッチング拠出ができる金額は１万円以下となります）。 

 

【全員にお伺いします。】 

問 41 あなたは現在、確定拠出年金に加入していますか。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 【企業型】に加入している  10.9 

2 【個人型】に加入している 4.3 

3 確定拠出年金に加入していない 63.6 

4 わからない 16.4 

(NA: 4.8) 

【問 41で「１」に○をつけた方へお伺いします。】 

問 42 あなたは、「マッチング拠出」を利用していますか。(１つだけ) 【n=220】 

1 利用している 18.6 

2 利用したいが、勤め先の企業が「マッチング拠出」に対応していないため、利用できない 6.8 

3 利用していない（または、既に企業拠出が限度額に達している等で利用できない） 27.3 

4 わからない 41.8 

(NA: 5.5) 

【全員にお伺いします。】 

問 43 確定拠出年金制度について、今後どういった点を改善したほうがよいと思われますか。 

(いくつでも) 【n=2,024】 

1 毎月の拠出限度額を引き上げ 8.9 

2 拠出限度額の使い残しを 

翌年以降に繰り越し可能にする 6.4 

3 マッチング拠出上限額の撤廃 4.5 

4 引き出し条件の緩和 12.9 

5 その他 

（具体的に          ） 1.9 

6 改善してほしい点は特にない 12.2 

7 わからない 62.4 

(NA: 2.0) 

→次のページにお進みください 

 

○をつけた方は問 43へお進みください 
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あなたの状況に関してお伺いします。 

Ｆ１ あなたの性別は。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 男性 57.4 2 女性 42.6 (NA: -) 
 
Ｆ２ あなたの年齢は。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 20～24歳 0.1 

2 25～29歳 0.7 

3 30～34歳 2.4 

4 35～39歳 4.7 

5 40～44歳 7.4 

6 45～49歳 8.3 

7 50～54歳 8.9 

8 55～59歳 11.5 

9 60～64歳 12.5 

10 65～69歳 15.4 

11 70 歳以上 28.1 

  

(NA: -) 

Ｆ３ あなたのご職業は。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 卸・小売・サービス業主 8.4 
2 製造・修理・加工業主 2.5 
3 自由業 

（開業医・弁護士など） 1.5 
4 管理職 7.0 
5 事務系の勤め人 7.6 

6 技術系の勤め人 5.8 
7 労務系の勤め人 2.5 
8 農林・漁業 1.4 

9 公務員 2.9 

10 学生 - 

11 専業主婦 16.3 

12 パート 

・アルバイト 

・フリーター 9.6 

13 無職・年金のみ 29.1 

14 その他 5.0 

(NA: 0.3) 

Ｆ４ あなたの現在の収入源はどれでしょうか。(主なものを１つだけ) 【n=2,024】 

1 給与所得 41.5 
2 事業所得 4.7 
3 利子・配当 3.6 

4 貯蓄の取り崩し 2.0 
5 家賃・地代 3.0 

6 恩給・年金 38.0 

7 その他 1.6 

8 特に収入はない 5.5 

 

(NA: 0.2) 

Ｆ５ あなたの年収（昨年１年間の税込み収入）はどのくらいでしょうか。(１つだけ) 

【n=2,024】 
1 300万円未満 48.5 

2 300万円～500万円未満 24.1 

3 500万円～700万円未満 11.4 

4 700万円～1,000万円未満 8.8 

5 1,000 万円～1,200 万円未満 2.7 

6 1,200 万円～1,500 万円未満 1.6 

7 1,500 万円～2,000 万円未満 0.7 

8 2,000 万円以上 0.8 

(NA: 1.5) 

Ｆ６ あなたのご家庭（世帯）の家族人数は。(１つだけ) 【n=2,024】 

※ご自身を含めてお答えください。 

1 １人（単身世帯） 6.6 
2 ２人 37.7 
3 ３人 22.1 

4 ４人 20.3 
5 ５人 8.8 
6 ６人 2.6 

7 ７人 1.1 
8 ８人 0.2 
9 ９人以上 0.0 

(NA: 0.4) 
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Ｆ７ あなたのご家庭（世帯）のご家族全員の１年間の税込み収入（＝世帯年収）は 

どのくらいですか。ボーナスや内職等を含めてお答えください。(１つだけ) 【n=2,024】 

1 300万円未満 12.5 

2 300万円～500万円未満 28.4 

3 500万円～700万円未満 18.1 

4 700万円～1,000万円未満 21.0 

5 1,000 万円～1,200 万円未満 8.7 

6 1,200 万円～1,500 万円未満 5.1 

7 1,500 万円～2,000 万円未満 2.9 

8 2,000 万円以上 2.0  
(NA: 1.2) 

Ｆ８ あなたには、次に当てはまる 20 歳未満のお子様・お孫様がいらっしゃいますか。 

同居の有無を問わず、当てはまる方をすべてお答えください。(いくつでも) 【n=2,024】 

1 未就学児 27.5 
2 小学生 32.2 
3 中学生 20.2 
4 高校生 18.1 
5 専修学校・各種学校生 1.4 

6 高専・短大生 1.0 
7 大学生 9.8 
8 その他の学生（予備校生、浪人生等） 1.0 
9 「１」～「８」に当てはまる 

20 歳未満の子供・孫はいない 33.7 

(NA: 1.4) 

 

～～～ご協力ありがとうございました～～～ 
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